



















序都 市 におけ る 社会 経 済 活 動 の発 展 を 誘導 し.快 適 な市 民生 活 を 保証 す る た め に,
土 地利 用 計 画の 果 す役割 はき わ め て大 き い.計 画 の 対象 とな る都 市 の土 地 利 用 は,
複雑 な 相 互依 存 関 係 を有 す る 諸々 の 人 間 活動 の 形態 が空 閤上 に投 影 した も の に他
な らな いが.そ の ため こ れ は社 会経 済 の 動 向 と密 接 な 関連 を 持 ちな が ら不 断 に変
化 発展 す る もの で あ る 。そ こ で この よ うな状 況 の 下で の 土地 利 用 計 画 と は,土 地
の合 理 的な 利用 を実 現 す る こ とを 目 的 と して,上 述 の 土地 利 用変 化 を 誘導 制 御 し
うる一 連 の 手段 を 包 括 的 に と らえ た総 合 計画 で あ る とい え る 。 この一 連 の 手段 の
中 には,都 市 計 画 の構 成 要素 であ る交 通 計 画,公 共 施 設計 画,開 発 計画 とい った
各 種個 別 計 画 が含 まれ てお り,こ れ らは そ れぞ れ に 関す る個 別 的検 討 に先立 って
土地 利 用 計画 の 中 で明 確 に位 置付 け られ てお く必 要 が ある 。 土地 利用 計 画 は,上
述 の よ うな 総合 性 の ゆ え にそ こで検 討 す べ き計 画 手段 の 範 囲 も広 く,こ れ らの 実
施 が土 地利 用 を 変 化 させ,計 画 目的 に効 果 を及 ぼ す メ 力 ニズ ム が極 め て複 雑 な た
め.以 上の 点 をふ まえ な が ら合 理 的 な計 画 を作 成 す る こ とは,豊 富 な経 験 や高 度
の知 識 を も った政 策担 当者 に と っても容 易 な こ とで はな い 。
1960年 代 に 出現 した土 地 利 用 モデ ル は,土 地 利用 に着 目 して 都市 の 現象 を
シ ミ ュ レ ー トする こ とに よ り政 策手 段 の効 果 を総 合 的 に把 握 す る こ とが で きる た
め,計 画プ ロセ ス にお い て科 学 的 か つ定 量 的 な判 断 情報 を提 供 する 可能 性 が期 待
さ れる 。 しか し開 発 か ら20年 以上 が経 過 し.そ の 間 に分析 手 法 と して は飛 躍 的
な発 展 を遂 げ た も の の,こ れ を都 市 ・地 域 計 画 に生 か す ため の 方法 論 に 関す る検
討 が十 分 で な か った た め,実 際 の 計画 策 定 にお け る分 析 道 具 と して有 効 に機 能 し
てい る とは いい が た い 。
本 論 文 は,モ デ ル分 析 手 法 を駆 使 して土 地 利用 計 画 を合 理 的 に作 成 す る方 法 論
の 開発 を め ざ して筆 者 が行 って き た一 連 の研 究 を とり ま とめ た もの であ り,こ こ
で は大 都 市 圏の 土 地 利 用計 画 に 関わ る4つ の計 画 問題 を 取 りあ げ て いる 。特 に こ
こ で は構 築 さ れ た土 地 利 用 モデ ル と各 計 画 問題 の 整 合性 を重 視 し,各 問題 の 性 格
やスケ ール レベル に適合 したモデルの開発,お よび分析手法の提 案を行 ってお り,
また今後の都市政策においてその重要性が高 まると考え られる都市再開発 問題 に
対するモデル分析 手法の開発,お よび実証的検討を行 っている。 本研究の成果






























































































































































































































































































1-1本 研究 の背景 と目的
都市は,地 域空間における政治,経 済,文 化,交 通の中心地 として多くの活動が集積する区
域であり,古 来 より時代の変遷 とともに大きな役割を果たしてき たが,産 業革命以後の工業化
社会への移行 は都市の姿を大き く変貌ざせた。都市 には規模の経済性,集 積の経済性を求めて
多くの産業が集中するとともに,こ れらの雇用 の増大は農村部から人 口を吸引 したが.こ のよ
うに増大 した産業の立地や人口を収容するため既存の行政境界を越えて市街地が連担 し,そ の
結果,複 数の市町村が一体的な圏域を構成 することにより今 日のような大都市圏が形成された。
現代の大都市圏は,人 間の活動に必要なあらゆる財が供給され,莫 大な富が集積するととも
に最も進んだ文明を車受 しうる地域であるが,一 方で世界の大都市においては,そ れぞれの社
会経済条件による差異 はあるものの,交 通間題,環 境問題,住 宅問題,土 地問題等,多 くの共
通性が認められる深刻な都市問題に直面 している。これ らの都市問題は,大 都市圏をはじめ人
口の半数以上が都市に居住するとい う現代 においては最も代表的な社会矛盾 といえるが.こ の
ような問題の発生は社会システムの欠陥 ととも に,都 市圏における土地利用の空間構造 に起因
するところが大きい。すなわち都市の土地利用は,複 雑な相互依存関係を有する各種活動の規
模,形 態が空間上に投影 したものにほかな らないが.各 活動主体は限 られた都市空闇において
自らの活動基盤を求めて立地行動を展開 し,こ れが都市の土地利用 として顕在化するのである。
しかしこのような個人の自由行動 による土地利用の形成が急速 にかつ無秩序 に進行 し,こ れに
対 して有効な政策的措置がとられない場合,上 述の都市問題の発生 は避け られず,社 会全体に
とって大きな不自由を余儀な くされる。
従 って都市間題を解消 し,さ らに将来の大都市圏における社会経済活動の発展を誘導すると
ともに,秩 序ある市街地を形成 し,市 民の健康で文化的な生活と機能的な活動を確保するため
には,都 市計画を合理的 に策定 することにより,都 市 の空間構造を改編する ことが極めて重要
な役割を果すことになる。
土地利用計画は,こ のような都市計画の一部 に含まれるものであるが.F.Stuart,Chapinは,
「土地利用計画の取扱 う対象は,交 通計画,施 設計画 との関連性を一方で考慮 しつつ,基 本的
に,工 業,卸 売業,業 務,住 居,レ クリエーシ ョン,教 育,文 化,宗 教 といった種 々のスペー
スに関係のある都市活動の機能が必要とする,立 地,密 度,開 発土地量の三つである。つ まり





交通計画,公 共施設計画,開 発計画とい った都市計画のなかの各種個別計画は望 ましい土地利
用を達成 する手段 として,土 地利用計画 の中で 明確に位置付けられねばな らない.す なわち,
施設整備や開発事業は土地利用 に大 きな影響を与えることになるが,都 市の現象は相互 に密接
に関連 じあっているため,個 別の問題に対処するために行われる事業の実施が,問 題の根本的
解決をもたらさないばか りか.土 地利用を介 して思わぬ悪影響を及ぼす場合が少な くない 。従
って個別計画そのものは重要な問題ではあるが,こ れだけでは不十分であ り,こ れ らの間の相
互関連性を全体 として取扱う総合計画 としての土地利用計画が必 要とされる。
土地利用計画の特徴はまさにこの様な総合性 にあるが,以 下 に述べるように大都市圏におけ
る土地利用計画はこの総合性 のゆえにその合理的策定は容易なものではない 。 まず計画の対




。しか し土地利用計画におい ては,これに基づい て計画を合理的に策定するこ とが求められる
そ こで取扱われるべき計画手段も多 く,か つその範囲も広域にわ たるものか らローカルなもの
まで多様に異な っているため,政 策手段の効果を把握 することが容易な ことではない。また本
研究で対象 とする大都市圏においては,多 種多様な活動が立地するとともに,そ れらの間の相
互関係が多重 に絡みあ っているため,計 画に関わる主体の数も多 くなり.評 価の視点も計画者
の能力を超えるほど多元的 とならざるを得ない.
1960年 代 に出現 した土地利用 モデル は,土 地利用を通 して都市の現象をシミュレートす
ることにより政策手段の効果を把握することができ,計 画プ ロセスにおいて科学的かつ定量的
な判断情報を提供する可能性が期待 されるが,特 に交通計画 との関わりに重点を置いて,今 日
まで に数多くのモデルが開発され適用されてきた。
しか しこれ らの研究 はモデル化の手法の開発に主眼が置かれたものが大半を占めてお り,そ
れ らは予測性 の向上やモデルの立脚する基礎理論 に関する論議 に終始する場合が多 く,モ デル
を操作 して地域における望 ましい土地利用計画を策定 するための分析方法に関 する考察 がほ と
んど行われていないため,開 発から20年 以上を経た今 日においても計画立案における有効な
分析道具として機能 している とはいいがたい。
さらに今 日の大都市圏 においては,こ れまで無秩序な都市開発にさ らされた都市空 閤の再編
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(3)近年,都 市政策 においてその比重が高 まりつつある躍成市街地の再開発 の問題へのモデル
分析手法の適用,お よび望 ましい再開発計画を作成するための方法論の開発 。
以上.こ こでは現代社会 における都市間題を解決 し,社 会の発展を誘導するために土地利用
計画が果す役割の重要性を指摘 する ととも に,特 に大都市圏における土地利用計画が.複 合的
で複雑 な構造を持った困難な計画問題であることを示 し,さ らに従来の土地利用モデル の研究
に対する筆者の問題意識を明らかにした上で,本 研究の 目的について述べた。以下 。本章の1
-2で は.本 研究における大都市圏の土地利用計画 に関するアプ ローチの方針 について述べた
後.分 析方法の慨要 とそ の特徴 について述べ,最 後に1-3で 本論文の全体構成について述べ
ることとする。
1-2大 都市圏の土地利用計画問題 に関するアプ ローチの概要
1-2-1土 地利用計画問題の分析手法
都市の土地利用は,社 会経済条件等都市圏を取 りまく外部環境の変化,お よび既存ス トック
の形態や人口の担代構成など内部構造の変化.さ らには都市計画手段 による政策的影響を受け
て不断に変化発展するものである。すなわち各活動主体は,上 述の諸条件の変化に対 してそれ
に適応すべく自 らの最も望ましい空間上の立地点を求めて反応行動を展開 し,こ れが長期的に
見ると都市の土地利用を変化させ,新 たな空間的相互依存関係を生みだすのである。
従 って大都市圏の土地利用計画は,上 述 のような土地利用の変化を望 ましい方向に誘導制御
するための政策手段の総合的な体系 と考え られるが,そ の際,計 画者は種々の都市政策手段の
影響によ り,土 地利用が変化 するメカニズ ムを把握 し,こ れに基づいて適切な都市政策を立案
することが求められる。
都市の土地利用変化のメカニズムを解明するため,従 来よりそれぞれの学問分野において数
多 くの研究者 たちが様々な視点からアプ ローチを行 ってきた。
地理学者たちは最も早 くから土地利用に関する研究を行 ってお り,経 験的分析を通 じて,都
市の空間的構造,形 態 に関する規則性を見出すこ とを試み,幾 多の理論を構築 している。一方
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で都市経済学者たちは,都 市における活動主体の行動 に関する演繹的な理論分析 によ り,土 地
利用の形成,変 化のメカニズムを解明する ことを試み,数 多 くの示唆に富む命題を導き出 して
いるη8)。
土地利用計画の科学的休系化のためには,上 記の諸科学に土木工学.建 築学等の工学技術を
加えて,学 際 的な努力が必要とされるが.ま さにその ような問題意識に基づいた方法論である
システム分析の普 及に伴 い.具 体的な政策立案 にあた っての判 断情報を得るこ とを目的 として
計量的土地利用 モデルが開発 されるようになった。これは土地利用の形成,変 化 に関わる計量
可能な指標相互の関連関係 に関する仮説に基づいて将来 における土地利用の空間的分布を予測
するもので.計 画プ ロセスにおいては都市政策代替案が土地利用変化 に及ぼすインパク トを計
測 し,科 学的な計画案の評価を行えるようにするという役割が期待される。特に,1960年
代以降,ア メ リカを中心 に深刻化 した都市の交通問題 に対 して,交 通施設整備 と土地利用 との
密接な関連関係に関する緻 が高 まるとともに激 多 くのモ碧 レの開発が進められた10).以
来,土 地利用モデルは今 日までコンピュータの急速な発達 とも関連 しながら,大 規模化され,
精緻化されてきたが,実 際の計画立案への適用か らは逆 に遠い存在 とな ったといわざるを得な
い。事実.土 地利用 モデル開発の先進地域である アメリカにおけるPack12)の調蚕によると,
モデルを実際の計画に用いている計画機関の数はむしろ減少 しており,過 去,あ るいは現在に
おけるモデルの使用 目的も,高 速道路建設などのインパ ク ト予測やごく限 られた数の地域整備
代替案に関する分析に止 どまっていると報告されている。
モデル開発初期の期待に反 して,土 地利用モデルが計画策定の際の有効な分析道具 として機
能 しないのは,次 の ような原因が考えられる。
①開発されたモデルの多 くは,交 通計画への適用 を念頭に置いているので都市圏全休を対象 と
したマ クロなモデルがほとんどであ り,土 地利用に関わるそ の他の問題 に関 しては作成された
モデルと実際の計画問題 との間 に分析 レベルや取扱 う政策手段の範囲に関する不整合 がある と
いうモデルそのものの問題
②モデルに関する研究がモデル化の手法の開発 に主眼が置かれたものがほ とんどであるため,
それ らは予測性の向上やモデルの立脚 する基礎理論に関する論議に終始する場合が多 く,モ デ
ルを操作 して地域の土地利用を望ましいもの とするための政策分析の方法論に関する考察もほ
とん ど行われていない とい うことが大きな原因 と思われる。
本研究では.基 本的には土地利用モデルを用いて,種 々の都市政策の実施をモデル 内の操作
変数 として組込み,こ れらの種々の組合せ として設定 された代替案に対 してモデル により評価
指標値の算出を行えるように し,シ ミュレーシ ョン実験を通 じて望 ましい代替案を見出すため
一4一
の分析を行 うことによって,今 後の都市政策立案のための基礎的情報 とする ことを目的 として
いる。その際,計 画間題 と用いられるモデル との閻の整合性を重視 し,各 部分問題の分析 目的,
空間的スケール レベルの特性 に適合 したモデルを作成 することを主要な課題 と考えてい る。本
研究で作成 される各種土地利用モデルは,大 都市圏全域を対象と した比較的大きなゾーンにお
いては活動悶の空間的結びつきを基本として活動の立地を表わしており,よ り細かなゾ ーンに
なる と立地者の行動基準を考慮 してモデル化を行 っている。また既成市街地については,建 物
の建築活動による市街地の更新に着 目するなど,各 種の土地利用 モデルを作成することとして
いる。
また,従 来土地利用モデルに関する研究では十分に論議されてきたとはいいがたい,各 種の
計画問題 に対 する基礎情報の作成のための,モ デル分析の方法論に関する考察に重きを置いて
いくつかの分析方法を提案 することとしている。
1-2-2大 都市圏における土地利用計画問題の構成
1-1で 述 べたような大都市圏の土地利用計画問題の多階層性,複 合性を考慮する と,対 象
とする計画手段をすべて同時に取扱えるような万能型モデルを開発 し,こ のモデルを操作する
ことにより大都市圏整備 のための政策手段の望ましい組合せを求めていくことは困難である。
同時に土地利用計画が.そ の中 にレベルを異にする複数の計画を含んでお り,従 って要求され
る計画情報 のレベルも多種多様になる ことを考慮すると,こ れを一義的に論 じようとする上述
のアプ ローチは無意味である と考える。現在,土 地利用計画が必ず しも期待通り機能しない理
由は,1-1で 述べたような理由のみな らず,多 くの レベルがある にもかかわ らず共通の概念
で_律 に扱お うとする ところにも求め られる。13)
以上の考察をふまえて本研究では,Problem-Orientedな禅点から大都市圏の土地利用計画を
複数の部分問題に分割 し,そ れぞれの中で重要な役割を果 している対象について,そ れぞれの
問題の特性 に応じた分析を行うとともに,こ れらを大都市圏の土地利用計画 という トータルシ
ステムのなかで位置付けることが合理的であると考える。こうする ことによ って,空 閤的広が
りや整備手段,そ して評価対象の多様性に起因する分析 の困難性に対 して,分 析の焦点を明確
















上記の各部分問題の位置付 けおよび関連関係は図1-1に 示す通 りである。
ここでは計画問題の空閤的広がりに関して.都 市圏全休を対象 に主 として機能の配置を取扱
う問題① と,そ のなかの土地利用の形態に対応 して設定された部分地域につ いてよ り詳細に検
討する問題②③④ という二つのスケ ール レベル を設定 している。次に土地利用の形態 どしては
既成市街地 と周辺市街地に分類 したが.土 地利用変化のメカニズムを見ると,前 者は市街地の
拡大という形で変化が進行するのに対 して後者 は既存の土地利用の更新 という形で進行するも
のであ り,政 策手段も前者が先行投資 による新規開発であるのに対 して後者 は再開発が主 とな
る等,ま ったくアプローチの方法が異なったものになるので,こ れを考慮 して部分間題を構成
























題の中で総合的に取扱うが(例 えば①② 〉,そ れ以外は別個の問題 として取扱う く③④)。
図1-1に おいて,問 題①の アウ トプ ットは下位の各部分問題②③④のフレームとしてイン
プッ トされる という関係 が示されている。というのはすなわち下位 レベルにおける地域整備あ
るいは市街地整備は大都市圏の地域構造の再編成に資 するものである必要があるが,そ のため
には問題①において分析 した広域的整備方針や活動の立地 と整合の とれるような地域整備ある
いは市街地整備がなされなけねばならないという認識に基づいている。
ここで下位 レベルの三次産業に関しては,周 辺地域と既成市街地域の両方にまたがる計画問
題 として一本化 して取扱 うこととしているが.周 辺地域においても整備 の対象 となる商業地は
既成市街地の中にあり,こ の場合の整備の手段と しては再開発的手法が中心 となる,ま た一方
で商業に関連する再開発 は市街地整備 という枠組みにとどまらず,た とえば都市構造に見合 っ
た商店街の近代化,あ るいは地域の核等といった拠点地区と して広域的な検討を必要 とするも
のと考えられるか らである。
また工業活動については,現 在既成市街地における工場の新規立地が厳 しく制限されている
ため困難とな ってお り,移 転再配置が課題とな っているので,周 辺地域 における土地利用計画
に関する分析を行う問題②において取 りあげるのみ としている 。
表1-1に は上記の各部分問題の内容 と整備手段.そ して評価尺度に関 して整理 している。
表より大都市 圏全域 を対象とした計画問題で は,交 通流動の効率性や土地利用のマクロな構成
状況のバランス等を評価指標 として取りあげているため.主 として都市機能に重きを置いた分
析となっている 。一方,部 分地域を対象とした各 問題は,よ り地域住民や産業に密着した形で
活動の利便性や居住環境 に重きを置いた分析とな っていることがわかる。
1-3本 論文の構成
本論文は,本 章を含めて,6つ の章により構成されている。第2章 から第5章 までは,前 節
で明らかにした4つ の計画問題 に関するモデル分析の方法論 と,大 阪都市圏を対象とした実証
分析の結果について示 してお り,第6章 は本研究の結論である。
第2章 では,大 都市圏 における土地利用 ・交通計画に関するモデル分析について述べる。大
都市圏全域 を対象としたマ クロな土地利用の形態 には交通施設の構成が支配的な役割を果 して
いる。そ こで,こ こでは主に交通施設の整備と既成市街地域の再開発や周辺部の新規開発とい





































































































































際,現 在の大都市圏における土地利用変化の主たる原動力として,新 市街地の形成.お よび既
成市街地の更新 という市街地変化 に着目しており,ま たもう一方の原動力である立地主体の行
動として世帯の住みかえや,事 業所 の移転再立地 とい う動きであるとの認識に基づいて,こ の
ような動きの間の相互作用による都市圏の空間的構成の変化を反映 し得る土地利用モデルの開
発を行うこととし,再 開発など各種 の政策分析を行 えるようにしている。
第3章 では,大 都市周辺地域における土地利用計画に関するモデル分析について述べている。
ここでは周辺地域において,計 画的な市街地形成を図るため,比 較的細かいゾーン レベルの土
地利用を対象 として,市 街地開発事業 と。関連する各種整備手段の望 ましい組合せを見出すこ
とを目的としている。なお,こ のよ うな視点から分析 を行う場合,代 替案の数が膨大となるの
で,実 験計画法を応用 してモデル分析を効率的に行 う方法を開発 している。用いられるモデル
は,各 種の立地主体の行動を通じて形成される土地利用をモデル化するため,集 計ロジット型
の立地選択モデルを用いるとともに,立 地主体別の地価負担能力の差異を考慮 して立地行動 と
地価との複雑な相互関係 を表現するための立地量推計プ ロセスを考案 している。さ らにモデル
と整合 した評価指標により土地利用の望ま しさを評価する こととしている。
第4章 では,再 開発手法による商業地整備に関するモデル分析について述べる。ここでは消
費者の商業地選択行動 と商業活動主体の立地行動 との相互作用に基づいて,再 開発事業の影響
を把握 するモデルを作成する とともに,再 開発事業の事業計画 モデルにより,事 業主体の収支
分析を行えるようにしている。そこでこのようなモデルを用いて,再 開発事業によって建設さ
れる商業床に対する立地需要 と整合の とれ,地 域社会にとっても望ましい商業地再開発の規模
とその内容 に関するモデル分析を行 っている。
第5章 では,既 成市街地における居住環境整備に関するモデル分析 について述べている。こ
こでは大都市圏の既成市街地における典型的な問題地区である木造賃貸住宅密集地区を対象と
して誘導型手法による市街地整備を検討するため,ま ずアンケー ト調査 に基づいて木造賃貸住
宅経営者の建て替 え行動の分析を行い.こ れに基づいてメッシ ュごとの建物の更新と世帯の住
居移動を含んだ市街地更新モデルを作成する。次にこのモデルを用いて広範囲の市街地の中か
ら優先的に整備を集中すべき地区を選定 し,そ れらの地区を含めた基盤整備の空間的構成案 に
関する検討を行い.さ らに総事業費や施設種別投資配分案に関するパラメ トリック分析も行 っ
ている。
最後 に第6章 では,本 研究の結論 として,こ こで得られた成果をとりまとめ,今 後の課題に
ついて述べている。
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第2章 大都市圏域の土地利用 一交通計画に関する モデル分析
2-1概 説
大都市圏の空間構造は一定不変ではなく,絶 えずダイナミックな変化を繰返 しているが,今
日の多 くの都市圏においては人口や産業の集中による都市化初期の段階を経 て,そ の問に進行
した都市中心部の過密による居住環境の悪化 と郊外への交通施設整備の進展により,人 口や産
業の都市圏中心部か ら周辺部への分散すなわち郊外化が顕著 とな っている。このような郊外化
の段階にある都市で は,そ れ までの主たる問題で あった交通混雑,環 境問題などに加えて既成
市街地の衰退,通 勤の長距離化,昼 夜間人口のかい離による地域構造のアンバ ランス等の新た
な問題が発生 している 。これに対 して今後大都市 圏においては都市活動の再配置を促進 して多
核分散型の地域構造への移行を図る とともに都市圏中心部の再開発を促進 して大都市圏機能の
再編成を図ることが重要な政策課題 とされている1)。
大都市圏全域 というマク ロな レベル における土地利用の形成変化には交通網の形態が支配的




らの土地利用 一交通 モデル においては交通施設整備によって改善された立地条件に対する新た
な土地利用パターンを求め,こ こから発生する交通流動を求めるこ とにより計画案の効果を分
析するこ とができるが,こ こでは現象の上での土地利用 一交通の相互作用が考慮されているも
のの,こ れらのモデルを用いた政策分析 においては交通施設整備案等の交通計画サイ ドの政策
手段に関する分析が中心であり,土 地利用計画サイドの政策手段,た とえば市街地開発事業等
を交通施設整備と組合せた場合 の両者 の整合性や交互作用効果に関する分析を行 った研究は多
くない。しかし交通 問題の解決にあたってはもはや交通施設整備等の対応のみでは解決不可能
であることが明らか となっており,交 通需要の発生源である土地利用そ のものを再編成するこ
とにより,交 通流動パ ターンを改編 するとい う総合的な視点からの対応が求め られる。交通施
設整備は確かに土地利用の再編成 に大きな影響を与えるものであるが.こ れに市街地開発等土
地利用計画サイ ドの計画手段を整合的 に組合せることによってより大きな効果が得 られるもの
と考える。さ らに,今 日の都市政策においては新市街地の開発 よりも既成市街地の再開発 のウ




市街地形成という二つの現象 に基づいて建物の建設動向を記述する市街地変化 モデル と,世 帯
の住みかえ移動に基づいた住宅 立地モデル,お よび今後の経済活動におい てそのウエイ トを高
めつつある三次産業立地モデルを開発 し,こ れらに交通モデルを連結 した土地利用一交通モデ
ル により,市 街地開発と交通施設整備の組合せについて,よ りリアリティの高い分析を可能に
することを試みる。さ らにここでは実証分析を通じてモデルの有効性につ いて検討するととも
に,こ のモデル に上記の政策手段の組合せ として設計 された代替案を入力 してモデル分析 を行
うことにより,今 後の大都市圏整備 に関する合理的な政策策定 のための望 ましい政策手段のあ
り方を見い出 し,計 画情報 としてとりまとめるこ ととする。
以下 に本章の構成について述べる こととする。まず次の2-2で は,大 都市圏における土地
利用のモデル化について考察 した後,市 街地変化モデル,住 宅立地モデル.三 次産業立地 モデ
ルから成る土地利用一交通モデルの全体構成 と,各 モデルの定式化 について述べる。続いて2
-3に おいては大阪府のデ ータを用いて,2-2で 定式化された土地利用 一交通モデルのパラ
メ ータを推定 するとともに,推 定 されたモデルの現象に対する適用性について検討 した結果を
示 す。2-4で は,作 成 されたモデルを用いて,市 街地開発事業 と交通施設整備の組合せ とし
て設計 された代替案についてシミュレーシ ョン分析を行い.そ の結果を今後の大都市圏におけ
る土地利用 一交通計画に関する計画情報 としてとりまとめることとする。最後 に2-5で は本
章で得 られた結果をとりまとめることとする。
2-2大 都市圏を対象 とした土地利用 一交通モデルの定式化
2-2-1都 市圏における土地利用のモデル化 に関する考察
本章は,土 地利用のモデル化 について言及 する最初の章となるので,分 析の対象 となる土地
利用の構成要素 と,そ れ らの問の相互関係,お よび変化のメカニズムに関する考え方を整理 し
ておくこととする。
a)都 市圏における土地利用の構成要素 と相互関係
土地利用の構成要素としては,土 地利用が多種多様な都市活動の空間への投 影である という
認識に基づいて活動主体に着目する こととする。都市における活動主体は大き く中央政府,地
方政府などの公共主体.お よび家計,産 業に分けることができるが.土 地利用の用途分類も通
常はこの活動分類に対応 して公共用地,住 宅地,工 業地,商 業地 に分け られている。表2-1
にはより詳細な土地利用分類 と,活 動分類 との対応表を示 している。これ ら三者の行動基準は
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表2-1本 研究における土地利用分類と活動分類との対応関係
土地利用分類 活 動 分 類







工 業 地 製造業




電気 ・ガス ・水道 ・熱供給業







達成 しようとするが,も ともとモデル化の目的が公共主体の合理的な行動のあ り方を見出すこ
となので,こ れはモデル化の対象 というよりも,モ デル分析の解と考える方が妥当である。従
ってモデル化 の対象は家計 と産業の立地行動である。次に都市圏における活動主体 は相互に密
接な相互依存関係を持ちなが ら立地 しているが.こ の相互依存関係は交通流動 として把握する
ことができる。この交通流動は,通 勤交通,業 務交通,自 由交通に分類され,通 勤交通は労働
力の需給に関する家計 と産業間の相互依存 関係,業 務交通は産業閻の相互依存関係,さ らに自
由交通は消費物資の需給に関する家計と産業の相互依存関係 をそれぞれ反映 したものである。
活動 に着目した土地利用の把握は以上の通 りであるが.も う一つの重要な視点 として土地利
用の形成変化過程における役割 に着目する と,ス ペースを供給する主体とスペ ースを占有 しな
がらそれを基盤 に自らの活動を営む主体に分け られる。前者に熔,土 地所有者,建 物所有者,












一1に 示す通 りであるが,デ ベロγパ ーは土地所有者か ら土地を購入 してここに物的構 造物を
建築 し,こ れを分譲する。デベ ロッパーから建築物を購入 した建物所有者 は自 らの住宅.あ る
いは事業所 として利用 したりあるいは,た とえば賃貸住宅経営者が代表例 として挙げ られるが,
建物の床を他の活動へ供給 しその賃料を受取る 。都市においては通常 これらの主体は重複 して
いる場合が多く,た とえば土地所有者が自ら賃貸住宅を建設 し,経 営する場合は以上述べた三
つの主体の役割をすべて兼ねることになる。以上述べたようなスペースの供給活動 は建設活動
として続一的に把握できる。
一方 ,ス ペースを利用する主体 は上記の公共主体,家 計.産 業 というすべての活動主体であ
る。すなわちデベ ロッパ ーなどはスペースの供給者であ り,利 用者でもある。




構造物(産 業用建築物,住 宅,交 通施設などの基盤施設)の 建設活動であり,こ れ らの構造物
は一旦建造 される と数十年の問,そ の形態を変更することはないので,最 も長い時間スケール
を持つ とされている。②人口の年齢構成変化や産業構造の変化であり,こ れ等は中程度の時間
スケールで変化するとされている。③産業立地,世 帯の立地,お よび交通流動は最も早い速度
で変化するとされている。これを見ると,上 述のスペースを供給する活動は① に属し,ス ペー
スを占有 して利用する活動というの は③ に属するので,こ れらは2レ ベルも変化のスケ ールが
異なるということになる。しか しこの分類では活動の立地と交通流動を同 じカテゴ リーに含め
ているが,交 通手段あるいは経路の選択は短期的視点に基づいてお り,ほ とんどは一日で完結
するものであるのに対 して活動の立地は長期的な視点に基づいたものであるため.交 通条件の
変化に対する活動の立地変化は数年 以上を要するもの と考 えられる。従 ってここでは交通流動
は活動の立地よりもさらに時間スケールの短いカテゴ リーに分類 して区別する方が妥当である
と考える。
さて,次 は従来 より開発されてきた土地利用モデルについて概観 し,本 研究の目的,お よび
上述の考察をふ まえて,こ れ らの批判的検討を行 ったうえで,本 研究における土地利用モデル
の基本的考え方を示すこととする。
b)大 都市圏における土地利用の モデル化に関する既存の研究
都市圏を対象とした計量的な土地利用 一交通モデル に関する研究は,1960年 代に開発さ
れたロ_リ_モ デル以来数多 く行なわれてきた4)。日_リ_モ デルの構成は,基 幹産業部門,
地域産業部門,住 宅部門の三つに分類された都市圏の活動主体に対 して,基 幹産業の配琶一そ
の周辺への住宅の立地一地域産業の立地 という立地序列を仮定 し,そ の繰返 し計算により都市
の土地利用パ ターンを予測 しようというもので,各 活動の立地量 はグラビティタイプの配分関
数を用いている。ローリーモデル における立地序列の考え方,お よび交通流動を内蔵 している
グラビティタイプの配分関数は,そ の後の土地利用 モデルの開発 に多大な影響を与えた。一方,
ローリーモデルのような立地序列を仮定せず,統 計的に推定された線形の連立ヵ程式による同
時決定型のモデルも,[HPIRICモデルをはじめ多数醗 されている5)。
この後の土地利用モデル開発 の流れは初期のモデルの改良か ら始まり,理 論.実 証の両面か
ら多様 なアブ日一チが展開された。主なものとしては,不 均衡の概念に基づくモデルの動学化
の試み(た とえば榊ilson6),Allen7)〉,あるいはラ ンダム効用理論に基づいて住宅,産 業の
立地行動を儲 に記述する非集計行勤モデルの開発(た とえばH,F、dd・,8)淋・磯部9),宮本
一15一
他1・)等多数L地 価 と土地利用 との相互作用の明示暁 取扱い(た とえば中村 ・林 ・宮本11)
,天野.戸 田 。阿部12)),さ らに供給側の行動の記述および価格を通 じた需給 の均衡(た と
えば閥BER13).Anas14))等様々なモデルが提案されている。
土地利用 モデルは交通 問題の分析を目的に開発 されたものが多いが.こ の ような場合,土 地
利用_交 通の相互作用は重要な概念である。Berech旧an,Gordon15)は土地利用 一交通 の相互作
用を取扱 ったモデルを①lnterface-IterativeApproach,②CombinedHodeiApproach,③Pr
ogra爾mingHodelApproach,④HarketClearingSimulationApproachに分類 し,そ れぞれの
利害得失を考察 しているが,こ れによる と① のアプローチは,土 地利用モデル と交通モデルを
別々に作成 し,こ れを繰返 して均衡解を求めるものなので計算が容易であることが長所 であ り,
多くのモデルがこの構造を持 っているが,② ③④のような均衡解の一 意性や理論的な意味付 け
は乏 しいこ とが短所として挙げ られている。②③④の アプローチはいずれも最適化手法を用い
た土地利用と交通の同時決定モデルであるが,こ の場合,求 解 のアルゴ リズムが複雑 となるの
でモデル構造の単純化 を余儀 なくされ,現 実か らのかい離 が問題 となる。
上述のような土地利用モデルの開発に関する研究は,今 日に至る まで20年 以上にわ たって
継続的に進め られているが,こ れらは都市圏における社会経済環境との関連を抜き にして考え
られない。開発初期のモデルの多 くは都市圏の成長を前提 として,成 長量を各ゾーンに配分す
るタイプのモデルがほとんどであ ったが,近 年先進資本主義諸国では産業構造の変化,出 生率
の低下等 により成長がわずかであったり,衰 退 しはじめる都市が見 られるようにな ったこと等
から,従 来 のモデルでは都市圏の土地利用変化を十分説明することが困難 にな ってきた。これ
に対 して脚egener16)はDortmund都市圏を対象に,土 地市場,建 設市場,住 宅市場,労 働市場,
交通市場等の多 くの要因を考慮 して都市圏の衰退を記述 することを試みている。
最近ではPrastacOS17)18)がサンフラ ンシス コ湾岸地域 を対象に総合的な土地利用_交 通モ
デルであるPOLISモデルを開発 しているが,こ のモデルで は世帯や産業の立地行動をランダム
効用理論に基づいてモデル化 してお り,こ れを組込 んだ非線形計画問題 により立地パ ターンと
トリップパターンを求めている。近年,こ のような大規模 な総合 モデルの開発 は数少なくな っ
ているが.2-1に も述べたように総合的な視点から都市圏の整備を検討する隙にこのよ うな







主体の立地行動であるが,こ れ らの活動主体 はいずれも都市内の土地や床等の空閤を占有 して
自らの活動を営むものである。 しか し活動を支える土地や床は大都市圏では希少な資源であり,
このようなスペースの供給は活動の立地に際 して支配的な要因であるといえる。従来の多 くの
モデルでは各活動の立地需要に応 じて土地や床 の供給 がただちに行なわれるものと考えるか.
外生的に与えられた容量制約条件 として土地や床の供給を取 り扱 う場合が多かったが,実 際の
床の供給は建設活動を通じて行なわれるものであり,市 街地開発の効果を分析するためにも今
後 はこれを明示的 にモデル化する必要があるもの と考える。
続いて活動の立地 について考察 する と,ま ず都市の土地利用の大半を占める住宅立地につい
ては,今 日都市圏においては域外か らの人口流入よりも域 内の居住地閻の移動の占める割合 い
が圧倒的に高 くなっており,こ れらは主としてライ フステ ージの変化に伴 う住みかえによるも
のなので,従 来の多 くのモデルのような従業地 ごとに発生 した住宅需要を周辺の居住地 に配分
するというような方法ではな く,住 みかえ発生一立地 というプ ロセスを明示的にモデルで取扱
う必要がある と考え られる。次 に三次産業の立地については,そ の業務形態が基本的には他の




交通流動に関 しては,b)に 述べたような土地利用 と交通の相互作用を表現する4種 のアプ
ローチでは,土 地利用 と交通流動の同時均衡を求めることが最も望ましい方法と見なされてい
たが.a)に のべたように,活 動立地 と交通流動の間 には時間的スケールの差異があるので,
これらの間の同時均衡が現実に生じている とは考えがたい。従 ってこの場合は活動の立地パタ
ーンが交通流動を支配 しており,こ の様な交通流動か ら得 られる交通条件は時間おくれを とも
なって活動の立地に影響を及ぼすと考える方が妥当である と考える。
2-2-2土 地利用 一交通 モデルの全体構成
本研究で開発する土地利用 一交通モデルの構成 は,図2-2に 示す通 りである。
本モデルは大き く市街地変化モデル,住 宅立地モデル,三 次産業立地モデル,お よび交通モ
デルの四つのサブ モデルにより構成されている。本研究 においてモデル化の対象 となる大都市
圏の土地利用は,2-2-1で も述 べたように世帯の居住活動,工 業の生産活動,商 業および






































ことができるが,こ の内工業地については,今 後大都市圏内の既成市街地 における工業活動の
新規立地は困難であり,ま た周辺市街地においても立地規制や工業団地の造成などの政策的な
用地供給に依存 するところが大きいので ここで はこれを直接モデル化せず外生的 に与えられる
ものとする。交通流動 として は,通 勤交通,買 物等の自由交通,お よび業務交通を取りあげる
こととする。
このモデルは,あ る時間断面 における土地利用の空間的分布を直接求めるものではなく一定
期間における変化 を求め,計 画期間中の変化については一期閤ごとの計算を繰返 し行 うことに
より求めるものである。一期 間毎の計算 は四つのサブモデルを連動させる ことにより次のよう
に行われる。まず市街地変化 モデル により土地利用変化,お よび建設床面積が得 られる。次 に
それを説明要因とする住宅立地 モデル,お よび三次産業立地モデル により人口,お よび従業者
数が求められると,そ れ らの閤の結びつきに基づいた交通流動が交通モデル により求め られる。
ここで交通条件の活動立地へのフィードバ ックおよび活動立地需要の市街地変化へのフィード
バ ックは時間遅れを ともな って次の期 に影響が及ぶものとして取扱 っている。このように市街
地変化一活動立地一交通流動 という順に計算するという構成とした意味は,2-2-1で 考察
したようにそれぞれの変化のメカニズ ムに関する時間的スケールの差異を考慮 したためである。
すなわち市街地変化は土地や建物の所有者,あ るいはデベ ロッパ ーによる建設活動により進行
するものであるが,建 築物 はい ったん建て られる と,数 十年もの寿命を持ち,そ の変更は困難
であることから,こ れらの建設主体 は供給された床 に対する活動主体の立地需要に関する長期
的動向を勘案 して,自 らの行動に関 する意思決定を行 うものと考えられる。一方立地主体は,
供給された床の中から,自 らの立地選好に従い.最 も望ましい立地を決定するものと考える。
交通流動は最も短期的な意思決定に基づい て行なわれ,活 動の立地に依存 して決定されるもの
と考えている。
以上.本 研究で 開発する土地利用 一交通モデルの基本的考え方,お よびその全体構成につい













































あ り,RAkiは既成市街地変化 によってk用 途 として利用されることになった面積で ある。図
より明らかなようにこれらの閤には次式 に示すような関係が成立つ 。すなわ ち
LAII1-LAIrCAki+NAki+RAki(2」)
なおCAkiとRAkiは,既成市街地変化の前後で用途問の転用の行われる場合があるので一










ここではモデル推定の際 に各用途別新規開発 面積NAkiの実績データが得 られないので,全
















は土地利用の変更を説明する要因である 。ここで αは推定すべきパラメ ータであ り,XCkim




ここではa)で 求め られた新規開発面積 と,b)で求め られた土地利用変更面積 がどの用途と
して用い られるようになるかを推計する。先に述べたようにb)で求め られた変更面積CAkiは
すべてが前と同 じ用途を含めていずれかの用途に建て替え られるので,こ れを全用途 について











ここにβmは パラメータ,XRkimは 用途決定 に影響を及ぼす要因で,こ れには用途別の立地
需要の相対的大きさや床需給の不均衡,従 前の利用形態等が考え られる 。
d)市 街地変化による建設床面積の推計






物も新市街地 に建設される建物も等 しい値であると仮定 している。容積率は,用 途規制や道路




ここにXYKim:iゾ ーンにおけるk用 途の容積率 に影響を与える要因
γm:パ ラメータ





とな り,さ らた次 のt+1期 にお け る容 積率 は
ρt+1-{ρt・(LAt.-CA)+FA.}/LAt+1(2.15)
okiokiklkiklki
の よ うに算定 され,次 期 の計 算 に関 す る入 力情 報 となる 。
以上で そ の内 容を 明 ら かに した市 街地 変 化 モデ ルの フ ローチ ャー トを図2-4に 示す 。
2-2-4住 宅立地モデルの定式化
住宅立地 は,世 帯の居住地移動によるものであるが,こ れには従業地の変化に伴う移動 と,
従業地は変化せず,主 としてライフステージに応 じた住要求の変化に伴 う住みかえ移動 とに大
別できる。前者は長距離の移動が多 く,大 都市圏の成長期 における地方からの人口流入がこよ
うな移動形態の典型である。一方後者は短距離 の移動がほ とんどで,同 一の都市圏で完結する
もの と考えられる。2-2-1に 述べたように,既 存の人口集積が巨大であり,成 熟化 しつつ





















既 成 市 往『地
土 地 利 用 変 更 モ デ ル
t～t+1期閤の総市街地変化面積
TRA・=Σ(NAki+CAki)























MG,i一 α,。(・s,イpl .1i)+Σ α,,XMim(2.16)
m
ここにPniはt期の年齢 階層nの 人口,rSnはn年 齢階層のコホー ト生存率である。またX
Mimは居住地移動に影響 を与えるその他の要因で,居 住環境の水準等が影響を与えるものと考
えられる。なおこの期間に人口は年齢を加えるので,属 する年齢階層は一つづつ進 むことにな
るが,t～t+1期 間の フローに関する指標であるMGに おいて年齢階層を示すサ フィックス
nはt+1期 に対応 するもの,す なわち年齢階層を一つ進めた状態 に対応するものを用いてい
る。以下の記述でもこれは同様 に取扱 う。上述のように居住地移動量が求められる と,外 生的













ここにFAlは 立地可能床面積.dilは現居住地iと 新居住地1間 の距離,そ してaCSil
は旧居住地iに 住む就業者 が従業地を変えないまま新居住地1に 立地した場合の各従業地への
通勤条件を示す指標で詳細 は後述する。そ してD印Slは新居住地1に おける市街地人口密度で
一25一
ある。 λ.θ はパラメータで ある。
このモデル に用いられる説明変数 につ いて補足説明する と,立 地可能床面積FAlは 市街地
変化モデルにより得られた住宅床面積に,住 宅開発,都 市再開発等によ って政策的に供給 され
た床面積 と住みかえ発生による空家分の床面積 を加えたものである。次に新1日居住地間の距離
d日 は・これが大きくなるほど住宅 に関する情報の入手が困難になり・また移転費用も増大す
るので,従 業地が変 らない場合,現 居住地に近接 した所へ移動することが多い と考 えられる。
新居住地の通勤条件aCSilは次式のように表わされる
acsil=}〈Ti」/干Ti」 〉 ○(1/tlj)(2・20)
ここにTij:旧居住地iか ら従業地 」への通勤 トリップ数
tlj;新居住地1か ら従業地 」への通勤所要時閤
この指標 は新居住地1か ら各従業地jへ の通勤 時間tljを旧居住地iか ら各従業地 への通勤割
合(T・ ・/ΣT・.)で重みをつけて合計 したものであるが,こ の意味について図2-5を 用い　　 　　
て説明する と・次の通 りである。旧居住地iか ら新居住地1へ 住みかえる場合・そ れぞれj1・
j2・ という従業地への通勤距離が短いほど新居住地1の 魅力は高いが ・さらに通勤時間の短
い方の従業地 」1へ 勤める者の割合いが高いほど・1へ 立地する確率が高 くなるものと考えら














域外か らの都市圏への人口移動は,新 規就職,転 職,転 勤等の就業移動によるものが主であ
ることが明らかになっている。従 ってこれらの流入者は居住地の決定 に先立 って従業地がまず
定められている と考え.従 業地ごとの住宅需要を居住地ゾーンへ配分するという方法で各居住
地への立地量を求めることとする。
このモデルへのインプ ッ トは域外から都市圏への流入者総数であるので,ま ずこれを従業地
ごとの住宅需要に直す必要があるが.こ れ はゾーンごとの従業者数の成長量に比例 して総流入
者数を配分すること によ り推計する。すなわちTINnを 域外からの流入世帯数,△Eiをi
ゾーンにおける当該期間の従業者数の増分 とする と,域 外か らの流入によりiゾ ーンに従業 す
ることになった住宅需要者数HDiは
HD・i=TIN・'(△Ej/}△Ej)(2・21)




ま用いることとする。以上のように,域 外か らの流入者に関するモデルは非常 に簡略化された
方法で推計するが,今 日の都市圏における住宅立地の中で は域内の住みかえによるものが大半
を占めてお り,そ のウエイ トの小さな域外か らの流入者による住宅立地は簡単 に扱っても全体
の推計精度に与える影響 は軽微であると思われる。
c)各 期の年齢階層別人口の算定
iゾーンにおけるt期 のn年 齢階層の人口POPniは.t-1期 のn-1年 齢階層人口から






本研究における土地利用 モデル は,従 来の多くのモデル とは異なり,住 宅立地モデル の中に
通勤交通の情報を含んでいない。従 って住宅立地モデル によって求められたt期 の人口分布と,
三次産業立地モデル等によって求め られたt期 の従業者分布をもとに次の二重制約型空 閤相互
作用モデルにより通勤OD交 通量を求めることとする。 二重制約型空閻相互作用 モデル とは




を満 た す よ うな通 勤ODパ タ ー ンを次 の よ うな グ ラ ビテ ィ型モ デ ル に よ り求 め るも の で あ る。
T_=ABO .D.exp(一 βt..)(2.26)
1JijlJIJ
ここ にtijは 通 勤 時間,β はパ ラメ ータで あ る 。 またAi,BjはTijが 上 に示 した制 約 条件




B」 驕{蒼AiOiexp(一 βtij)} (2.28)
なおここで は発生交通量 として人口に就業率を乗じて求めた就業人口,集 中交通量 として従業
者数を用いている。
以上でその内容を明らかに した住宅立地モデルのフローチャー トを図2-6に 示す。
2-2-5三 次産業立地モデルの定式化
三次産業 は他の活動 に強く依存 して立地することが知 られている。従 って三次産業の立地変
化は依存関係を持つ活動の空問的分布の変化に対応 して自 らの立地を調整 する方向に進むもの
と考え られる。他の活動 との依存関係は交通流動,す なわ ち空間相互作用によって把握するこ
とができるが,従 来の三次産業立地に関 する研究ではこの点に着 目して,あ る時閤断面 におけ






























































これに対 して川son等は,三 次産業の中でも小売業の立地に着 目して次の ような動的空間相
互作 用モデル(DynamicSPatialInteractionHodel)を提案するとともに,パ ラメータの変
化に対するモデルの挙動および安定性 に関する理論的考察を行 っている。さ らにLO曲ardo,
22)は上記のモデルのパラメ ータを実際に推定する方法を示 し,ロ ーマ都市圏を対象にRa厨no
実証的検討を行 っている。
動的空間相互作用モデル は.t～t+1期 間における各ゾーンの小売業 従業者数変化 △Ei







Di一 干 ・jPjAjE野ex・(一 βtij)(2・3。)
ここでejはjゾ ーンの人ロー人当たりの消費額,Pjは 人口,tijはゾ ーン閻時間距離であ
り,Aiは 次に示すような形式のバ ランシングファクターである。
Aj-[多E野exp(一 βti」)f1(2・31)
このモデル はPj,tij等 の条件が変化せず長期間経過 した後では均衡状態に至るこ とを示 し
ている。
さて三次産業活動のサ ービスの対象 となる活動 は大別すると住民 と事業所 に分け られる。本
研究 では三次産業活動のモデル化 にあたって,上 記の点を考慮 して業種を分割 し,そ れぞれに
ついて適切なモデル式やパラメータを設定できるようにするこ ととする。
本研究で開発される三次産業立地モデルは,大 都市圏 における活動立地 にあた って支配的な
要因である立地可能床面積の供給を要因 として考慮する とともに,商 業など住民を対 象とする
サービスを行 う業種につい ては上述の動的空閤相互作用モデルの考え方を採用 し,も う一方の








ここで εnは 上 と同様に不均衡を謂整する速度 を表わ すパラメータである。またFAiは 当該
期間中に建設された商業系床面積であ り,こ れは市街地変化モデルの出力である。
Diは,上 と同様にその業種の循動が供給するサ ービスに対する需要であるが.駈liIsonのオ
リジナルな定式化にあったように金額で表わ すこ とが困難な ため,こ の場合 は人口に各ゾ ーン
のサービスを選択する割合いを乗じたものとして表わす・従 ってこのDiは 吸引人口・あるい
は商圏人口ともいえ,そ の単位 は人になる。従 ってκnは 当該業種の従業者一人が支える人口
ということになる。











ここでは他のゾ ーンへのアクセシビリティ渉大きい程,内 々交通の割合いは減少するもの と考
えられる。また式 において(Ei/Pi)は 自ゾ ーンにおける需要Piに 対するサービスの供




モデル化 することも可能である と考えられるが,対 住民サ ービス活動のようにサービス対象 と
なる活動が業種分類 ごとに明 らかとな っているわけではないので,合 理的なモデルの構築のた
一31一
めには,事 業所間の相互依存関係 についての分析 を深める必要があると思われる。そこでここ
で は従来 よりある程度明 らかにな っているように,こ れらの業種の立地が事業所の集積 を求め
て,す なわち需要側の要 因のみによって立地が進む と考える こととする。このような集積の効





ここでDniは対住民サー ビス と同様 に交通流動によって把握できるが,対 事業所サ ービス活動
に関する空閤相互作用には.業 務 目的の交通流動が対応する 。ここでa)に 述 べた対住民サー
ビス活動は,自 らの魅力度によって トリップを吸引する という形でサービス対 象である住民と
結びつ いていたが,一 方の対事業所サービス活動は自 らが出かけていき,サ ービスを供給する
という形で結びついていることが多 いので,対 住民サ ービスが発地固定であるのに対 して着地
固定となる。すなわち
D・i=干E・jSHRji(2・38)
SHRjiの式,お よび内々 トリップの考え方はa)と 同様なので省略する。
以上でその内容 を明らかに した三次産業立地モデルの フ日一チ ャー トを図2-7に 示 してお
く。
2-2-6交 通モデルの概要
交通量推計の方法 としては,4段 階推定法が標準的手法と して体系化され,完 成 の域に達 し
たといわれている。本研究でも基本的にはこの方法に従 うが,土 地利用モデル との関係を考慮
して次に述べるような方法で交通量を求める。
都市圏における主要な交通流動の形態 としては,通 勤交通,自 由交通 ,業 務交通 に分類され
る。この内.通 勤交通の分布交通量については住宅立地モデルの項ですでに述べてお り,自 由
交通.業 務交通の分布に関してもそれぞれ対住民サ ービス,対 事業所サービス三次 産業立地モ
デルの項で空間相互作用モデル として定式化 している。そ こでここで は,こ れらの分布交通量
をネッ トワーク上に配分 する方法について述べる。 交通量の配分方法 には,走 行 時間が交通
量とは独立である と仮定 したflow-independentなモデルと,走 行時間が交通 量の関数 として表
わされると考えたflow-dependentなモデルがある。前者の代表例 としては最短経路 配分法があ























































る分割法を用いることとする。分割法の手順は図2-8に 示 しているが.OD交 通量を分割 し,
前回までの配分交通量 に基づいてQ-V曲 線 によ り各ル ー トの所要時間を修正 し,新 しい所要
時閤を用いて再び分割交通量を最短経路 に配分 する。これを全分割交通量について所要時間を
修正 しなが ら繰返 し,最 終ステ ツプ におけるゾーン問最短経路上の リンク所要 時間を合計 した
ものがゾーン間所要時間となる。ここで求められたゾ ーン間所要時間は次の期の土地利用モデ

























2-3土 地利用 一交通 モデルの大阪府への適用
2-3-1対 象地域 とゾーン区分,お よびデータ整備
大阪都市圏は,大 阪市を中心 とする半径約50kmの 範囲にあり,行 政区域としては大阪府,
兵庫県,京 都府,奈 良県 にまたがる地域であるが,本 研究では中心都市である大阪市を含み,
都市圏の大半を占める大阪府域を対象にモデルの各種パラメータ推定を行 うとともに,将 来の
土地利用 一交通計画に関するシミュレーシ ョン分析を行うこととする。通常,土 地利用一交通
モデルは地域全体のコン トロール トータルを各ゾ ーンへ配分する形式のモデルとして開発され
ることが多く,そ のため対象圏域は周辺 との交流が少な く,で きるだけ閉 じた圏域であること
が望ましいので,本 研究のように大阪府 のみを対象 としてモデルを推定することには問題がな
いとはいえない.し か し本研究では,外 部ゾーンを設定 して,外 部 との交流を取扱 うことによ
り上記の問題は回避 することとしてお り,ま た中心都市か ら周辺地域の外縁部まですべての類
型の土地利用がこの範囲に含まれているため大阪府に属するゾーンのみを対象 にモデルのパラ
メータを推定 しても大きな問題は生 じないものと考えられる。従 ってここではデータ整備が容
易であること,お よび広域的な計画決定機関としても府が一つの単位であることを考慮してこ
のような地域設定 とした。
対象地域におけるゾーン区分 は図2-9に 示す通りであり,行 政区域 との対応は表2-2に
示している。ここでゾ ーン番号1～25が 大阪府であり,26～46は 交通流動など域外との
結びつきを考慮するため設定 した外部ゾーンである。ゾーン区分は,中 心都市までの距離,歴
史的なまとまり,放 射状の幹線交通施設の同一沿線上であることなどを考慮 して,そ の内部が
等質になるように市町村 を3～4つ 統合 することにより行った。
本研究でモデルのパ ラメータ推定 に用いたデ ータは,主 として土地利用,建 物床面積,建 築
活動,人 口 ・世帯,事 業所2従 業者,交 通流動お よび都市施設整備 に関するもので多岐にわた
っているが,こ れ らはすべて既存の統計資料を用 いている。用いられた統計資料の一覧は表2
-3に 示す通 りである。これ らのデ ータは集計単位や調査年次が異な っているが.適 当な補間
を行い.1975～1980年 閤の土地利用や活動立地の変化に対するモデルのパラメータを







域 内 ゾ ー ン 域 外 ゾ ー ン
鵜 地 区 名 鶴 地 区 名
1 大阪市北区、東区、南区、西区 26 尼崎市
2 大阪市福島区、大淀区 27 川西市
3 大阪市天王寺区、浪速区 28 西宮市、芦屋市
4 大阪市此花区、港区、大正区、住之江区 29 神戸市東灘区、灘区
5 大阪市西淀川区、東淀川区、淀川区 30 神戸市中央区、兵暉区、長田区
6 大阪市都島区、東成区、生野区、旭区、城東区、鶴見区 31
7 大阪市阿倍野区、住吉区、東住吉区、西成区、平野区 32 鶏吾羅 区
8 肺 33 神戸市垂水区
9 泉大津市、和泉市、高石市 34 明石市、播磨町、稲美町
10 岸和田市 、貝塚市、泉佐野市、忠岡町、熊取町、田尻町 35 琳
11 泉南市、阪南町、岬町 36 宝塚市、川西市、=田市、猪名川町
12 豊中市、吹田市 37 向日市、長岡京市、大山崎町
13 摂津市 38 八幡市、久御山町
14 池田市 39 京都市
15 箕面市 40 宇治市
16 獅 41 城陽市、田辺町、井出町、宇治田原町
17 高槻市、躰 町 42 山城町、精華町、木津町、加茂町
18 凱 量肖罰 43 奈良市、大和郡山市、天理市






















































都市施設 道路面積 都市計画年報 1975.1980
新市街地開発 モデルの作成 には,1975年 から1980年 の間に増加 した市街地面積を外
的基準 として用い.(2,4)式のパラメータを推定 したが.そ の結果は表2-4に 示す通 りであ
る。ここで開発可能面積 は農地などの空閑地面積を用いている。他の説明要因として用いた道












道路面積/市 街地面積 0.29983 1.79
ゾ ーン内駅数 0.59400 2.90
定 数 8.94421 9.61
決 定 係 数
相 関 係 数
0,647
0,734
土地利用変更 に関する需要の大きさ.土 地利用変更の容易さ等が考え られるが,様 々な変数の
組合せについて試行錯誤的に推定作業を繰返 した結果,表2-5に 示 すような結果を得た。用
いた変数について説明すると,法 定容積率 と現況容積率の差は,本 来高度利用されるべき地区
でありなが ら現在の土地利用がそのようになっていない場合 に大きな値 となるが.こ の値が大
きい程,既 存の土地利用変化を行 う必要性が高 く,ま た法的にも土地利用高度化の余地が残さ
れていることを意味 しているので,既 成市街地変化を促す要因になる。 また現況容積率が低い
程,道 路面積率はこれが高い程建物の更新が容易であるこ とを示 している。さ らに都心 までの
距離は種々の土地利用に対 するポテ ンシャルの大きさを示 しており,時 間の経過にともな って
その土地利用が環境に適応 しなくな った場合 にも,ポ テンシ ャルが大きいほど,土 地利用の変
更を行って変化 に対応する割合いが高 くなる と考え られる。 また土地利用の変更を行う前の容
表2-5(1)既 成市街地変化モデルのパラメータ推定結果(商業用途)




決 定 係 数







現 況 容 積 率 一〇,65577 3.63
道路面積/市街地面積 5.11671 2.04
都心までの時間距離 一〇.03529 9.02
決 定 係 数




タの符号 は上の考察に整合 してお り,決 定係数の値 は,商 業に関して低いものの,住 宅 に関し
ては満足の行く結果が得られている。
c)用 途選択モデル
用途選択モデルは,全 市街地変化面積の中の用途構成比を推計 するものであるが,本 研究で
は工業地の変化があらか じめ与えられているので,住 宅 と商業の中でのどちらか一方の構成比
を求めればよいことになり,こ れは(2,10)式に定式化 した通 りである。ここで は住宅の構成比
を外的基準としてパラメ ータを推定 することとする。用いた変数は1975年 当時の住宅地比
率,お よび商業,業 務活動の需給不均衡である。用いた要因について説明すると,前 者の要因


















決 定 係 数














i・t-t+1鯛 にk用 途として建設され耀 物の容積率
FAki:t～t+1期 間にk用 途 として建設された建物の床面積
LAIi,LAII1・それぞれt,t+1期 におけるk用 途土地面積
SFAIi,SFAII1・それぞれt,t+1期 におけるk用 途床面積
データは,1975年 と1980年 の床面積 と土地面積を大阪府統計年鑑,お よび大阪市統計
表から調べ,ま たこの期 間に建設された用途別床面積 は建築統計年報から調べた。
一40一
このモデルは(2.12)式に示 したように線形回帰式であるが,説 明要因 としては,用 途地域制
によって定め られている法定容積率をまず取 りあげた 。すなわち建築主体は,限 られた敷地を
有効利用して,で きるだけ高い容積率で建築物を建てようとするものと考える。しかし建築さ
れた床そのものに対する需要がなければ建築主体は損失を被るので,需 要の大きさを示す代理
指標として都心 までの距離を用いることとした。また建設主体は,地 価が高いとそれに見合 っ
た収益を上げるため,土 地を高度利用 しようとして容積率を高 くするが,都 心 までの距離はこ
のような地価の代理指標 としての意味も持つ。これら二つの要因を用いて1975年 から19
80年 の間に建設された建物の容積率を推計するモデルのパラメータを住宅および商業の二っ
の用途について推計 したところ,表2-7に 示 すような結果を得た。表 による といずれの用途
に関 しても法定容積率の説明力が高く,都 心 までの距離 に関するパラメータも有意であ った。
表2-7(1)容 積率推計モデルのパラメータ推定結果(商業用途)
説明要因 パラメ ータ t値
法 定 容 積 率 0.32565 16.81
都心までの時間距離 一〇.00798 6.42
決 定 係 数





法 定 容 積 率 O.88523 福3.07
都心までの時間距離 一〇.02183 6.07
決 定 係 数






本研究の住宅立地モデルは集計デ ータに基づいて推定されるが,こ れは一時点の人ロス トッ
クや人口増加量ではな く,当 該期間中に立地 した量を直接推計するものである。このようなモ
デルを推定するために必要となる世帯の立地に関する集計データは国勢調査 によ って得 られる
が,入 居時期および前住地 については10年 ごとに行われる大調査の際に調べられ,最 近 では
1980年 の調査がそれに相当する。本研究では1975～1980年 の問に立地 した世帯に
ついてモデルを推定することとする。
ここでは,世 帯のライフステ ージによる住宅立地行動の違いを表現するため,年 齢階層ごと
にモデルを構築することとしているが,モ デルの中核 となる住みかえ移動モデルのパラメータ
推定 には年齢階層別住みかえOD,す なわち年齢階層をn,前 住地をi,新 住地をjと すると
MDnijという3次 元ク日ス表として実績データが必要 となる。 しかしパラメータ推定のため
に直接統計資料より得られるデ ータは,1975～80年 の閤に立地 した年齢階層別人口Σ.l
MDnijと,こ の閤に住 みかえのために現居住地から転出 した年齢階層別人口ΣjMDnij,
および全入居人口の前住地分布,す なわち住みかえODΣnMDnijと いう3つ の2次 元 クロ
ス表である。そこで本研究では三つの二次元 クロス表を三次元分割表の周辺和 とみな した対数
線形モデルを用いて年齢階層別住みかえOD表 を推計するこ ととし,こ れをモデル推定のため
のデータとして用いることとした。
対数線形モデル は本来,多 次元分割表の分析に用いるものであるが23)、この場合は年齢階
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ここでこの3次 元交互作用効果を無視する と,式 より明らかなように2次 元のク日スデータの
みによってMDnijの期待値EMDnijを 推計することができる。なお,こ こで推計されたE




喜を与えるその他の要因を用いた線形回帰 モデル により推計するものである。1975年 ～1
980年 の間 に住居移動 を行 った年齢階層ごとの人数 に対 して,一 期前の人口以外の要因とし
て人口密度,建 物の老朽度,等 の変数を用いて回帰分析を行 ったが,こ れらはいずれの年齢階
層についても有意な変数 として取 りこむこ とは出来ず,結 局住みかえ発生モデルは,前 期の年
齢階層別人口のみによって説明され,表2-8に 示すようにその説明力も高い。また表より,
前期の年齢階層別人口にかかるパラメータの値,す なわち住みかえ率も年齢 階層により大きく
異なるので,住 みかえ発生の地域的分布はその地域の年齢階層構成に大きく依存 してお り,本
研究のようなマクロな レベルではこれのみで住みかえ発生量を十分説明可能であるといえる。
C)住 みかえ先分布モデル
住みかえ先分布 モデル は,1975～1980年 の閻に発生 した住みかえ需要の新居住地の
分布,す なわ ち各ゾーンへの立地割合いを(2,19)式により推計するものである。モデルのパ ラ
メータ推定は最 尤法により行ってお り,そ の結果を表2-9に 示 すが,こ こで人口密度80人




ク ラ ス 1 2 3 4 5











決 定 係 数














ク ラ ス 1 2 3 4 5
年 齢 0-24 25-34 35-44 45-54 55一










旧居 住地 か らの



































相 関 係'数 0,979 0,976 0,975 0,961 0,946
()内t値
注)通 勤 ア ク セ ス 条 件 は、(2、10)式を 参 照
一44一
代理指標である。推定結果を見る と,モ デルの各変数 に関するパラメータの符号は2-2-4
における考察と整合 しており,相 関係数の値も高 い。
d)通 勤交通量推計モデル
通勤交通量推計モデルのパラメータは1980年 国勢調査の通勤ODデ ータと,1980年












いて分類 し,そ の業種ごとに適切なモデル式やパラメータを設定できるように した。業種分類
は産業分類における大分類を基本 とするが,卸,小 売業,サ ービス業についてはその従業者数
の全体に占める割合いが高 く,業 務内容や空間的分布特性がその内部で多種多様に異なってい
るので,中 分類を単位にさらに細か く分類 している。本研究では三次産業活動を大きく対事業
所サービス活動,対 住民サ ービス活動 に分け.さ らに後者については,空 闇的分布特性を考慮
して,広 域型 と近隣型に分けることとしている。また三次産業においては空間相互作用が重要
な要因となるが,こ れを把握するための交通流動の種類も上記の業種分類に対応 させている。
すなわち対事業所サ ービス活動については業務 目的,広 域的な対住民サービス活動については
非日常的自由目的,近 隣型の対住民サ ービス活動については 日常的自由目的の交通が対応する
ものとしている。表2-10に は,以 上述べたような本研究 における三次産業活動分類とそれ
に対応する具体的な業種名についてとりまとめている。
b)空 聞相互作用モデルのパ ラメータ推定







物品賃貸業,映 画業,放 送業,情 報サ ービス ・
調査 ・広告業,専 門サービス業,政 治 ・経済 ・文
化団体,そ の他の事業サー ビス
3 金融 ・保険業,不 動産業
(業務交通が対応〉
4 運輸 ・通信業
5 電気 ・ガス ・水道
6
代理商,仲 介業,各 種商品小売業,織 物 ・衣服

















洗濯 ・理容 ・浴場業,自 動車整備及び駐車場業,1
医療業,保 険及び廃棄物処理業,宗 教.教 育.社
会保険 ・社会福祉,学 術研究機関
相互作用モデル はこれを求めるためのものであり,モ デル化の対象 は活動間の空間的相互依存
関係が現象 として顕在化 した交通流動によって把握されることは前 にも述 べた通 りである。本
研究では1980年 の第2回 京阪神パ ーソン トリップ調査における自由お よび業務 目的 トリツ
プに関するデ ータか ら,空 閻相互作用モデルのパラメータ推定を行 うこととする 。まず事業所
や住民が,自 らと同一のゾーンに立地する三次産業活動からサービスを受 ける割合いを示す内
々交通と,他 のゾーンの三次産業活動と結びつく場合の内外交通を別々に推定することとし,







モ デ ル 式 決定係数
自由1
(日常的)














































ンへのシ エアを外的基準 としてパラメ ータを推定 しているので,立 地モデルに組みこむ際 には
人口あるいは従業者数にこのシエアを乗ずることによってサ ービス需要を求めることにな り,
(2.32)式のような動的空間相互作用モデルを用いる場合にも供給側の要因 として取 りあげてい
る従業者数 と整合を とる ことが可能 である。表を見ると,推 定結果は実用上満足の行 くもので
あ った、
c)対 住民サービス三次産業立地モデルのパ ラメータ推定
第2章 で述べたように,対 住民サービス三次産業立地モデルには,動 的空間相互作用 モデル
の考え方を用いたサービス需要 と供給の不均衡を示 す要因と,事 業所立地のため に建設される
立地可能床面積を活動立地変化の説明要因 として取 りあげている 。需給不均衡は,空 間相互作
用 モデルにより求められたサービス需要Dniと・現在の立地量Eniとを用いて(Dn「 κnE
ni)という形で表わされるが,こ こでサ ービス需要一単位当たりの供給量を示す κnは,対 住
民サービス三次産業の場合,当 該業種の従業者数一人当た りの人口であり,こ こでは大阪府全
域の人口 と当該業種の従業者数 との比率 として与える。
しか し大阪府は大阪都市圏の一部であ り,他 の地域 との交流も無視できない と思われる。そ
こでパ ーソントリップデ ータを用いて大阪府か ら他の地域 へ向か うトリップ数 と,他 の地域か
ら大阪府へ流入 してくる トリップ数 を算定 し比較 して見る と,表2-12に 示すようにこれら










次にこの値の経年変化を調べると,図2-10,11に 示すように,業種 分類2の 対事業所
サービス業,6の 買い回り品小売業,10の 近隣型 サービス業の延びが目立つが,そ の他の業
種は人口,お よび従業者数の変化に対 して安定的に推移 していることが分る。
以上の変数を説明変数として用い.1975～1980年 の間の業種別従業者数 の変化に対























業種分類番号は表2-10に 示 す通 りである
対住民サービス三次産業のκ値の経年変化
(業種分類別従業者数/人 口)
工960 1963 L966 　　ヨむ 　ヨフ　 ユリフう エヨフき エヨ　ユ
年 次




れによる と,サ_ビ ス需給不均衡 に関する要因,立 地可能床面積 ともに有意で・決定係数の値
も高 い。
d)対 事業所サービス三次産業立地モデル
第2章 でも述 べたように対事業所サ ービス三次産業は,対 住民サ ービス活動に比べると活動
闇の相互依存 関係が複雑であり,そ の内容は明らかにされているとはいえないので・動的空間
相互作用モデルの適用は困難であると思われる。従 ってここではこれ らの活動が集積に依存し
て立地するものと考え,着 地制約型空閤相互作用モデル により求め られる各ゾーンの業務サ ー
ビス需要 と,当 該期閤に建設され た立地可能床面積 を説明変数 として用い・1975年 ～19
80年 の閤の従業者数変化を従属変数 としてパラメータを推定 した。しか し業種分類1・5・
7は変化量に対 して良好なモデル を得ることができなか ったので,こ れらについてはス トック
を直接求める形に した。推定結果を示 した表2-13に よる と,全 体的に対事業所サービス三
次産業立地 モデルの推定結果 は満足のいくものとはいえない.今 後は活動間の相互依存関係に
関する実証的分析を積重ねた上で より合理的なモデル化の仮説を設定 する必要があろう。
2-3-5土 地利用一交通 モデルの現象再現性の検証
本節では,市 街地変化モデル,住 宅立地モデル.三 次産業立地モデルのパラメータ推定結果
について述べ,個 々のモデルについては慨ね良好な適合性を示 すことがわか った。しか し,本
研究の土地利用一交通 モデル は上述の各モデルを連結 した複合的な構造を持つものなので,こ
れらを全体モデルに組込んで計算を行 った場合の現象再現性を検証 しておく必要がある。
表2-14に は,大 阪府を対象に1975～80年 の期間について,土 地利用 一交通モデル
による演算を実行 し.実 績値 と比較 した結果をとりまとめ て示 している。
まずこの期間の住宅,お よび商業の用途別建設床面積 は,図2-4に 示 したように市街地変
化モデルにおける新市街地開発.既 成市街地変化,用 途選択.容 積率推計,と いう4つ のモデ
ルによる計算結果である。これに関する計算値 と実績値の散布図を図2-12に 示 している。
続い てこの期間に入居 した年齢階層別人口は.図2-6に 示 したように,住 宅立地 モデルに
おける住みかえ発生,住 みかえ先分布,お よび都市圏流入者の住宅立地 モデル とい う3つ のモ
デルによる計算結果である。図2-13は.全 年齢階層の当該期閤における入居人口について
求めた計算値 と実績値の散布図である。また図2-14に は入居者数か ら転出者数を引いた人
口変化について計算値 と実績値を比較 した結果を示 しており.さ らに推定には用いなか ったが,
1985年 の国勢調査結果が発表されたのでこれを用いて1975～85年 までの10年 間の
人 口推移を,大 阪市の都心部,そ の周辺区部,大 阪市隣接地域,郊 外部 という地域区分別に求
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表2-13三 次産業立地モデルパラメータ推定結果






































































































































む ヨ　　 ロ　 ほ　 ぬ　　 ゐ　ロロ のり　 ヨ　 む る　
計算値(人)
図2-131975～80年 のゾーン別立地人口の再現結果
めた。桔果を示した図2-15に よる と,こ の住宅立地モデルは人口減少を続けている大阪市
における変化の傾向も正確 に再現 していることを確認 することができる。
三次産業従業者数の変化は,図2-7に 示 したように空間相互作用モデル を組込んだ三次産
業立地モデル により求めたものである。




ここでは計面期閻として,西 暦1980年 か ら2000年 までの20年 悶を対象 とする。分
析に用いる土地利用 一交通 モデル は,2-3に 述べたように1975年 ～1980年 までの5
年間についてパラメータの推定が行なわれたので,20年 間 という期間の予測を行うには,5






『〔P歴 蠕 含=〒呈呂8呂 薩露胃呂器=星翻
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大阪府では1982年 に策定された 「大阪府総合計画」において,西 暦2000年 までの地





まず本研究 における住宅立地モデルは圏域内のコン トロール トータルを配分するのではな く,






活動について(業 種別従業者数/総 人口),対 事業所活動について(業 種別従業者数/総 従業
者数)と いう指標である。ここで総人口 と総従業者数はすでにフレーム値と して与え られてい
るので,2000年 の業種別従業者数を求めればよいが.こ れは次のように推計する。2-3
-4で 説明 したように図2-10 ,11に は,1960年 から1981年 までの三次産業分類
ごとの κ埴の経年変化を示 しているが,こ の中には経年的に安定 しているもの(業 種分類1 ,
3,4,5,7,8)と,継 続的に変化 しているもの(業 種分類2,6,9)が ある。そこで















め,そ の合 計が,上 記の 「大阪府総合計画 」によ って算出された三次産業総従業者数に一致す
るように補正することとした。このように して求めた2000年 の業種分類 ごとの三次産業従
業者数 は表2-16に 示 す通りである。
2-4-2大 阪府域 における市街地開発一交通施設整備案の作成
a)大 都市圏の社会経済の動向 と整備課題
大都市圏は,中 心都市 と周辺市町村か ら成 り,こ れらが機能を分担 しあ って一体 的な圏域を
構成 しているが,前 者はさらに都心部 とインナ ーシテ ィと呼ばれる周辺区部,,そ して後者は
中心都市に隣接するインナーエリア,あ るいはインナーサバーブ と呼ばれる地域 と,さ らにそ
の外側にある郊外部にそれぞれ分かれる。これ らの各地域は都市圏の成長段階に応 じてそれぞ
れ特有の役割を果たしてきたが.大 阪府 における各地域の特性を簡単 にとりまとめる と次の通
りである。
①都心部:中 枢管理機能,高 度な商業,サ ービス活動が集積 しており,引 続き成長を続けて
いる。
②インナーシテ ィ:零 細な工場と住宅が混在 しながら密集する地域で あるが,近 年産業構造
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における製造業のシ エアの縮小 とともに,立 地規制等 による工場の移転が続いているので雇用
が減少 しつつあ り,さ らに居住環境の悪化などにより人口の減少も著 しい。
③インナーエ リア:中 心都市か ら溢出 した産業や人口を受入れながら発展 した地域である。
この地域では人口の伸びは低下 しつつあるが,三 次産業を中心 に雇用が上昇 しつづけており,
自立性が高まっている。
④郊外部:主 として住宅地 として開発が進め られており.急 速 に人口が増加 しつつある。
このような状況のもとでの今後の大都市圏整備は,周 辺地域の自立化により多核分散型の地
域構造への移行 と,人 口の減少を続 ける中心都市の再生をめざ した市街地開発,再 開発事業 と,





務用途の床を供給するこ とによ り人口の定住,お よび第2次 産業の流出に伴 って衰退 しつつあ
る地区の再生を図る。




市区町村名 ゾーンNα 開発規模 容積率 用 途
インナーシテイ
再開発
1 港 区 4 10ha 500箔 住宅
2 淀 川 区 5 10ha 500駕 住宅
3 生 野 区 6 10ha 500駕 住宅
4 阿倍野 区 7 10ha 500% 住宅
大都市隣接地域
再開発
5 堺 市 8 10ha 500駕住宅,商業,業務
6 豊 中 市 12 10ha 500駕住宅,商業,業務
1 7 東大阪 市 22 10ha 500駕住宅,醗 業務1
郊外新市街地
開発
8 和 泉 市 9 25ha 100駕 住宅
9 岸和田 市 10 25ha 100瓢 住宅
10 茨 木 市 16 50ha 100駕 住宅








の床を供給することにより都市圏の従業者分布構成の多核化を図 り,職 住近接 を図る。
③大都市圏郊外において大規模な住宅開発を行い.居 住環境の良好な市街地 として整備する。
市街地整備地点 としては,イ ンナーシティ再開発,隣 接地域再開発,郊 外住宅開発のそれぞ
れについて,北 大阪,東 大阪,南 大阪 という三方面 に地点を選定 した。各地区の開発事業の内
容は表2-17,位 置は図2-16に 示 している。
c)交 通施設整備案の作成
大阪府では十大放射三環状 と呼ばれるネ ットワーク計画をすで に発表 してお り,こ の計画に
沿 って整備がこれまで進められてきたが,未 整備 区間も多く残されてお り,本 研究で はこれに















① 第2阪神国道 国 市 西測ll区㌻平野区 40～50 15.5 12.3 3.2
② 十三高槻線 府 市 西淀川区～高槻市 20～30 2&2 13.6 14.6
③ 大阪千早線 府 市 平野区㌻千早赤坂村 16～25 243 9.6 147
④ 松原泉大津線 府 松原市～泉大津市 30～60 15.6 L9 13.7
⑤ 第2阪和国道 国阪公 浪速区～阪南町 23～36 4&1 43.9 4.2




⑥ 大阪内環状線 府 市 豊中市～住之江区 20～30 34.0 30.1 3.9
⑦ 大阪外環状線 国 府 池田市～泉佐野市 22～120 94.0 77.6 16.4

























22～26 49.3 2.9 46.4



























阪 神 高 速 道 路 公 団 計 549 34.3 20.6







発 生集 中 ノ ー ド
接 続 ノ ー ド
既 存 道 路




本研究では,土 地利用 一交通モデルを用いて,将 来の都市圏の地域構造を望 ましい方向へ再
編成 していくための市街地開発 と交通施設整備の在 り方を見出すこととしているが,そ の際こ
こでは,二 通 りの視点か らモデル分析を実行することとする。すなわち,ま ず本節では新市街
地開発と既成市街地の再開発の効果,お よび交通施設ネ ッ トワークの形態による影響に関して
大雑把に把握するこ とを 目的と した基礎的分析を行い.次 に2-4-4に おいて,市 街地開発
と交通施設の地域別整備の在 り方に関する分析を行う。
土地利用モデルを用いて土地利用政策や交通政策の効果を分析 するという試みは.最 近にな
って国際的な共同研究な ども行 なわれているが26),ここで は政策の実施によるモデルの挙動
や感度を比較することに主眼が置かれており,具 体的な評価指標に対する計画案の望ましさを
明らかにするための分析を行 ったわけではない。一方,飯 田,平 本27)や浅野28)の研究では,
仮想的なデータを用いてローリーモデルや線形モデル により,交 通ネッ トワークの形状や活動
の計画的配置に関する検討を行 っているが,こ のような分析結果はどのような都市に対 しても
共通な結果が得 られる とは考え られないので,架 空の都市を対象とした分析で は,都 市の成熟
度や特性との関わ りを明 らかにすることはできない.
本節で は市街地開発の空間構成として,表2-19に 示すようにインナーシテ ィ再開発,大
都市隣接地域再開発,郊 外部新市街地開発という三通 りの開発形態.お よびそれらの組合せ,
および市街地整備を何も行わない場合を含 めて計7通 りの市街地開発パターンを設定 した。交
通施設整備としては,表2-20に 示 すように,現 状維持,放 射線整備,環 状線整備とい う3
通 りの組合せを設定 した。
なお,本 分析で取りあげる評価指標 は,ま ず職住近接の視点から総通勤時闇,次 に市民生活
の利便性の尺度として商業 アクセシビリテ ィ,そ して業務活動の効率性の尺度 として業務 アク













E、j・Ebj・それぞ嗣 住民・対事業所サー ビス三雄 業従業徽
POPi・TEi;ゾ ーンiに おける人口・および総従業者数
tij;ゾー ンij閤 の時閤距離
α,β:業 務,お よび自由目的の分布交通量推計モデル のパラメータ(表2-11参 照》
上述の指標 は都市圏全域の機能的効率性を示す評価指標であるが,さ らにここでは地域 間のバ
ランスを評価する尺度 としてゾーンごとの通動時間,商 業アクセシ ビリティ.お よび業務アク
セシビリティ値の分散も取りあげることとしている。
表2-19に 示 した市街地開発パ ターンと,表2-20に 示 した道路網整備パターンの組合
せについてシミュレーシ ョン実験を行 ったが.図2-18～20に は,そ の結果を上運の評価
指標 ごとに図示 している。まず道路網の整備パターンとしては,総 通勤時閤,商 業アクセシビ
リティ,業 務 アクセシビ リテ ィ,い ずれ に関 しても環状線整備 が最も望ましい値 を示 しており,
放射線整備,現 状維持の順にな っている。 しか し通勤時間の分散に関しては環状線,現 状維持,
放射線の順に小さく,商 業 アクセシ ビリティ,業 務アクセシビリティに関 しては放射線,現 状
維持,環 状線の順 になっている。すなわち環状線整備 は通勤時間の短縮 に関 してはいずれの指
標 についても望ま しい案であるが.商 業,お よび業務のアクセシビリテ ィに関しては全休とし
ての効率性 と,地 域間のアンバランスの縮小 との閻に トレー ドオフの関係があることがわかっ
た。
次に市街地開発事業については.イ ンナ ーシティにおける再 開発を含む案が通勤時間につい
て望ましい案を示 してお り,商 業アクセシビリテ ィについては,イ ンナーシテ ィとともに隣接
地域の整備が望ま しく,特 に図2-19よ り,隣 接地域の再開発 に環状線整備を組合せた場合
に相互作用効果によってアクセシビリテ ィが上昇することがわかる。業務活動に関しては市街
地整備の影響は大きくないという結果が出た。
表2-21に は,大 阪府域を5つ の地域に区分 し,市 街地開発,交 通施設整備による各地域
の土地利用変化を,人 口,従 業者数分布の変化,お よび昼夜率の変化に着 目してとりまとめた
ものである。表において各地域の土地利用変化 は,現 状のまま推移 した場合に対する相対的変
化の傾向として示 している。表によると環状線整備は都心部の従業者を濠少させ,イ ンナーシ
ティ部の従業者数 を増加 させるため,相 対的に職住近接が図 られることにな っている。さらに






開 発 パ タ ー ン
地 区 番 号
総床面積
つ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
1 開 発 な し o万㎡
2 インナーシテイ再開発 ○ ○ ○ ○ 200万㎡
3 犬都市隣接地域再開発 ○ ○ ○ 150万㎡
4 郊外新市街地開発 ○ ○ ○ ○ 150万ηε
5 インナーシテイ+隣接地域整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 350万ηε
6 インナーシテイ+郊外部整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 300万㎡




i計 画 路 線 番 号
総延長
1 2 3 4 5 6 7 8 、9110 11 12
1 現状維持
O.0㎞
2 放射線整備型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
55.4㎞























































































































































































































































































































































































































































































































































































1 2 3 4 5
人 口
な し 環状糠型 注1)● ●● ● ●● OO
な し 放射綴型 ● ●●● ● ●● 000
イ ンナ ー 現状維持 ● ●● ○○○ ●● ●●
隣接地域 現状維持 ● ●● ●● 00 ●●
郊 外 現状維持 ● ● ● ● ○○○
イ ン ナ ー 環状線型 ● ●●● ○○○ ●●● ●
三次産業
従業者数
な し 環状線型 ● ● ○ ● 00
な し 放射線型 ○ ●●● ○ ● ○○
イ ン ナ ー 現状維持 ○ ○ ○ ● ●
隣接地域 現状維持 ● ● ● ○ ●
郊 外 現状維持 ● ● ● ● ●
イ ンナ ー 環状線型 O ●●● OO ○ OO
昼夜率
な し 環状線型 ○ ● ○ ○○ ○
な し 放射線型 ○ ○○ ○ ○○ ●●
イ ン ナ ー 現状維持 ○ ○○○ ●●● ○○ ○○
隣接地域 現状維持 ○ ○○ ○○ ● ○
郊 外 現状維持 ○ ○ 0 ○ ●●●










勤時間の低減が図られたもの と考える 。放射線整備は郊外部の人口を増加させ,都 心部の従業
者が増大させるため,郊 外から都心への通勤交通が増大 し,こ のような通勤の長距離化が環状
線に比べて通勤時間を大きくしたもの と考 える。インナーシティ再開発は,表2-21に 示す




























































































































































再開発には,商 業,業 務用途も含 まれているので,こ の地域 に三次産業従業者数が増加すると,
郊外からも大阪市内か らも買物 トリップを吸引するので,こ れが商業 アクセシビリティを増加
させたといえる。
最後に,大 阪市で は1960年代 より人口の減少が続いており,都 市の衰退が深刻な問題 となり
っっあるが,本 研究では土地利用モデルを用いて今後の大阪市人口の動向を予測 し,ま た市街
地開発と交通施設整備が人口の推移 にどのような影響を与えるのかを分析することとする。計



















大阪市の人口は緩やかに増加 し,2000年 には270万 人程度になるとい う結果が出た。2
-3-5に おいて検討したように,1980～85年 の入口変化 はわずかに減少であ ったが,
資料によると,1982年 前後 に大阪市人口は減少傾向から増加に転じてお り,計 算結果の通
り,今 後 は大阪市の人口が増加 してい くことが予想される。次に市街地開発,交 通施設整備が
大阪市人口の推移 に及ぽす影響を見ると,イ ンナーシテ ィ再開発が大きな影響 を及ぼ しており,,
隣接地域や郊外部で市街地開発を行うと人口が減少に向かい.1990年 頃に増加 に転ずるも
のの現状維持の場合よりも人口は少な くなる。交通施設整備 としては環状線整備が人口増加を
促す方向 に作用するが,放 射線整備は人口の外延化をもたらすことがわか った
2-4-4地 域別の市街地開発と交通施設整備 に関するモデル分析
本節では,表2-23に 示すように北大阪地域,東 大阪地域,南 大阪地域 という3つ の地域
においてそれぞれ重点的に市街地開発を行 うとい う3通 りの市街地開発案を設定 し,交 通施殼
整備案 としては,表2-24に 示すように上述の各地域に関わる道路整備を行 う案,お よび高
速道路整備 として湾岸道路と近畿自動車道和歌山線を整備する案,お よび上述の地域別整備に
近畿自動車道和歌山線を組合せ た案を設定 した。なお,地 域別市街地開発案 と交通施設整備の
組合せに関する計算 を行う際には,す べての組合せについて行うのではなく,関 連のある組合
せについてのみ計算を実行することとする。た とえば北大阪地域の開発 に北大阪地域以外の交
通施設整備を組合せ たモデル計算は行わない.
計算結果は,前 節 と同様の評価指標,す なわち総通勤時閤,商 業アクセシ ビリティ,業 務ア
クセシビリティ,お よび各指標 の分散について,図2-22～24に とりまとめている。
まず通勤時間に関する計算結果について説明すると,図 より各方面別の市街地 開発は,道 路
整備がない場合,南 大阪地域の開発が通勤時間に悪影響を及ぼすことが分る。道路整備に関し
ては,東 大阪地域における交通施設整備 と開発 との組合せ が最も総通勤時悶を改善させるが,
通勤時間の分散も増大させることが分 った。 しか し近畿自動車道和歌山線の整備を組合せると
逆に北大阪,南 大阪地域の開発が大 きな効果を発揮 し,か つ分散も縮小 させる。
次に商業アクセシビリティ,お よび業務 アクセ シビリティの二指標についてはほぼ同様の傾
向を示 しており,東 大阪地域 に関する整備 が全体的な効率性 を向上させ,北 大阪地域の整備が
各指標の分散を小 さくする。南大阪地域における整備は近畿自動車道和歌山線の整備 と組合せ
ると,大 きな効果を発揮するようになり,い ずれの指標につ いても大幅な改善が見 られる。
以上の結果から,近 畿自動車道和歌山線の整備 は複雑 な影響を及ぼすため,そ の有無 により






開 発 パ タ ー ン
地 区 番 号
総床面積
1 2 3 4i 5 6 7 8 9 10 11
1 北大阪地域重点整備 ○ ○ ○ 150万涜
2 東大阪地域重点整備 ○ ○ ○ 150万㎡
3 南大阪地域重点整備 ○ ○ ○ ○ 150万㎡
注)地区番号は表2-17を 参照
表2-24道 路網整備パターン(2)
整 備 パ タ ー ン
計 画 路 線 番 号
総延長
1【 2 31 41516}711 8 9 110hイh2
1 北大阪方面道路整備 ○ ○ ○ ○ ○ 39,4㎞
2 東大阪方面道路整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 39.4㎞
3 南大阪方面道路整備 ○ ○ ○ ○ ○ 49.3㎞
4 和歌山+湾岸線整備 ○ ○ ○ ○ ○ 78.7梅
5 北大阪+和歌山線整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 98.3㎞
6 東大阪+和歌山線整備 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 85.8㎞




























































































































































































































































































①道路網の形態と しては環状線を整備することが.大 阪市の衰退を回避 し,職 住近接化を図
るのに効果が大きい。
②市街地開発の形態 としては,郊 外の新市街地 開発よりも既成市街地の再開発を促進するこ
とが望 ましい.ま た大都市隣接地域における市街地開発は,商 業活動へのアクセシビリティを
著 しく向上させるとともに,都 市圏の多核化,周 辺地域の自立化を促進 しうる。
③湾岸道路,近 畿自動車道和歌山線 とい った高速道路の整備は地域に大きな影響を及ぽ し,
これらの整備 を行う場合の地域別整備方針 としては,北 大阪,お よび南大阪地域の整備が望ま
しい。
2-5結 語
本研究 は,大 都市圏における空閤的地域構造を望ま しい方 向へ誘導するための,都 市政策の
合理的な策定を支援するため,市 街地開発事業,お よび幹線交通施設の整備が大都市圏の土地
利用変化 と建物の建設動向.活 動立地.さ らには交通流動に与える影響をシミュレー トする土
地利用 一交通モデルを開発 し,こ のモデルを大阪府に適用した実証分析を通 じてその有効性を




今日の大都市圏の関する現状認識に基づいて,よ りリア リテ ィの高い政策分析に適用可能な土
地利用 一交通モデルを提案 した。このモデルの特徴は,
①大都市圏の土地利用変化に対 して支配的な役割を果 している建物建設の基礎 となる市街地
変化を,既 成市街地の更新と新市街地の形成 という二つの現象に基づいてモデル化 したこと
②都市圏の土地利用の大半を 占める住宅立地に関しては,今 日の主要な立地形態 となってい
る住みかえ移動を明示的に取扱い。モデル化 している。特 にここでは従来の多くのモデルが
採用していた従業地先決型の住宅立地モデルで はなく,現 居住地からの住みかえ発生 に続い
て,建 物の建設動向.住 みかえ移動距離,通 勤アクセス条件を同時に考慮 した立地モデルを
定式化 している。
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③今後の産業構造 において,そ のウエイ トが高 まりつつある三次産業の立地につい ては・活
動問の相互依存関係の違いにより業種を分割 し,そ れぞれにつ いて適切なモデル式を設定で
きるよ うにしたこと,特 に対住民サービス活動については動的空間相互作用 モデルを適用 し
ている。
(2)以上のように定式化された土地利用 一交通モデルのパラメータを実際のデータに基づい
て推定するとともに,全 体的な現況再現性の検証も行 って.こ のモデルが比較的少ない説明変
数 によって構築されているにも係わ らず,高 い現況再現性を持つ ことを示 し.そ の有効性を明
らかに した。
(3>こ のモデル を大阪府の土地利用一交通計画問題 に適用 し,シ ミュ レーシ ョン分析を通 じ




(1)本 研究 は土地利用 一交通モデルの動的運用方法 に関する一つの試みであるが,デ ータの
制約から1975～1980年 とい う一期閤についてパ ラメ ータを推定 し,適 用 したにすぎな
い。 しか し推定期閻については良好 な再現性を示 していても,長 期間の適用にたえうるかどう
か は疑問である。従 って今後は複数の期閤 に対 するモデルのパラメータの推定を行い.そ の安
定性 について実証的検討を行 う必要 がある。
(2)三 次産業立地 モデル において,対 事業所サ ービス活動に関する活動間の相互依存関係に
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経済成長 に伴う大都市 における人口や産業活動の集積は市街地 の周辺部への拡大をもたらし
た。大都市圏内部における都市機能は相互に重なりあ って複雑な役割を分担 しあ っているが,
特に周辺地域では,大 都市に勤務する者の住宅や,大 都市内か ら移転再立地する事業所をはじ
め,大 都市圏において新たに発生する立地需要のためにスペ ースを提供する という役割を担 っ
て開発が進められてきた。しか し開発過程 における計画性の欠如は公共施設整備の立遅れ,ス
プロールのような無秩序な土地利用による生活環境の悪化等の問題 とな って顕在化 した。本章
で取りあげる大都市周辺地域 とは,都 市圏の拡大化の過程で,大 都市 と密接に関係を持ちなが
ら市街化の進行 しつつある,あ るいはこれから開発され市街化の予想される地域である 。
大都市圏では高度経済成長の終焉 によ って人口の社会増加傾向は鈍 ったとはいえ,自 然増加
や核家族化による世帯数 の増加,既 成市街地からの事業所の分散移転等 により今後もある程度
の立地需要の増大が予想されてお り,そ のため大都市周辺地域では今後も一定の開発が進行す
るものと予想 される 。そこで周辺地域では,無 秩序な開発を防止しながら良好な市街地の形成
を図っていくための都市施設の整備,土 地利用変化の誘導制御等の施策の合理的な策定が求め
られている。そのための施策体系としては,交 通施設の整備をはじめとして,宅 地の開発や下
水道.公 園等の生活基盤 の整備,工 業団地の造成や関連する産業基盤施設の整備,用 途規制,




ぼす効果を分析 するための土地利用モデル を開発 する とともに,こ のモデルを用いたシミュレ
ーション実験を通じて上述のように広範囲 にわたる整備手段の望ましい組合せを見出すため実
験計画法の手法を応用 した分析方法を開発することとしている。
以下.本 章の3-2で は大都市周辺地域整備のための分析 のフ レームと分析方法の概要 につ
いて述べる。3-3で は,本 章の分析 に用いる土地利用モデルの内容について明らかにすると
ともに,3-4に おいては,実 験計画法を応用 して,シ ミユレーシ ョン実験により膨大な組合
せ代替案の中から望 ましい案を効率的に探索するための一手法について述べる。3-5で は,
3-3で 定式化 した土地利用モデルを泉州地域に適用 し,モ デルの各種パラメータを推定する
とともに,現 況再現等によりモデルの適用性を検証 した結果 を示 し,ま た3-6で は,泉 州地
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域における土地利用計画問題を対象 として,3-4で 提案 した分析方法 によるケースス タディ




による望ましい土地利用の形成であるが,そ のための施策 としては,計 画的な都市施設整備と
市街地開発事業を先行的 に行い,立 地誘導を通 じて望 ましい土地利用の形成を図るとともに.
スプロールのような無秩序な開発を防止 し,効 率的な都市施設整備を可能とするため区域区分
の設定や開発指導 なども補完的に実施する必要がある 。
本研究では複数の市町村から成り,一 つの まとまりを持 った周辺地域全体を対象 として,望
ま しい土地利用の形成を図るため,先 行的な市街地開発 と交通施設をはじめ とする各種の都市
施設の整備 との整合的な整備のあり方を見 出すための分析を主たる対象 としている。
ここで地域の土地利用は異なる活動主体の立地行動 が同時進行 的に展開する ことにより形成
されるので,こ れ らの土地利用形成 のメカニズムと,各 種整備手段が立地行動に及ぼす影響,
効果の把握に基づいて適切な地域整備を行 う必要があると考える。このような問題意識から本
研究では,土 地利用モデルを用いたシミュレーシ ョン実験を通 じて土地利用の側面か らみた種
々の地域整備手段の望ま しい組合せを見出そうというアプ ローチをとることと した。
大都市周辺地域における土地利用の望 ましさを評価 する視点としては,第2章 で取 りあげた
大都市圏全域におけるマクロなスケールの問題のように交通流動の効率性 といった機能水準か
らみた望 ましさよりも,各 立地主体にとっての活動上,あ るいは生活上の利便性や居住環境の
水準が大きな意味を持つものと思わ れる。そ こで本研究ではこれ らの要因か ら成る立地主体の
立地選択基準を反映 することの出来る集計 ロジッ ト型の土地利用モデルを作成 することとして
いる。モデルの内容については3-3に おいて詳 しく述べることとする。
計画問題の分析 にあたっては,大 都市周辺地域 は閉 じた圏域 としてとらえられるものではな
く,特 に大都市との間に密接な相互関係を有 しており,周 辺地域 における市街化の動 向は大都
市圏内の立地需要の動向と深 く関わ っていることに注意する必要がある。そこで本章の分析に
おいては,第2章 の分析 によって求められた大ゾ ーン別の立地量を入力情報 とし,こ れをコン
トロール トータルとして地域内の小ゾ ーンに配分するという形式のモデルを作成することにし
ているので,地 域外 との相互作用も与件 として与え られる ことになる 。ゾーンの大きさは市町
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村を3～4つ に分割 したものを単位 とする 。
システム分析 において は,複 数の計画代替案についてモデル分析を行 うことにより評価値を
算出し,そ の優劣 に基づいて計画案の策定を行うことが基本である。しかし本研究 のように多
種多様な整備手段の組合せ として代替案を設定する場合,そ の数 は飛躍的に増大するため,通
常の分析能力の範囲を越える膨大なモデル操作作業が要求される。そこでこのような場合は計
画者の判断に基づいて極めて限られた数の代替案 しか設定されない場合が多 い。そ こで本研究
では実験計画法の技法を用いて,代 替案をシステマティックに作成 し,操 作可能な範囲のシミ




本研究で作成される土地利用モデルは,前 節 において述べたように,市 町村を3～4つ に分
割したような,比 較的細かいゾ ーン単位での活動の立地を予測するためのものである。地域の
土地利用 は多種多様な活動主休が地域内の利用可能な土地の上で同時進行的に立地行動を展開
することにより形成されるが,特 に本章の分析におけるゾ ーンレベルでは,都 市基盤の整備水
準や交通条件などのような立地条件が多様 に異な っており,こ のような条件 に対する活動主体
の立地行動を反映 したモデルの作成が望 まれる。このような問題意識のもとでの従来の土地利
用モデル に関する研究では①立地行動基準 の明示的な導入と,② 立地競合の取扱い,そ して③
地価の考慮が焦点 とな ってきた。
3)例えば① に関 しては近年開発 の進められている確率効用理論に基づいた非集計行動モデル
があげられるが.住 宅タイプの選択4)5)等には適用性は認め られるものの,こ こで対象 とする
空問的立地選択 に対 して,オ ペ レーシ ョナルなモデルとして用いるには,デ ータの制約,集 計
方法など多 くの問題を残 している。近年このような問題に対 するい くつかの試み6)7)も見られ
るが.今 後の発展が期待される分野 といえる。また①②③すべてを同時に考慮したものとして,
立地余剰やつけ値関数を地価の推計式 を用いて計測し,さ らにこれ らの指標の確率分布関数を
仮定したり,モ ンテカル ロ法.ゲ ームの理論などを用いて異なる立地主体間の立地競合を取扱
8)9)10)
。 ここで③の地価 と立地行動の関係についうという複雑 なモデルも開発されている
て考察すると,地 価がその土地の利用価値を示 している という考えに基づけば,地 価の高い土
地においては立地主体の効用が高いので立地が進むというこ とができるが.一 方でそのような
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(1)本研究で は活動主体を大きく工業,世 帯,三 次産業に分類 し,各 活動主休 間の立地行動
や活勤内容の差異を考慮 してこれらをさらに細分類することとするが,活 動 ごとの立地行動は
確率効用モデルより単純化の仮定に基づいて導 くことの出来る集計ロジッ トモデルを用いてモ
デル化 した。
(2)各活動主体 の立地行動 には年齢階層ごとの所得制約や単位面積当 り付加価値額により地
価負担能力に差異があり,そ れぞれについて支払上限地価が定義できるもの とし,各 立地主体
は支払上限地価より地価の低い土地にのみ立地できるものと考える。具休的には各活動主体に
対 して各ゾ ーンごとに支払い上限地価以下の土地面積,す なわ ち立地可能面積を算定 し,こ れ
を集計ロジッ トモデルの中に一つの変数 として取りいれる とともに,立 地配分の際にも制約条
件として付加する。
しか し実際は,こ のように設定 した支払い上限地価よりも地価の高い地点 に立地する場合は
皆無ではないので,こ れはあ くまでも一つの仮想的な指標に過ぎないが.地 価を立地行動の制
約要因 として考え,各 活動ごとに地価負担能力による立地競争力をあ らかじめ設定 しておくこ
とにより立地競合 を間接的に反映させる とともに,こ れを用いて上で述べた地価 と立地行動と
の間の複雑な関係を表現することができるものと考える。
以下 では土地利用モデルの全体構成 について述べた後,続 いてモデルの中核 となる集計 ロジ
ット型立地選択モデルに関連 した本分析 の評価尺度について明らかすることとする。
3-3-2土 地利用モデルの全体構成
この土地利用モデルは第2章 のアウ トプ ットである大ゾ ーンごとの立地需要(対 象地域内に
は複数の大ゾ ーンが含まれる)を 小ゾ ーンに配分するモデルで,そ の全体構成は図3-1に 示
す通 りである。このモデルは,大 き く分けて地価推計,立 地可能面積の算定 ,ゾ ーン選択確率
の推計,立 地配分の4ス テップにより構成 されている。
以下に各ステップの内容について述べることとする。
a)地 価の推計 と立地可能面積の算定
ここではまず,一 つのゾーンをさらに地価の等 しいと見なせる,す なわち土地の属性が比較






























大都市圏における地価は就業中心地である大都市か らの距離,さ らに各地点の最寄り駅か ら
の距離 といった交通条件をはじめ,地 区の整備水準,環 境条件 といった種々の属性 により説明
されるといわ れている。そこで本研究では地価をこれら多数の要因の合成変量 として表わすこ
ととするが,こ れらの属性には量的なものに限らず,質 的なものも含まれてお り,地 価との間
に線形関係が成立 しないものも考えられるので,数 量化理論1類 を用いて地価を推計すること
とする。iゾ ーン内のsブ ロックにおける地価をLPiと する と
LPi・=}弄 δi・(j・k)C(」・k)(3」)
ここ に δis(j,k);ブロ ックisに お けるj要 因 がkカ テ ゴ リー に相 当 する とき
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1,そ れ以外は0の 捷を とる0-1変 数
C(j,k);地 価を説明するj番 目の要因のkカ テゴ リーに対するカテゴ
リースコア
活動mのiゾ ーンにおける立地可能面積 は,活 動ごとに設定 された支払 い上限地 価が上で求
めた地価を上回るブ ロックの空閑地面積を各ゾ ーンごとに集計 したもの として算定される。
今活動mの 支払い上限地価をMLP(m),iゾ ーンのsブ ロックにおける空閑地面積をVA




MLP(m)<LP.の とき0の 値をとる0-1変 数である 。lS
b)立 地選択確率の推計
立地選択確率は細分類された活動種別ごとに求めることとしており,上 で求 めた立地可能面
積,お よびその他の要因を用いて次に示 すロジッ トモデルにより推計される。
pi(・畷(・)exp(Viω)/}A瓢(・)exP(Vj(・))
た だ しVi(m)=ξ βk(m)Xik
ここにPi(m):活 動mの 立地主体 がiゾ ーンへの立地を選択する確率




ここで用いる ロジッ トモデルは確率効用理論より導かれるが,こ れについては後の3-3-3
において詳細に考察 することとする。
c)立 地配分
ここでは各ゾーンにおける立地需要を立地可能面積 の制約 を満たすように配分する こととす
る




Di(m)は ・活動mに つい てiゾ 『 ンに定 め られた 立地 可 能面 積Ai(m)の 制約 を満 た さね
ばならな い。 すな わ ち
ρ(闘)・Di(m)≦Ai(揃)(3,5)
ここで ρ(m)は活 動mの 立 地 面積 原 単位(面 積/人)で ある 。




立地需要Di(m)が(3.5),(3.6)の制約 を いず れ も満 た す場 合,立 地量Li(m)は 立地 需要
Di(m)に 等 しく,こ れ らの制 約 を 満 たさ な い場合 は,次 式 に よ り調整 計算 を行い,Li(m)
を求め る
ρ ω ・Diω>Ai㈲ の ときLi㈲ 一Ai(m)/ρ(m)(3・7)
Σρ 伽)・Di(n)>TAiの とき
鵬
Liω 富TAiOρ ωODiω/(ギ ρ ωODiω)(3・8)
この場合,超 過需要は次の方法で再配分する。まず各ゾーンの残存立地可能面積 と超過需要の
合計を計算 し,こ れらを
Aiω 一Ai㈲ 一ρ㈲ ・Li(・)(3・9)
TDω 一多(Di(・)-Li(・))(3」0)
1





本硯究では立地主体のゾーン選択確率を推計する集計ロジッ トモデルを行動 モデル として位
置付けているが,こ の位置付けは後述する本分析の評価指標の解釈にあたって重要 となるので・
以下ではA,Anasの方法11)に従 って確率効用理論 に基づいた行動モデルか らい くつ かの仮定の
もとに集計 ロジッ トモデルが導出されることを示 しておく。
まず個人の効用最大化行動に基づ く選択モデル について示す。ここでは各立地主体が相互に
独立な選択肢の中か ら最も高い効用の得 られるものを選択 するものと考えている 。すなわ ち個











ここで意思決定者がいくつかのセグメン トに分けられると考え,同 じセグメン トに属する意
思決定者は同じ選択行動を行 うものと仮定 する。本研究では,産 業立地に関して業種,住 宅立
地 に関 しては世帯タイプとい った活動分類がセグメン トとなる。また立地選択の場合,本 来選
択肢iは 個々の地点であるが.モ デル推定 のためのデ ータが地点 レベルで得られないこと,お
よびここで要求される情報 はゾーン単位の立地量であることを考慮 して,こ れを集計 したゾー
ンiを まず選択 し,ゾ ーンの中で地点sの 選択を行 うという二段階の選択構造 と考えることと
する。このような仮定に従 うと,効 用関数(3.13)において個人nを 指すサフィックスはセグメ
ン トmと なり,選 択肢iは ゾーンiと 地点sに 書きなおされる。またここで選択肢の確定効用
Vis(m)は説明要因Xiskの線形結合で表せるものとすると
Vi・=Vi・(m)=ξ βk(m)Xi・k・(n∈m)(3・15)




(3」5)にお い て選 択肢 の 属性Xiskは 次 の よ うに 書き か え る こ とがで きる 。
,k=1,2,....,K(3,16)=X.+eX,
lkiskIsk
ここでXikは ゾ ー ンiに おけ る 属性kの 平均 値で あ り・eiskは 地 点sに おけ る属 性kの ゾ ー


















ここで先に述 べたように地点固有のデ ータは入手不可能で,こ れを集計 したゾーンの平均値の




piω 冨SiexP(Vi)/評 ・exp(V・) (3.22)
.(m)=1/S,(3.23)Psl
ll
(3・22)において・Siは ゾーンi内 の立地可能 な地点の数であるが・これを立地可能面積に置
きかえ,サ フィックス とパラメータの記号をを書きかえれば,(3.3)式と同 じ形になることが
分る。この最後の仮定 はモデルの適用範囲を規定する という意味で重要な仮定である,と いう
のはこれが厳密に成立つことは困難でも,近 似的にでも成立つためには,ゾ ーン レベルが比較
的細か く,ま た個々のゾ ーン内部の特性ができるだけ均質 で,か つその分散 がゾ ーン間で一定
となるようにゾ ーン区分がなされる必要 があるといえるか らである。
以上で確率効用理論に基づく個人 の選択行動モデルより,本 研究で用いられる立地選択モデ
ル を導出したが,こ れはあくまでも ロジッ トモデルという特殊なモデルに限 って成立つ論理で
あることに注意する必要がある。実際 ロジッ トモデルはエン トロピーモデル やグラ ビティモデ
ルなど他の理論か らも導 くことができることから,純 粋な行動モデルと認めることは問題があ
ろ うが,本 研究では行動 モデル としての解釈を積極的に利用 して,後 のモデル分析で用い られ
る評価指標に対する意味づけを与えることとした。またこのような導出過程でなされた仮定を
通 じてこのモデルの適用可能な対象の範囲についての条件 も明 らかにした。
b)モ デル分析の評価指標 について
本研究 においてモデル分析の際 に用いられる評価指標 は先に述べたように立地選択モデルの
理論と整合 しており,地 域住民や経済活動主体か ら見 た利便性や居住環境水準を表わすもので,





において,Vi(の は立地選好に関わる各種の要因の合成変量で,こ れ は立地者一人当た りの
満足度と解釈できる。そこで これをすでに以前より立地 していた者も含めたすべての立地主体
につい て全ゾ ーンにわたって集計 したもの,す なわち
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TEF=評{Liω+LOi(m)}●Vi(m)(3・24)
を総効用 と定義することとした・ここでLi(m)は計画期閻中にiゾ ーンに立地 した主体mの





立地選択モデルのパ ラメータ推定には最尤法を用いる。尤度関数は.立 地主体がiゾ ーンを






pi(α・ β)=Aikexp(～ βkXik)/干Ajkexp(～ βkXjk)(3.26)
で定義される同時確率関数で表わされ,こ れを最大化する ようなパラメ ータの粗{α,β=
kβ1,β2,,、,,βK)}を求 め る方 法 で あ る 。本 研 究 の場 合,3-2で も述 べ た よう に,第2章
のアウ トプッ トである大ゾ ーンの立地量を配分 するモデルであるが,対 象地域内には大ゾーン
が3つ あり,そ のなかに10～11の 小ゾーンが含まれている。ここではこれを大ゾ ーンごと











本研究では多種多様な整備手段の望 ましい組合せを見出すことを目的 とするが,整 備手段の
間に交互作用のない場合は各整備手段について別々に最も望ましいものを求め,そ れらを単に
組合せればよい。しかし地域整備手段の間は一般に交互作用の存在する可能性があるので ・同
時に粗合せた計画案をモデルにインプッ トしてその評価値を算定 する必要がある。 しか しその
ような場合,計 算すべき組合せ代替案の数は膨大とな り,場 合によってはすべての組合せ に関
してモデル操作をすることが不可能な場合も考え られる。か とい って分析者の経験や勘に頼 っ
て設定 した数個の代替案の範囲内で の分析,評 価で は,そ のなかに最良の代替案が含まれてい
るという保証はないので分析の信頼性に疑問がの こる。そこで本研究では各整備手段の効果の
大きさを把握 して,手 段閤の交互作用の存在を調べる とともに,可 能な範囲のシミュレーシ ョ
ンの回数で しかも情報の ロスをなくしなが ら望ましい代替案を探索 することのできるアルゴリ
ズムを開発 した。このアルゴ リズムは実験計画法の技法を応用 したプ ロセスシステ ムであり,
シミュレーシ ョン実験を効率的に行 うことによ って望 ましい代替案を探索する ことが可能 とな
る。
アル ゴリズムの概要は図3-2に 示す通 りで あるが,以 下にその考え方と内容について明ら
かにすることとする。まず整備手段の組合せ とは次の二つの内容を含むもの と考えることがで
きる.そ れは①種類の異 なる整備手段間の組合せ と,② 同 じ整備手段内部の組合せである。例
えば前者は市街地開発と交通施殼整備の組合せ,後 者 に関 しては,交 通施設整 備において複数
の路線における整備の組合せ,と い ったものを意味する。
プロセスに従 って説明すると,ま ずすべての整備手段 について,評 価指標の値に対する影響
の大きさや.交 互作用の有無を調べるため,整 備手段の種類を要因,そ して整備手段内部の数
個の組合せを水準とする実験計画を作成 し,図3-1に 示 した土地利用モデルにより一次のシ
ミュレーション実験を行う。次にこの実験結果について分散分析を行い.総 変動に対する各整
備手段の効果の寄与率に基づいて整備手段の序列化(レ ベル化)を 行 う。以後,こ こではその
序列に従って順次.整 備手段内部の望 ましい代替案を組合せていくこととする。すなわち,最
も寄与率の大きな整備手段より,そ の内部のすべての組合せについて評価値を計算 し,評 価値
の望 ましいものを数個つつ選びだ し,さ らに下位の整備手段につい ては上位の整備手段 につい
て絞 りこまれた数個の代替案を含めて実験 計画を作成 し,同 様 に内部の組合せを求める という
手続きを繰返すことによって,段 階的に代替案を絞 りこんで行 くこととする。この方法の考え



























整備手段3。 ・・ ○○ ∞ ○○○ ○○○ ○
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に主効果と比べる と格段に小 さいので,下 位の要因との交互作用効果によって上位の(寄 与率
の大きい)要 因に関する順位が大 きく入替わることは考 えられない。従 って上位の要因につい





すため,直 交配列を用いることにより図3-1に 示 した土地利用 モデルによるシミュレーシヨ




z=μ㌔ 三λ・㌔ ㌔ 塁
1
δmlm2λ,1,2+…+・ (3,28)
ここでμはこの実験 における全ケースの平均値であり,λ,腰 因mの 主効果,ま たδ漁2は











ここに・δ1・ α1は それぞれ・勅 る代替案において要因mが1水 準 に脳 する ときのみ1





本節で は大 阪都市 圏の一周辺地域である泉州地域7市5町 のデータを用いて3-3で 定式化
した土地利用モデルの各種パラメータを推定する とともに,再 現性のテス トによりモデルの適
用性を検証することとした。ゾ ーン区分は京阪神パーソン トリップ謂査における4桁 コー ドレ
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図3-4対 象地域およびゾーン区分
れは市町村を3～4つ に分割 したもので,こ の レベルでは活動閤の相互関係 とともにその土地
固有の立地条件が活動主体の行動 に影響 を与えるものと思われる。
モデルの作成に用いるデータは,世 帯の立地 に関 して国勢調査,産 業の立地に関 しては事業
所統計調査を用い,ま たゾ ーン閤所要時問やアクセス時間な どの交通条件はパ ーソン トリツプ
調査,そ してその他の立地条件 に関 しては大阪府によ って整備されている都市計画基礎調査デ
ータ(土 地利用現況,建物,道 路,公 園等 〉を用いた。これらのデータは,交 通条件を除いて
すべて500mメ ッシ ュ単位で得 られてお り,こ れを図に示すようなゾ ーン単位に集計 しなお



































































































本研究では,3-3で も述 べたように,地 価の推計にあたって定性的要因を含むこ とができ,
定量的要因に関 しても,非 線形性を考慮できる という点を勘案 して数量化理論1類 による地価
モデルを用いることとした。工業地地価モデル の推定には,通 産省によ って行なわれている工













最寄り駅 2201～600 4081 8000 O.4891
1までの騨 3601～1000一1625
㈲ 41001～ 一3460
都市ガス 1有 1607 3810 0.2626
の有無 2無 一2203
下水 1有 1422 1494 0.0537
の有無 2無 一72
1一種住専 3677









住宅地地価の推定 は,表3-2に 示 すような要因を取りあげ,公 示地価データを用いて行っ
た。表において レンジ,偏 相関係数を見ると,都 心からの距離,駅 からの距離,と いう立地条
件が大きな説明力を有 しており,他 に容積率,建 蔽率などに対する土地利用規制に関わる用途






81年 の間 に立地 した事業所の従業者数 に対 して1981年 の立地条件データを用いて行った。
なお,工 業立地は用途 によって特定の業種の立地が制限されたり,行 動に大きく差が生じたり
するので,ケ ースデ ータはゾ




工業立地 モデル は,製 造業
中分類20業 種を表3-3に





























































































































相関係数 0.7863 0.8556 0.6574 0.8490 0.8041 O.8824
下段()内はt値
した。推定結果を示 した表3-4を 見る と,業 種によって採用された変数組 やパラメータの値
は異な っており,業 種別の立地行動の違いをよく表わ しているもの と思われる。またモデルの
再現性を検討するため,1975～1981年 の間に立地 した従業者数 に関 してモデル による
推計値と実績値 との間の相関係数を求めた ところ,業 種グループ3が0.6574と低 いほかは0
.78～0、88と良好な結果を示 していると言える。ここで立地可能面積 としては,工 業系用途
地域内における田畑などの空 閑地面積 と,移 転 によって空地 となった面積 を加えたものを用い
ている。ここで取 りあげた変数の内,説 明を要すると思われるものについてその意味を述べる
と.(住 宅地+商 業地 〉/可 住地面積という変数の意味は,工 業以外の都市 的土地利用がすで
に多 くを占めている地区では新たな工業立地が困難である という土地利用の不可逆的変化過程
に関する経験的認識に基づいてお り,期 待されるパラメータの符号 は負 となる。また自治体の
産業立地政策に関する変数については,他 で行なわれたアンケー ト調査の回答に基づいており,
ここで工業 の振興を図ると回答 した市町村では.何 らかの優遇措置等が取られていたり,具 体
一100一
表3-5(1)住 宅立地モデルパラメータ推定結果(大都市通勤者)
住宅タイプ 持 家 借 家







































































相関係数 O.7456 O.7001 0.7196O.7810O.8025O.83930.8449
下段(')内はt値
表3-5(2)住 宅立地モデルのパラメータ推定結果(周辺地域従業者}
住宅タイブ 持i豪 借 家

















































































果よ り,全 般的に交通条件を示す要因の説明力が高く,労 働力条件を示すもの として取 りあげ
た周辺人口はこの レベルでは余 り説明力を持たないこ とが分る。
b)住 宅立地モデルの推定結果
住宅立地モデルにおいては世帯タイプを年齢階層4区 分,住 宅タイプ2区 分に分けることと
したが,世 帯主の年齢が24才 以下の世帯は所得制約等を勘案すると持ち家 を所有することは
ほとんど不可能 と思われ,そ の数も極端 に少数なため,こ の世帯タイプ はないもの として7区
分とした。さらにここでは大都市周辺地域であることを考慮 して大都市従業者 と地域内従業者
に分けて,計14本 のモデルを推定する こととした。住宅立地モデル も工業立地選択モデルと
同様に(3.3)式で表わされ,そ のパ ラメータの推定結果は表3-5に 示 しているが.相 関係数
は地域内従業者に関するモデルが0,7001～0.8449,大都市従業者に関して0.8535～0.9
474と全休的に良好な再現性 を有 しているといえる。ここで地域内に従業する24才 以下の借
家世帯は立地可能面積の代 りに市街地面積 という指標を用いているが.こ れ は田畑等の空閑地
に新築 される住宅 よりも,市 街地内にすでに立地 して空家 の発生する可能性 のある借家に入居
することの多いこ とを示 しており,世 帯 タイプの特性を勘案 しても十分納得できる ことである。
ここで道路面積や公園面積等は基盤施設の整備水準を表わすものである。 また開発戸数,開 発
面積は1ha以 上の大規模住宅開発によるものを用いているが.こ のような開発行為は,民 間
によるものであっても行政当局による指導や規制が効果を発揮するため計画的に行われる可能




ュレーシ ョンモデルにより計算を行 った場合の現象再現性 を検証するこ ととする。
土地利用モデルの計算プ ロセスについては3-3-2で 説明した通りであるが.図3-5に
はこれをフ日一チ ャー トとして示 している。こ のモデルで は地域整備手段による立地条件を説
明要因としてまず地価モデルにより地価を推計し,こ れと各活動の支払い上限地価 を比較する
ことにより各活動ごとの立地可能面積を算定する。続いて立地可能面積 とその他の立地条件を

































立 地 可 能 面 積 の 輝 定
Si








立 地 酉己分 計 算
Yes〈・ω ・D・㈲ ≦A・ω?>HOi
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1 食料品,煙草製造業 等 0,825
2 金属製品製造業 等 0,758
3 電気機械器具製造業 等 0,695
4 繊維製品製造業 等 0,839
5 一般機械器具製造業 等 0,815













このようなモデルに泉州地域 における1975年 の立地条件.お よび1975～1980年
の閤の稔活動立地量を入力 して当該期間中の活動分類別ゾ ーン別立地量を計算 した。表3-6




a)泉 州地域 における社会経済活動 と土地利用の現況
泉州地域は大阪府の南西に位圏 し図3-4に 示 したように7市5町 からなる地域である。こ
の地域の産業は古 くから繊維工業を中心に発展 し,高 度経済成長期には泉北地域の臨海部に大
規模なコンビナートが建設され,鉄 鋼,石 油化学 とい った素材型工業が展開 した。人 ロの集積
に関 しては,大 阪都市圏内の可住地人口密度の分布を示 した図3-6を 見ても分るように,中
心都市である大阪市からほぼ等 しい距離帯 にある他の地域と比べててみる と未 だ低い水準にあ
る。土地利用の現況を謂べると図3-7に 示すように市街化区域 においても田畑などの空閑地
が多 く残 されていることが分る。 しか し泉州地域では,近 年活発な住宅地開発が行なわれてお


























工業立地に関する整備手段 としては,A工 業団地な ど立地条件の整備された用地の供給,B
高速道路のインターチェンジの設置,C地 域内幹線道路の整備による輸送条件の向上,D自 治
体による誘致政策,を 取 りあげた。
分析に先だ って,計 画案作成の与件事項 にっいて設定 しでおくこ ととする。計画目標年次は
1980～1990ま での10年 間とするが,こ の期間に泉州地域 で工業開発 は60ha,幹
線道路は総延長で40kmを 上限として整備が行われ,高 速道路のインターチ ェンジは3箇 所
に建設されるものとする。図3-8は,泉 州地域 における道路網と整備対象路線について図示
したものである。
















大阪府平均 16360 89.8 55.7 78.587.8 17.4 57.3
泉州地域 1683 89.336.580.7 54.1 9.6 38.9
注〉都市計画道路整備水準一供用部分の都市計画道路延長/市街化区域面積
都市計画道路供用率當供用部分の都市計画道路延長/計画部分の都市計画道路延長

















エンジ設置案。および地域内道路整備は,最 寄 りのインターチ エンジまでの距離 ・最寄りの幹
線道路 までの距離をそれぞれ変化 させる。
3_4で 述べたプ ロセスに従 って,ま ずこれ らの各政策手段を要因としてL81直交表に割 り
つけ,こ れらの各ケースについて図3-1の 土地利用モデルにより第1次 のシミユレーション
実験を行い.(3.24)式に示 した総効用の値を計算 した。以下,シ ミュレーシ ョン実験 というの
はこの土地利用モデル による計算のことを指 すものである。続いて実験結果について分散分析
を行い.総 効用の値 に対する各整備手段の寄与率の大きさや整備手段の閻の交互作用 に関 して
検定を行った。結果を表3-8に 示 すが,寄 与率の大きい順 に並べると高速道路 インターチェ


























候補地点はル ート上の各市町村 に1箇 所ずつ設置 することにすると表3-9に 示す5地 点で,
このうち3箇 所に設置 されるのでその組合せの数は10通 りとなる 。この10通 りの代替案に
ついてシミュレーシ ョンを行 った結果は表3-9に 示 しているが,こ れ より評価指標値が望ま
しい値を示 したケース1,4,5,の3つ の代替案に絞りこむこ ととする。
次 に工業地開発案を作成するが.こ こでは対象地域31ゾ ーンの中か ら開発拠点を4ゾ ーン
抽出 し,こ れら4ゾ ーンにおける開発規模の組合せを工業地開発案 とした。開発拠点の抽出方
法は,開 発可能なすべてのゾーンにおいて一定規模(10ha)の 開発を行 った場合のシミュレ
ーション実験を行い.そ の結果,開 発効果(す なわち単位規模あたりの効果の上昇)の 大きな







総効果和泉 岸和田 貝塚 泉佐野 泉南
1 ○ ○ ○ _, 一 582941② 10536②
2 ○ ○ 一 ○ 一 617913⑦ 9961⑥
3 ○ ○ } 一 ○ 589421③ 9749⑧
4 ○ 一 ○ ○ 一 602077④ 10689①
5 ○ 一 ○ 一 ○ 573593① 10477③
6 ○ 一 一 ○ ○ 608565⑥ 9621⑩
7 一 ○ ○ ○ 一 633848⑨ 10136④
8 一 O ○ 一 ○ 605364⑤ 9924⑦
9 一 ○ 一 ○ ○ 640336⑩ 9267⑨







この場合の実験計画は表3-10に 示す通 り4ゾ ーンにおける開発と,上 で絞 りこんだインタ
ーチ エンジ設置案とを組 合せた効果を調べるためのものであるが,工 業地開発規模 の水準の設
定にあた っては,各 ゾーンにおける開発可能面積の制約を考慮 して最大値 を決め,最 小値(=
0)と それらの中間値を含めて3水 準 とした。なお表3-10に おけるゾーン番号 は図3-4
の番号と対応 している。実験計画に従 ってシミュレーション実験を行い.実 験によ って推定さ
れる効果の近似式(3.28)によりすべての組合せにっいて代替案の効果を求 めた。このすべての
組合せの中か ら与件事項 として設定 した制約を満たし,か つ効果の大きな高速道路IC設 置と
工業地開発の組合せ代替案を求める と表3-11に 示 す通 りである。さらに下位 の要因につい
ては岡様の手順で分析を行 うが,説 明は省略 することとする。
表3-10 IC設置案と工業地開発の組合せ
に関する実験計画
















注)*ゾ ーン閥o.を示 す(図3-4参 照 〉


















































住宅立地 に関する整備手段 としては.A住 宅地開発 による宅地 の供給,B交 通施設整備によ
る通動その他の交通条件の改善,Cバ ス路線の整備等による駅までのアクセス時間の短縮,そ
して基盤整備水準に関わるもの としてD公 園整備,生 活道路の整備を取りあげた。これら政策
手段と,モ デルの説明変数 との関係は次の通 りである。住宅地開発に関 しては,工 業地開発と
同様に立地可能面積 を加算する とともに,こ のような大規模開発の場合,一 般に生活関連施設
の整備水準が高いので,こ れを反映 した変数である住宅地開発面積 とい う変数に開発規模を与
えることにより影響が及ぶ。次 に交通施設整備 は,図3-8に 示すネ ットワーク上の所要時閤
を求め,こ れを通勤時間 という変数 に代入する。アクセス整備は,各 ゾ ーンの アクセス時間/
距離の比を求め,こ のうち最も小さな値を 目標値 とし.現 状値 との間に2段 階のアクセス時閻
を設定する。公園,お よび道路整備も同様に,道 路あるいは公園面積/市 街地面積の比が最も
大きなものを目標値 として,現 況値 との閤に2段 階設定する。
各整備手段 を要因とし,こ のなかでできるだけ排他的な三つの組合せを水準 とする実験計画
を作成して・前節と同様 にL81直交表に割 りつけて・シミュ レーション実験を行 った。分散分
析の結果は表3-12に 示すが.整 備手段 の効果 としては住宅開発と交通施設の整備が大きな
寄与率を示 した。これらの要因に比べて,そ の他の要因は統計的には有意であるが寄与率も圧
倒的に低 く,ま たこれらは上記の要因 と比べて ローカルな性格が強く,計 画の階層 レベルの異
なる整備手段である と考え られる。従 ってこれらの整備手段 は総効用 とい う比較的マ クロな評

























作成を行 うよりも,整 備水準 に関する現況分析 に基づいて別途検討を行う必要があるもの と考
えた。
続いて上記の結果に基づいて,寄 与率の大きい交通施設整備,住 宅地開発 の順 に分析 を進め
る。交通施設整備に関 しては表3-13に 示 した8本 の計画路線 に関する整備の有無を二つの
水準 とする実験計画 とした。これらの計画路線の具体的位置は図3-8に 示 した通 りであるが,
計算の結果,表3-14の よ うな三つの交通施設整備案が絞 り込 まれた。次はこれ に住宅地開
発案を組合せた実験計画を作成するが,こ こで住宅開発 に関する実験計画 は工業地開発につい
て行 った方法 と同様に選びだ した4つ のゾーン(図3-9参 照)に おける3水 準の開発規模を
設定 した。分析の手順は工業立地 について行ったものと同様で あるので説明は省略 し,最 終的
に絞 りこまれた三つの交通施 設整備案 と五つの住宅開発案(そ れぞれ表3-14.お よび16)
の組合せに関する計算結果を図3-10に 図示する。図より住宅立地 の場合交通施設整備 と住
宅地開発との間に交互作用が存在することがわかる。
表3-13交 通施設整備案に関する実験計画
疲 線閥o,要 因 水 準 路線延長
1 金熊寺男里線 整備の有無 3,8km
2 貝塚中央線 〃 3.5km
3 磯の上山直線 〃 7,8km
4 和泉中央線 〃 6,8km
5 岸和田土生郷修斎線 〃 4.Okm
6 大阪岸和田泉南線 " 14.Okm




































































































①高速道路IC設 置案としては和泉,員 塚,泉 佐野の3箇 所に設置する案が工業活動の側面か
らは望 ましい 。
②工業地開発案 としては貝塚,泉 佐野.和 泉において開発する案が望 ましい。
③ 交通施設整備案 としては,大 阪岸和田泉南線,泉 州山手線 といった内陸部を縦断する路線と,
貝塚市.岸 和田市において内陸部へ と横断する路線の整備を組合せたケースが,設 定 した総整
備延長40k旧とい う制約の下で最も望 ましい結果を示 した。
④住宅 開発と交通施設整備の間には交互作用が強 く働 くため,そ れぞれが整合のとれるように
組合せ られる とより大きな効果が得 られる。特に,和 泉市の丘陵部と熊取町において開発を行
い,③ に述べた交通施設整備案を組合せた場合 が最も望 ましいということが判明 した。
3-7結 語
本章では,大 都市周辺における土地利用計画の合理的策定をめざして,主 として土地利用モ
デルの開発と,実 験計画法を応用 して土地利用モデル によるシミュレーシ ョン分析を効率的に
行 うための方法を開発するとともに実証的分析を行 った。以下では,本 章のまとめ としてここ
で得 られた成果について要約することとする。
(1)市町村を3～4つ に分けたゾーンレベルの土地利用を対象 として,各 種地域整備手段の効
果を把握するための土地利用モデルを作成 した。ここでは各種活動主体の立地選択要因を多く
取 りいれた集計ロジッ ト型の立地選択モデルを用いてお り,ま た地価を立地行動の制約要因と
して考え,地 価負担能力に応 じたゾ ーン別立地可能面積を求めることによ って地価と立地行動
の複雑な関係をモデルに反映させるように した。
(2)泉州地域における実際のデ ータを用い て上記の立地選択 モデルのパラメータの推定を行っ
たところ,多 くの政策変数を有意な説明要因と して とりいれることができ,ま たシミュレーシ
ョンモデルにより現況再現を行 ったところ,良 好な結果が得 られた。
(3)大都市周辺地域 における比較的詳細な土地利用計画を対象 として多種多様 な整備手段間の
交互作用を考慮 しつつ,膨 大な組合せ代替案の中からシミュレーション実験を通 じて望 ましい
案を抽出するため,実 験計画法を応用 してモデル分析を効率 的に行う方法を提案 した。
(4)作成されたモデルと上記のモデル分析方法を泉州地域 における‡地利 用計画問題 に適用 し
てケーススタデ ィを行 った結果,高 速道路インターチェンジ設置案,工 業地開発案,幹 練道路
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整備案,住 宅地開発案の望 ましい組合せに関する計画情報を得ることができた。すなわち工業
活動に関しては,和 泉,貝 塚,泉 佐野に高速道路インターチ エンジを設置し,貝 塚,泉 佐野,
和泉において工業用地を開発するとい う組合せが望ましく,住 宅立地に関 しては,和 泉市の丘
陵部と熊取町において開発を行 い.大 阪岸和田泉南線,泉 州山手線とい った内陸部を縦断する
路線と,貝 塚市,岸 和田市において内陸部へと横断する路線の整備を組合せたケースが望 まし
い結果を示 した。特に住宅開発 と交通施設整備の間には交互作用が強 く働くため,そ れぞれが
整合のとれるように組合せる必 要性が高い.提 案 した方法によると,た とえば住宅開発案と交
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であるが,都 市における物的構造物 は一旦建設される と数 十年あるいは百年 を超える寿命を持
っのに対 し,そ こで営まれる人間の諸活動は短いもので は数年 というサイクルでめまぐる しく
変化発展するものである。従 って時閤の経過 にともない活動 と物的構造物との間の不整合が拡
大することは必至であるが.そ れにも拘らず長期間にわた って発展に見合 った新陳代謝や整備
がなされなか った場合,こ のような矛盾を速やかに解消するため,都 市再開発が大きな役割を
果すことになる。
都市再開発の起源は19世 紀末から今世紀初頭といわれ,欧 米の近代都市計画の出発点にお
いて重要な地位を 占めたスラムクリアランスに発するものである。その後.こ れは拡張 されて
広義の再開発として都市更新(UrbanRenewal)と定義され,1958年にオランダのハーグにおい
て開催された都市再開発 に関する第1回 国際会議において,再 開発(Redevelop旧ent),修復
(RehabiIitation),保全(Conservation)という三つの内容を含むものとされた。
上述 したような各種の再開発方法は対象 とする問題の特性 に応 じて選択されるべきものであ
るが,既 成市街地における市街地整備 には次に述べるように大き く分けて二つの要求がある 。
一つは都市が発展を遂げる過程において,都 市構造上重要な位置にあるにもかかわらずそれに
ふさわ しい機能を有 していない市街地,た とえば交通の結節点として円滑な交通処理が必要で
あり,ま た高度な都市活動を本来期待できる鉄道駅周辺や都市活動の変動がはげ しいにもかか
わらず時代の要求 に応え られず活力の低下 しつつある既存の商業地等における緊急な市街地構
造の改造,も うひとつは高度成長期 における無秩序な都市開発の結果形成され,現 在木造家屋
の密集による防災性の低下 と居住環境の悪化が問題とな っている市街地 における改善要求,で
ある。
前者は経済的観点からの要求であ り,企 業的採算性 に乗りやすく,ま た区域の面積も限られ
るため,再 開発的手法が採用される場合が多い.し か し後者は社会福祉的観点からの要求であ






商業地整備の問題を取りあげることと し,も う一つの住宅市街地整備 に関 しては第5章 におい
て取 りあげることとする。
4-1-2本 章の目的 と構成
商業施設は市民生活に密接 に関わるものであり,ま たそれ らの集積する商業地は都市構造上
か らも中心的位置を占めるものである。しかし大都市圏の一部の既存商業地で は,消 費者行動
の変化,あ るいは都市の急速な成長 に既存の商業基盤が対応 しきれず,増 大 した消費需要が他
地域へ流出することによりその地位 を低下させつつあ り,そ れにともな って買物 トリップの長
距離化,地 域商業の衰退等,地 域社会にとって好 ましくない問題 が起こ ってお り,早 急な商業
地整備が望まれている。このような現状に対 して個々の商店の経営努力のみで は大きな効果が
期待できないため,間 題解決 には商業地全体 としての根本的な体質改善 が必要である。
このように緊急な整備が要請 される大都市圏の商業地においては都市再開発法による市街地
再開発事業が最も強力で効果の大きい整備手段 として大きな期待が寄せられている。しか し,
再開発事業は投資額も莫大であ り,そ の実施による影響の及ぶ範囲も広 く,ま た関連主体の数
も多い。また再開発事業 は広域的な都市戦略の一環と して行わ れる場合 も多いので,そ の実施
にあた っては個別事業単位の調査分析では不十分であ り,広 範囲な検討が不可欠である。特に
経済が低成長期に移行 した近年においては,再 開発事業の主要な財源となる保留床 の処分が予
定通 り進まず,事 業主休にとってはきび しい状況に追いこまれるケースが少 なくない。その原
因としては,既 存権利者 の転出の高さによる保留床の増大や.床 需要に対する誤 った予測等が
】
挙げられる。 本研究では,商 業地整備の問題を上述のような再開発の側面に焦点をあてて分
析することとする。ここでは,商 業地整備を考える上で広域的分析が可能な,一 定 のまとまっ
た地域を対象とし,そ のなかで再開発に関わる主体 として,消 費者,小 売業,事 業主体に着目
する。そ して地域空間における各主体の行動を,そ れぞれ商業地選択モデル,小 売業立地 モデ
ル,事 業主体の資金計画モデルとして定式化 し,こ れ らモデルを連動させた複合的な商業地再
開発モデルを用いて,再 開発 により顕在化する床需要 と整合のとれ,地 域の小売業や消費者に
とっても望ましい再開発 の規模とその内容を見出すためのモデル分析を行うこととする。
以下.本 章の4-2に おいては本研究の分析の視点 を明 らかにするため,市 街地再開発事業
の概要.お よび商業地整備に関する従来の研究 を概観 した後.本 章における研究の全休構成に
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っいて述べる.続 いて4-3で は,商 業地選択 モデル,小 売業立地モデル,事 業主体の資金計
画モデルか らなる商業地再開発モデルの全体構成について明 らかにし,各 モデルの定式化,お
よびパラメータを推定する方法について述べる。4-4で はこのモデルを泉州地域へ適用 し,
各モデルのパラメータを推定 した結果および現象再現性の検討を行う。さ らに4-5で は推定
されたモデルを泉州地域における再開発計画問題 に適用 し,再 開発事業における保留床の構成,
規摸に関するモデル分析 を行うとともに,こ れに影響 を与える住宅開発案,交 通施設整備案,
事業実施にともなう既存権利者の転出率に関する影響分析を行った結果に関する考察を行う。























②都市計画上特 に土地の高度利用を図る必要 がある区域 として,都 市計画法において高度利
用地区の制度を設け,都 市再 開発法に基づ く市街地再開発事業により,こ の高度利用地区内で
建築物の立体化 ・共同化,オ ープンスペースの確保,公 共施設の整備等を一体的に行 うこ とと
している。
③権利調整の手法 として,権 利変換方式(第 一種市街地再開発事業)お よび管理処分方式
(第二種市街地再開発事業)と を設けているが,い ずれの方式 においても従前の生活や事業を
同 じ地域で継続 しながら従前 の権利から新 しい権利 への移行が円滑に行なわれるような仕組み
とし,関 係権利者 の保護が図 られている。
④事業費 は施行者が負担することにな っているが,で きるだけ民間のエネルギーを導入する
ため事業施行者には個人,市 街地再開発組合,地 方公共団体,公 団等がなれるようにしている。
そ して道路,公 園等の公共施設の整備を併せて行う場合,こ れ らの費用 は管理者が提供 し,管
理者は国から補助金を受けることになっている。
⑤市街地再開発事業 によ り建設された建築物に,権 利変換 によ って,従 前権利者の床面積を
配分 した余剰の床(保 留床)を 第三者に譲渡 して得た利益を事業費の一部 に充てることによっ
て,事 業の採算性を確保することと している。





の防災化をはじめ として多くの役割が求められており,ま た住宅建設.公 益的施設の建設に関
連する事業に対する助成制度の設置により今後 は商業地整備にこのような内容を組合せたよう
な事業が行なわれることが期待されている。
4-2-2商 業地整備 に関連 する従来の研究
商業地整備に関わる従来の研究は,大 別する と消費者の商業地選択行動の分析および需要予
測,小 売業の立地 モデルの開発,再 開発事業に関しては,採 算性 の分析,地 区の現 況分析に基
づいた課題の列挙,再 開発の必要な地区の抽 出等が行なわれてきた。
消費者の商業地選択行動の分析は,ReiIlyのグラビティモデル に端を発 し,そ の後Huffによ
り確率モデルとして拡張された。Huffモデルは,個 々の消費者の商業地選択行動を説明する要
一120一
因として,① 目的地となる商業地の規模,② 買物のための旅行時閤を取りあげ,モ デル式を構
成したものである。以来このモデル は,商 業地固有の特性値を付加 したMCIモ デルへの拡張
など今日に至るまで種々の改 良と適用が積重ね られて,最 近では商業需要予測の際に広く用い
られるよう臆 ・ている4).さらに近年では瀕 者の行動メ加 ズムを反映するとともに,限
られたデータを用いて精度の高いモデルを作威できるなどの利点を持つ非集計行動モデルの適
用に関する研究が精力的に行 なわれるようにな って来た。特に非集計行動モデルの商業地選択
への適用に際 しては,選 択肢の数が多い という特有の問題があ り,こ の間題を克服するために,
選択肢集合の設定や選択肢のサンプ リング等の改良(た とえば森地,屋 井他5)など)が 試みら
れている。
しか し以上述べたように吸 引人口あるいは売上高 に関する推計精度は向上 したものの,次 の
段廠 これを床綴 に変換する際にはまだ多くの陥 を残して1、る.これに関して劇 、川6)が
適正売場効率 とい う考え方に基づいて床需要を算定する方法を示 している。しかし本質的にこ
の床需要は小売業の立地によるものなので,小 売業立地モデルによる方法が最も合理的な方法
といえる。







ルを開発 しているが.定 性的分析 には意義があるものの,分 析 レベルがテナン ト単位と細かす
ぎるため,こ れを集計化 して定量的情報を得ることは困難である。
以上述べたものとは視点の異なる商業地整備 に関するアプ ローチとして,消 費者の旅行時間
最小化,あ るいは消費者余剰最大化を達成 しうる商業施設の最適配置を求めるというモデルが
開発されているが 《た とえばCoelho,Wilsong),谷村10).奥谷11)など),立 地行動のメカ
ニズムを考慮 していないため,こ の様なモデル のアウ トプッ トには実現性がなく,再 開発によ
つて供給された床に対する立地需要を推計 するという本研究の目的には適応 しない。
次に再開発事業そのものに関する研究 は多岐 にわたっており,本 研究に関連するものとして
は,た とえば天野他12)が事業の仕組みに基づいて採算性の視点から再開発事業の施行可能な
地区を抽出することを試みているが,床 需要の動向を無視 してお り,ま た事業の実施 による地
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域社会への影響や望ましい再開発のありかたに関する視点が欠如 している。
以上概観 したすべてのアプ ローチは個別の問題 につ いての検討 に終始 してお り,実 際の商業
地再開発問題へ適用 して,そ の望ましいありかたを見出すための分析方法論 に関する考察 はほ
とんどなされていなか。た.こ れ礪 連 したものではR。y,J。h、,ss。n13)が瀕 者,4・売業,
デベ ロッパーという三主体を取りあげ,各 主休の行動をエン トロピー最大化行動 として記述す
るとともに,各 主体間の相互関連関係について考察を行 っているが,理 論的検討に止どまって
お り,実 用化の段 階にはない。
これらに対 して本研究 は,実 瞭の商業地再開発計画における床需要 と整合 のとれ,地 域社会
にとっても望 ましい再開発の規模 とその内容に関する定量的な情報を提供 しうるような実証的
研究が必要と考え,次 節 に述 べるような方法で研究を行うこととした。
4-2-3本 章の分析方法の概要
本研究で は大都市周辺地域 における核的役割を果す商業地の再活性化が重要課題 とな ってい
る地域 を取りあげる。その際,単 に再開発事業を実施 する地区のみを分析の対象 とするのでは
な く,買 物行動を通じて一定のまとまりを持 った地域を分析対象地域 と考え.当 該地域におけ
る望ましい商業地再開発の在り方について分析を行 うものである。前述 したように本研究では,
再開発事業の実施は,事 業主体のみな らず消費者の買物行動 と小売業の立地行動に大きな影響
を与えると考え.商 業地再開発における重要な主休 として,こ れ ら消費者,小 売業,事 業主体
をとりあげる。再開発事業の事業主体としては,例 えば第一種再開発事業の場合,地 方公共団
体,公 団,組 合,あ るいは個人が施行者 とな りうるが,本 研究では事業主休 として公共団体を
考えることとする。
本研究で取りあげる各主体の間には図4-1に 示す関連関係 がある。すなわち,ま ず消費者
は日常生活に必要な財を小売業より購入 し,そ の対価を小売業に支払 う。そ の際消費者は自ら
の効用を最大にするような商業地を選択 すると考え られる 。次に,小 売業 は収入から経費を引
いた利潤を最大化するような地点を選んで立地すると考える。ここで収入は消費者によって支
払われる売上であり,支 出は従業者に支払う賃金,立 地のための床価額等である。
事業主体は.事 業によ って建設された床を売 却することによ って事業収入を得るが民間のデ
ベ ロッパーの場合,こ の事業収入から用地費,工 事費などの事業費を引いた利潤を最大化する
ように床の規模,用 途を決定するであろう。しかし本研究では事業主体 として公共団体を考え
ており、この場合,事 業による利潤を追及する よりも,地 域社会 にとって望 ましい事業のあり













係わ っている。商業地再開発の場合,よ り多 くの消費者を吸 引することにより小売業の売上げ





















4-3商 業 地 再 開発 モ デル の 概 要
4-3-1商 業地再開発モデルの全体構成
前節で述べたように本研究では商業地再開発問題における重要 な主休 として消費者,小 売業,
事業主体を取 りあげているが.こ こで はこれらの主体の行動を明示的に取扱 った複合的な商業
地再開発 モデルの全体構成 について明らかにする。
モデルの全体構成は図4-2に 示 す通りである。モデル の入力変数 としては夜間人口の分布,
交通施設の整備水準等がある。また再開発計画 に関わる入力変数 としては商業床の規模,価格,




り多 くの消費者を吸引するこ ととなる。商業地選択モデルのアウ トプ ッ トは商業地 ごとの買物
トリップ集中量 と評価要因の一つ となる消費者余剰である。
小売業立地モデルは入力変数である商業床 の規模から求 まる立地可能床面積,価 格,お よび
商業地選択モデル により求 まる買物 トリップ集 中量を入力情報 としてアウ トプ ッ トである商業
床需要を求める。これ ら商業床の規模,あ るい は買物 トリップの吸引量の増大は,小 売業にと


















最後 に,事 業主体モデル は商業床需要に基づいて事業の採算性を求めるモデルである。事業
の採算性を検討する場合,保 留床の利用構成,保 留床の商業目的以外の需要,従 前権利者の転
出率は重要な検討項目である。ここで保留床の利用構成は計画変数であり,商 業目的以外の床
需要についてはこれらの立地モデルを別に作成することとするが,厩 存権利者の転出率に関 し




ー般に消費者の商業地選択行動 とは,生活物資 を購入するための貿物 トリップの目的地を選
択する行動と言えるが.こ れらは日常的買物行動 と非 日常的買物行動に分類される。前者は最
寄り品の購入を目的 とするもので,そ のほとんどは徒歩範囲にある近隣の商店で買物をするも
のと考え られる。後者は買回り品の購入を目的 とするもので行動範囲が広く,ま た商業地の魅
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力等が大きく影響 するもの と考え られる。
再開発による商業地整備は単に事業を実施する地区のみで はなく広域的な影響を持ち・特に
行動範囲の広い非日常的買物行動 と密接な関連を持つ と考えられる。そ こで本研究では・主 と
して非 日常的買物行動をモデル化の対象 とする。
本研究の分析に用いる商業地選択モデルにおいては,
①再開発事業を対象 として,種 々の政策変数 による事業の効果を検討するために,商 業地の規
模 はもとより,大 型店の割合,用 途,駐 車場面積等多様な商業地の魅力 に関する変数を取 りこ
み,商 業地の量的,質 的整備に対する効果 を計測できることが望ま しい 。② ここでモデル構築
のために利用 可能なデータはパ ーソン トリップ調査によるサンプルデータであるが.本 研究の
ような比較的細かいゾーン単位で買物行動を把握するためにはサンプル抽出率 の関係上ゾーン
間 トリップに関して信頼できる集計データを得るこ とが困難である,と い う問題がある。
これに対 して本研究で は,消 費者の効用最大化理論 による行動メカニズムを内蔵 しているた
め①の条件を満た しうること,お よび② に述べたような限 られた数のデータに対 しても精度の
高いモデルを構築できること等を考慮 して.商 業地選択モデル として非集計 ロジッ トモデルを
適用 する。
以下 に本研究で用いる商業地選択モデルを定式化する。





として表現できる。ここで,Unjは消費者nが 商業地 」を選択 した時に得 られる効用である。
従来の商業地選択行動に関する研究を参考 にして,こ の効用が商業施設の品揃えに関する代理
指標である商業地規模,規 模以外に商業地固有の特性による魅力,お よび商業地への トリップ













に選好の差異がないものと仮定 し・添字nは 省くこととする・また ・,jは調 人ごとに齪 す
るよりも,居 住地区やゾ ーンごとに定義することになるので.居 住地を示す添字iを 用いて
Cijと書きなおすこととする。これらの具体的な形は,説 明要因 と未知のパラメータの線形結
合で表わされる。





ゾーンiに 居住する消費者が買物先 として商業地 」を選択する確率Pijは
wfex・(・」 一 ・ij)(4 .4)
Pij=卿
(・ビ ・ik)
となる。居住地iに おける買物目的の発生 トリップ数をOiと すると。iか ら商業地jへ の買





















また営業経賀としては,商 品の仕入れ費用,従 業員への賃金,商 業床を賃貸あるいは購入する















ここで新規の小売企業の立地量の増加は消費者にとっての魅力を増大 させ ,よ り多 くの買物
客を吸引することになるため.当 該の商業地の立地企業全体の販売額を増加 させるが,増加の
割合いは逓減する。従 って,こ れを規模で割 った単位規模当たりの販売額,お よび利潤は図4
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一3に 示すように減少する。図における δは小売業を存続 させるために最低限必要な利潤水準
を意味する 。各商業地には新規の小売業が参入 することになるが,こ こでは最終的にどの商業
地においてもδに達 するまで立地が進行 した場合,こ れ以上の立地が不可能であり,こ のδに
相当するWjが 均衡状態 における小売業 の立地量であると考えられる。
次に地域内において小売業の立地や消費者の買物行動 は閉じているわけで はなく,消 費者は
地域外の商業地へ買物にでかける場合が多い 。この場合は地域外 にあってこれら消費者 に財の
提供を行う小売業 が存在することになるが,こ れら小売業 は本来地域内に立地 し,サ ービスを
行うべきものであるにもかかわ らず地域において前述の小売業の立地均衡状態 となっており地
域内において適正な利潤を得ることができないため他の地域に立地 しているものと考えること
ができる。本研究では地域外 にあ って利潤水準が δであ り,利 潤が立地企業数に対 して常に一
定でδという値を持つ架空の商業地を考えるこ ととする。つまり,図4-3に おいて地域内で
立地が進みすべての商業地における利潤水準が δに下がるまで立地 した場合,も はや地域内へ
の小売業の新規立地 は不可能 となり,残 りは地域外 にあるこの架空の商業地に立地するもの と
考える。 しか し,商 業地整備により利潤曲練が上方にシフトすれば小売業の市場参入が起こり
当該の商業地で小売業の立地が進展 するであろう。大都市周辺地域の既成商店街では地域の顧
客が大都市の都心部 とい った対象地域外へ流出している場合が多 く,再 開発 によってこのよう
に流出する顧客をできるだけ地元の商店街に引止めるよう努める必要がある。
以上の考察は,小 売業 が自由に床を獲得できる とい う状況のもとでのものであり,実 際の市
街地,特 に既成市街地 においてはすで に何 らかの活動により空周が占有されており,小 売業の
立地が自由に行われることにより上述のような均衡状態が生 じているとは考 えがたい。すなわ
ち小売業に限らず活動の立地 のためにはそのための床の供給がなけねばならないが,新 規に床
を建設 しようにも市街地 においては諸々の制約のためただちに更新が進むわけではなく,そ の
ため床の供給量が均衡立地量以下であれば,図4-3(b)に 示すように床の供給量による立地
可能限界以上の小売業立地 は不可能であり,均 衡状態 とはかけ離れた状態になることが十分あ
りうる。以上の考察より本研究 における小売業立地モデルにおいても,立 地可能な床面積の制
約を取入れたような形式にする必要がある 。またこのことより既成商業地の中でも本来高度な
土地利用が図 られ,よ り多 くの小売業が立地すべき地区でありながら,上 述のように立地の前
















繕 の 繍 の1＼

















々の小売業や地点別の データの入手は困難であるが,商 業統計,事 業所統計等のセンサスデー
タによりゾーンご との集計デ ータは得 られること等を考慮 して集計型ロジッ トモデルにより小
売業立地モデル を定式化 する。い ま対象地域で商圏が閉 じていると仮定 した場合に今後の地域
内人口の増加等 による消費者の需要を満足するのに必要な小売業立地量をTWと し,ま た対象
地域内にN個 のゾ ーンがある とすれば.小 売業立地モデルは対象地域外へ設定 した架空の商業











である。モデル作成にあた っては,実 際にAN+1の値を特定できないので,δ の値そのものを
推計する事 は困難であることを考慮 して,δ+γlnA幣1を 一つの定数 として推定すること
とした。
ここで式(4・1・)において販売額SAL[」は吸引買物 トリ・プ数Djの 関数であり・また式(4・4)
















業者数であ り,WiはTWの うちゾ ーンiに 立地する従業者数である。そ してRiは 地域内へ
新たに立地する小売業従業者のうち,ゾ ーンiに 立地 する割合いを示 しており,式(4.10)に示
した通りである。
先に述べたようにこの小売業立地モデルは右辺と左辺に同 じ変数である新規立地従業者数
Wiを 含んでいるため,こ のWiは 不動点 として求められね ばな らない 。しか しここでは通常
の方法により求めたパラメ ータの推定値 と説明変数の側にあるW・ を入力 して求めた左辺のJ
Wjが 右辺のWjと 等 しくなるという保証はないので,モ デルの定式化 と矛盾 が生 じる。
そこで本研究で は,最 尤法による推定の際 に用いられる囲ewton-Raphson法の繰返 し計算にお
ける各ステップにおいて両辺のWjを 一致させるメカニズムを付加 する ことと した。具体的な
アルゴリズムは次の通りである。






手順1:ス テップ数を1つ 進め(k=k+1),wk"1,βk-1を用いてβkを 推定する。
βk一 βk-L▽L(βk-1、Wk-1)/▽2L(βk-1,Wk-1)(4.14)
ただ しL(βk・wk)は 第kス テ・プ轍 ・て求まるパラメータ推定値 βk(β1.β2.
…・β,)・ および従業者数分布wk(W1,….WN 、1)を尤度関数(4.13)に代入 したもの
である。また▽Lは δL/δ β,▽2Lは δ2L/δ β2を 表 す。
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手順2・ βk,wk-1を 式(4.1・)の右辺 に代入 して従業徽wkを 勅 る.し かし前述 した
ようにこのβkに 対 して勅 られたwkが 右辺に含 まれるwk-1鷹 しくなるとい。た保証 は
ない。そこで,以 下の要領で右辺 と左辺のWが 等 しくなるとい う条件のもとでのパ ラメータの
推定値を求めることとする。




手順5:lwk_wk'}<ε(ε:許 容誤差)で あるか否か判定 し,異 なる場合にはwkuを
wkと 置換えて,手 順3に 戻る。
手順6:手 順3か ら手順5に よ って求まった小売業従業者数はパラメ ータβkの もとでの不
ネ
動点であるが,こ れをWと 置換える 。
手順7:W*が パ ラメ_タ βkを 推定する際に用いたwk-1と一致するか判定する。一致 し
ない場合 βkはWの 不動点に対 して求められたパ ラメ_タ とはいえないので,
wk'1=W*
と置換えて再び手順1に 戻る。
手順8:βkが 収束 しているか判定する。収束 していれば終 り,収 束 していない場合には,
k_k+1,wk=wk'1と 置換えて手順1に 戻る。




設定されてきたきらいがあ り保留床の処分が予定通 り進 まず,事 業の収支を悪化させるという
事例は少な くない.近 年のように,都 市財政が逼迫 してきているような状況のもとでは,再 開
発事業の採算面から見た成立可能性に関する検討 は不可欠である。また一般に,再 開発事業は
商業床の提供のみを目的とするばか りでな く,同 時に新規の住宅床を提供するなど複合的な目
的を持 っている場合が多い。そこで,図4-4に 示すような事業主体の資金計画モデルを用い
て商業以外の床用途も含めた事業の採算性を検討することとした。本モデルのインプ ットは事






















売業立地モデルで求めた商業床需要および商業以外の保留床需要である 。本 モデルでは,ま ず
転出率(パ ラメータ 〉が与え られる と転出者に対する用地費,補 償費,お よび事業 へ参加する
権利者が入居するための権利床面積 が求まり,こ れに保留床面積を加算 した建築床面積 により
工事費が計算される。一方,収 入は建設された保留床を売却 して得られる保留床処分金 と国か
らの一般会計補助,道 路整備特別会計補助である。ここで,一 般会計補助には保留床に住宅と
公益施設を一定割合以上建設する場合 につ いての優遇措置が有 り,保 留床の用途構成は事業の
採算性に大きな影響を及 ぼすこととなる。また,転 出率 が上昇すれば権利床面積が減少 し.従
って保留床の割合が大きくなるため事業の採算性は悪化する。このモデルでは転 出率 と用途構





































小売業の立地モデルに関しても同様 に次のような数理計画問題 として定式化で きる。いま商
業地選択モデルにより得 られ た吸 引 トリップ数
Dj=弄Sij







さて,こ れまで繰返 し述べてきたように,消 費者,小 売業の両者の行動は密接な相互依存関
係を有 しており.従 っていま上で定式化 した二つρ数理計画問題 も独立に求 まるものではない。
そこで本研究で はこれら両者の相互関係を一種のゲーム と見な して,以 下の考察を進 める事
とする。ここでは式(4.16),(4.17)によって表される消費者の行 動に開する数理計画問題を闘
題1,式(4.21)によって表される小売業の立地行動に関する問題を問題2と 呼ぶこととする。
い ま消費者,小 売業をゲ ームのプ レイヤーとすると,消 費者の買物流動パ ターンSijおよび
小売業の立地パ ターンWjが 各プ レイヤーの手である と考える。
ここで消費者と小売業の行動についてより詳 しく考察 する。小売業は立地決定の際,な んら
かの形で売上の予想,す なわ ち自らの立地に対する消費者の動向につい ての見通 しを立てたう
えで立地するが,消 費者は,店 舗が開設されてはじめてそ の小売業の存在を認知 し,そ の店で
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されている。いいかえるとゲ ームにおいて,小 売業 は消費者の目的関数や制約条件に関するす
べての情報を持 っているが.消 費者は小売業が示す戦略 すなわ ち立地パターンに対 して自己の
目的関数すなわち消費者余剰を最大にするように行動するのみである。
この様なゲームの均衡解 は,小 売業を先手,あ るいは上位のプ レイヤー(1eaderL消費者
14)を下位のプ レイヤー(follo脚er)とするStackelberg解と呼ばれる。





















小売業 の自由な立地や消費者の行動を許 している場合 にはパ レー ト性を達成し得ず 、小売業.
消費者双方に とって望 ましくないような結果が生 じる可能性がある。問題1は 問題2の 実行可
能解Wjが 与えられた飴 ・そ れ耐 応 し撮 解 を勅 る踊 とな ・ている・すなわち澗
題2の 実行可能解をパラメ トリックに変化 させることにより問題1の 解は図に示すような稜線
sに沿って変化する。この場合,立 地均衡解は問題2の 目的関数を最大 にするような軌跡上の
点(点C)と して求 まる。
したが ってこのような場合,上 位プ レイヤーである小売業がゲ ームの主導権を握 っていて,
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小売業にとって望 ましい立地パ ターンを先に決定で きる。すなわちStackelberg解は,問 題2
すなわち小売業の目的関数を最大 にするようなメカニズムで求 まるため,等 高線 と稜練の位置
関係によっては低い水準の消費者余剰 しか達成できない場合がありうる。この場合.な んらか
の形で公共主体が介入することにより小売業の立地行動を誘導制御 し,消 費者にとってより望
ましい状況に改善する必要があるといえる。さて,上 で考察 したように公共主体の操作 できる
政策手段の内,小 売業の立地行動に影讐を及ぼす要因として,床 面積Aj、 商業地での営業コ
ス トrjが ある。すなわち市街地再開発事業による商業床の供給 によ り公共主体は営業 コス ト
rj.床 面積Ajを 制御 しうる。そこでPj,Ajを 変化させて問題2の 等高線を変化 させる
ことにより,Stackelberg解を問題1の 解軌跡sに 沿 って現状の値か ら点Aの 方向へ移動させ
ることができれば消費者余剰を改善することができる。 しかし言うまでもなくrj,Ajは
自由な値を取 り得るわけでなく,事 業主体モデルによりその実行可能性(採 算性)が 保 証され
ていなければならない 。
以上の考察により,本 研究で提案する商業地再開発モデルを用いた分析で は,小 売業の適正
利潤水準 δを維持 し,ま た事業の採算性を保証 したうえで消費者保護の立場からより望 ましい
消費者余剰を達成 しうるような再 開発事業の内容(床 価格,規 模)を 求める ことが望 ましいと
考える。
4-3-6商 業地再開発モデルの計算アル ゴリズム
以上.別 々に定式化 した商業地選択モデル,小 売業立地モデル,資 金計画 モデルを連動 した
商業地再開発モデルの計算アルゴ リズムを図4-6に 示す。
モデルの入力変数は,夜 間人口の分布,交 通施設の整備水準,そ して既存権利者の転出率で
ある。また再開発計画に関わる入力変数 としては,商 業床の規模,価 格 ,保留床の利用構成で
ある。
ここで商業地選択モデルと小売業立地モデルは4-3-5に 述べたように,Stackelberg問
題とな ってお り,そ のため本研究ではこの様な間題構造 と整合 した計算方法により消費者の商
業地選択行動と小売業の立地パターンを計算する必要がある。
Stackelberg閥題の定義に従 って商業地選択モデル と小売業立地モデルを書きなおす と,こ
れは上位問題である小売業 の総利潤最大化悶題 と下位問題である消費者の総消費者余剰最大化




































ここにW:各 ゾーンの小売従業者数Wj(j=1,2,..」+1)を要素 とする 閥+1次元ベク トル





(4.24)式を見ると,こ れは与えられたWに 対する下位問題の最適条件であ り,S(W)は そ
の解である。すなわちStackelberg問題は下位問題の最適条件を一つの制約条件 として上位閤
題の目的関数(4,22)式を最大化するWを 求める問題である。
この問題の解法は次に述べる通 りで ある14)。まずwk(kは イタ レ_シ ヨン番号 》が与え
られたとき.こ れに対応するS(wk)は,(4、24)(4.25)式に示す下位 問題の解 であるが,こ
のように勅 られたS(wk)を 上位 關(4.22)(4.23)式賦 入 して解 くことにより新たなW
k+1が勅 られる
.以上勅 られたwk+1がlwk+Lwkl<。(ε:諮 誤差)と なるま
で計算を繰返 し,収 束 した時点でのwkがStackelberg問題の解である。ここで下位問題の最
適条件は4-3-5に おける(4,18)～(4,19)式より,商 業地選択 モデル(4,20)式に一致するこ
とが示されてお り,上 位問題についても小売業立地モデル(4.10)式に一致 するので,結 局 これ
ら二つのモデルの反復計算 により求められた不動点がStackelberg均衡解となる 。
このようにしてWの 不動点が求められると,こ れを床面積 に変換 し,資 金計画モデルに入力
することにより事業収支が求められる。モデル分析では,そ れぞれの入力変数 と計画変数の組
合せ について,こ の収支が一致する再開発規模を求め,こ の規模 に対応する消費者余剰により,,
各計画変数の組合せの評価を行 う。
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4-4泉 州地域 への商業地 再開発モデルの適用
4-4-1泉 州地域 における商業活動 と買物流動 に関する現況分析




問題を扱うため,対 象とする商業活動は主に買い回り品小売業を,買 物流動 としては非日常買
物を目的とする トリップ に限定 して以下の分析 を進めるこ ととする。商業活動の集積状況と し
ては大阪府にあける事業所統計(昭 和50年,53年,56年)および商業統計(昭 和49年,昭和54






パ ーソン トリップ調査からはサンプル となる各個人の属性およびその居住地,お よび特定の一
日の トリツプに関する情報を得ることができる。 しか しトリップの着地 としては,市 町村をそ
の規模 により2～7つ に分割 した大きさのパ ーソン トリップ4桁 ゾーンで しか得 られないので,
分析の最小単位 としては4桁 ゾーンとせざるを得ない。そ こでメツシ ユデ ータを4桁 ゾ ーンに
集計し商業活動の集積状況に関しても買物流動 と同様に4桁 ゾ ーンレベルで現況分析を行 った。
泉州地域のゾーン区分は図4-7に 示す通 りである。
泉州地域の貿い回り品小売業の販売額のゾ ーン別分布 を図4-8に,非 日常買物目的の吸引
トリップ数のゾーン別分布を図4-9に 示す。また表4-1は 非 日常買物 目的の吸引 トリップ
数 と買い回 り品販売額.店 舗数,小 売業売場面積 につい て上位のゾ ーンの累積シ ェアを示 した
ものである。これより泉州地域 における最も商業活動の集積の進んだゾ ーンは4桁 ゾーンコー
ド番号で4911(岸和田)で あ った。続 いて4831(泉大津),4941(泉佐野),4921(貝塚),
4971(阪南),4821(高石),4811(和泉),4915(岸和田 〉,4913(岸和田),4962(泉南)
が泉州地域では比較的買い回 り品小売業の集積が進んだゾ ーンであることが分か った。買物 ト
リップ数で は,大 阪および堺へ流出する トリップ数がそれぞれ11.2%,5.4%を占めており,
また上述の上位10ゾ ーンと大阪.堺 へ買物に出掛ける トリップの累積 シ ェアは87。3%になり,
その他のゾ ーンの吸引 トリップ数の内76、4%が内々 トリップであることを考慮する と,こ の1
0ゾ ーンで泉州地域の非 日常買物流動の大半をカバーしていると見なせる 。
4-4-2商 業地選択モデルのパラメータ推定
ここでは商業地選択 モデル推定のために行 った,a)サンプルデ ータの抽出,b)選択対象商業
地の設定,続 いてモデル の説明要因と して用いられるc)交通サービス変数,の 商業地の魅力に
関する要因のデータ作成について説明を行 った上で,商 業地選択モデルの推定結果を示す。
a)サ ンプルデータの抽出
本研究で用いる商業地選択モデルの推定 には1980年第2回 京阪神パ ーソン トリップ調査(以
下PT調 査と呼ぶ)に おける非日常的買物 目的の トリップを用いることとした。泉州地域にお
けるサ ンプル数は496個であ った。前節でも述べたようにPT調 査では居住地の住所 について
は明らかにされているが,ト リップの発地,お よび着地は市町村を3～4つ に分割 した4桁 コ
ー ドレベルのゾーンでしか得 られない。そこで後に述 べる交通サ ービスデ ータ作成 との関連に
よ り,本 研究では各サンプルの住所を地図上に落 し,こ れを500mメッシ ュに対応させて各サン
プルの位置はメッシュの中心点で代表させることとした。従 ってここで作成される商業地選択
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1 4911429 0,102 491124220670,114 4911 3723 O,091 4911 43921 0,09749112781 0,159
2 4831319 O,178 483123505330,225 4831 3750 0,178 4831 34760 0,1741* 1949 0,271
3 4941302 0,250 494118563930,313 4912 2705 O,244 4941 31962 0,24548311547 0,359
4 4811299 0,321 492115633940,386 4941 2675 0,309 4811 29686 O,31149411416 0,440
5 4921290 O,390 49121483947O,456 4811 2322 O,366 4921 27632 0,37249711304 O,515
6 4912227 0,444 48111238236O,514 4915 2242 0,420 4971 26957 O,43248211170 O,582
7 4971224 0,497 497111183900,567 4921 2086 0,471 4821 26805 0,4922* 948 O,636
8 4821184 0,541 4821 8177670,606 4971 2025 0,521 4912 25185 O,5484921 906 0,688
9 4812161 0,579 4914 804282O,644 4821 1716 0,562 4813 23117 0,5994811 773 0,732
10 4961148 0,615 4813 7195730,678 4922 1469 0,598 4914 19634 O,6434915 688 0,772
11 4832142 0,648 4922 7058270,711 4914 1455 0,634 4961 15368 0,6774913 651 0,809
12 4913136 0,681 4913 6423730,741 4813 1376 O,668 4812 14322 O,7094813 648 0,846
13 4914133 0,712 49446238130,771 4913 1337 O,700 4962 14140 O,7404942 613 O,881
14 4922130 0,743 49625641490,797 4832 1238 0,730 4913 12425 O,7684832 607 0,916
15 4841127 O,773 4961 4803980,820 4812 1205 0,760 4841 10653 0,791、4841 195 O,927
16 4822122 0,803 4915 4589150,841 4961 1033 O,785 4922 9935 0,8134822 192 O,938
17 4944104 0,827 4942 4100250,861 4841 981 O,809 4944 9616 0,8354962 175 O,948
18 4942 93 0,849 4943 3900380,879 4944 949 0,832 4915 8214 O,8534961 149 O,956
19 4962 89 0,871 4841 3255080,895 4823 874 0,853 4942 7885 0,8704914 142 0,965
20 4915 86 0,891 4822 3129660,910 4942 828 0,873 4822 7768 0,8874943 135 0,972
注)Z㎝[COD[1は大阪,2は 堺である
b)選択対象商業地の設定
分析の対象 とする泉州地域は図4-7に 示すように31個 のゾーンに区分されているが,こ
の中には買い回り品小売業の集積が小 さいため消費者の商業地選択の対象 とはなりえないゾー
ンも多 く含 まれるので,こ のようなゾーンも含めて商業地選択モデルのパラメータ推定を行う




において比較的集積の進んだ10ゾ ーンおよび大阪,堺 により地域の非 日常買物流動の大半を
カバーしていることが明らかになっているので,こ れら12の 商業地を商業地選択 モデルの選
択肢集合 として設定することとした。この様な主要商業地の限定 は,再 開発事業が既存の集積
の比較 的高い地区で実施される手法であるため,本 研究の分析 目的 とも矛盾 しない。さらに本
研究においては.次 に述べる交通サ ービス変数 の作成の際 に商業地の位麗を特定する必要があ
ることか ら,各 ゾーン内の各500mメッシ ュの買い回り品販売額がゾーン全休の販売額に占め
るシェアを算定 し,最 も特化 したメ ッシュを商業地の位躍 とした。結果を図4-10に 示すが,
上位のゾーン程抽出 した商業地でのシ ェァが高いこと.そ していずれの商業地も駅前に位置し,
都市計画の用途区分では商業地域あるいは近隣商業地域 に指定 されていることがわ かった。
C)モ デルの説明要因
交通サービス変数は,居 住地から各商業地への距離,あ るいは所要 時間 として与え られ,商










図4-11商 業地選択 モデルの交通 サービス変数作成 のためのネツ トワーク
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業地選択における不可欠 な要因で ある。非集計商業地選択モデルの推定には,各 サンプルにと
って選択対象 となるすべての商業地への交通データが必要となるが,推 定に用いるパーソン ト
リップ調査のデータか らは実際に選択された商業地に関するデ ータしか得ることができない.
そこで本研究で は.図4-11に 示 したネ ッ トワークに沿 ってすべての商業地への最短経路探
索を行い.こ のネツ トワーク上の距離を交通サ ービス変数 として用いることとした。なお,こ
こでは上述 のように トリップの発地 として500顧メッシュとしているので,ま ず各メッシュから
最も空閤距離の短いノー ドを探索 し,こ の距離 と,そ のノードから各商業地 までのネ ットワー
ク上での最短経路を加えて求めることとした。なお,ト リップの目的地である各商業地の位置
は上で求めた最も商業集積の大きいメッシュを一つのノー ドとして設定 した。大阪および堺に
っいては,実 績データの着地 の重心とな っている地点をあ らかじめ設定 し対象地域の境界上の
ノードから一本の リンクで結ばれているものと考えた。
d)商 業地の魅力に関する要因
ここでは大阪府メ ッシュデータの事業所統計,商 業統計,土 地利用現況,各 種建物床面積調
査および通産省商業統計等を用い,昭 和50年および55年の買い回り品小売業従業者敷.売 場面









阪南(497D 2695 2.28 49.2 54.6
泉南(4962) 653 3.84 51.6 26.6
泉佐野(4941) 6030 1.53 5了.4 28.3
貝塚(4921) 3306 0.38 52.5 26.2
岸和田1(4911) 9221 1.53 54.3 34.6
岸和田2(4913) 2856 1.90 41.5 15.6
岸和田3(4915) 2983 O.85 45.3 68.2
泉大津(4831) 4007 o.84 59.4 12.1
和泉(4811} 3930 3.73 48.5 20.1




動において,堺 ・大阪を目的地 とする買物行動ζ泉州内における10の商業地を 目的地 とする行
動 とは,異 質 な選択行動として区別すべきである と考える。堺 ・大阪を選択肢とする買物行動
は,交 通費用等 による負の効用が高 くなる にもかかわらず,対 象地域にはない,高 級店あるい
は専門店を求めて買物 トリップを行うもの と考え られる。特定の個人 について考えてみても,
その個人 は常 に泉州地域内で買物を行う,あ るいは大阪で買物を行うと考えるよりも.買 物の
種類,金 額等種々の要因 によりその日の買物目的地を決定するものと考えられる。そこで本研
究においては,消 費者が買物行動を起 こすにあたり,ま ず対象地域である泉州地域において買
物をするかあるいは,対 象地域外の大阪や.堺 において買物を行 うのかを決定 し,泉 州地域に
おいて買物をする場合は先に示 した10の商業地から1つ を選択するもの と考え た。 しかしいう
までもなく泉州地域内で商業地整備が行われること等により商業活動が成熟 し,こ れまでには
ない高度なサ ービスも行なわれるようになると,大 阪や堺 まで出掛けるよりも地域内の商業地
を選択する確率が高くなるので,こ こでは地域内の商業地特性が大阪。堺への選択行動に影響
を及ぼすメカニズムを表現するため,地 域内の商業地を選択するか堺,大 阪等他地域 に流出す
るかの選択に,泉 州地域 内の10の商業地の魅力度を合成変数として組込 んだネステッ ドモデル
とした。モデルの推定結果は表4-3に 示 す通 りである。ここで レベル1と は,泉 州地域内の
10個 の商業地を選択肢 とするモデルで,レ ベル2と は,大 阪,堺,泉 州地域 とい う3つ の選
択肢を持つモデルである。
まず レベル1に ついては,規 模,距 離以外 に駐車台数.買 い回 り品販売店の率 とい った商業
地の魅力礪 する変数が含 まれている・次に レ～ レ2において・xli鯨 州地域のみの選択肢
固有変数であり,こ れはiゾ ーンか ら見た泉州地域内の商業地の魅力の合成変数であ り,レベ
ル1の パラメ ータを用いて次 のように表わされる。
X
li=ln}{W」0幽897e綱 ・648Ylij・5・37・Y2∫…169Y3j)}(4・26)
WJ・X2iJは 大阪 ○堺 にのみ設定 される一部共通変数であり・X3Jは選択肢が大阪であると
き1の 値をとるダ ミー変数であり,都 心である大阪の魅力を示 している。




表4-3商 業地選択モデルのパ ラメ ータ推定結果
レベル1:選 択肢は泉州地域内の10コの商業地
変 数 名 パラメータ t値
従業者数 Wj 0,897 6,570
距離 Ylij 一〇,648 18,302


























規模当た りの販売額.③ 床価額.お よび④パ ラメ ータ推定のための小売業立地実績デ ータの設
定方法について述べることとする。
①立地可能床面積
これは,推 定の対象 とする期間中 に新たに供給される商業床面積 として与え られるが,そ の
内訳は再開発事業 による供給床面積 と民間開発による供給床面積 とが考え られる。デ ータは通
産省商業統計における昭和49年～54年の問の売場面積の変化量を用いている。
②単位規模当たりの販売額

















なお,吸 引 トリップ数は泉州地域の主要商業地についてしか得 られないが,他 のゾ ーンにおい
てはほとんど内々 トリップであることを考慮 して人口を吸引 トリップの代理指標 とした。実際
の販売額 と上式で推定 した販売額 との相関は0.838となった。単位規模 当たりの販売額はこの
SALEjを従業者数で割ることにより求める。
③床価額
床価額のデータは直接入手することはで きないので,地 点地価を説明変数 とする回帰モデル
により求める。モデルの推定 には大阪府の再開発事業の事業計画デ ータにおける保留床価額を
市場価格 とみなして用いてお り,推 定結果 は次節の事業計画 モデルに関する項で示すこととす
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る。本研究 では式(4.9)に示 すように販売額 と床価額 との差が利潤になると考えているが,販
売額 として従業者一人当たりの年閤販売額を用いているので,床 価額 に関しても従業者一人当
たりの年額に換算する必要がある・すなわち・地点iの 床価額をFPi(万 円/㎡ 〉・従業者
一人当たりの平均売場面積をa(寵/人) ,ま た商業床価額を年額 に換算する係数,す なわち




実績データとしては,大 阪府 メッシュデ ータの事業所統計(50年,56年〉により求まる買い
回り商品販売店の従業者数の増加数を用いる。本研究では4-3-4に おいて説明 したように
地域外 にあって泉州地域の消費者に対する小売活動を行 っている小売業の立地を表わすため,
地域外に架空 の商業地を設定 しているが,こ の商業地に関する実績データは存在 しないので,
次のように作成することとした。ある時点tに おける地域の消費需要を満足する小売業の総数
Nwtは 地域内人口の合計POPに 比例すると考えられる,す なわち
Nwt=ρ ×POP(4.29)
ρは大阪府全域における昭和55年時点のデータにより求めることとし,0,0839という値を得
た.またその時鶏 樋 域内に立地している4、売業の緻 をRwtと すると深 空の醸 地で
の立地量は,本 来地域内の消費を支えるべき立地量であるNwtと,現 に立地 している数RW
tとの差
,す なわちNWt-RWtと 定義することができる。小売業立地モデル は1975年～80
年の間の従業者数の増加数に対してパラメータを推定するので,架空の商業地におけや小売業
従業者 の 増加数W閥+1は.次 式 に よ り求め る こ と と した。
W隠,1-(NW80-RW80)一(NW75-RW75　 (4・3。)
b>小 売業立地 モデルのパラメータ推定結果
以上のデータを用いて小売業立地モデルの推定を行 った結果を表4-4に 示 す。
表より,実 績値 との相関係数が0.8530とい う良好な結果が得 られたといえる。ここで分母の
第2項5.92529は,式(4.10)におけるδ+γlnA踵+1を 一括 して推定 した値である。
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表4-4小 売業立地 モデル のパラメータ推定結果

















ri:床 価額の年額(従 業者一人 当た り)
脚:域 外の商業地ゾーンにおける利潤を示す項であり,
詳細は(4,10)式を参照のこと
4-4-4再 開発事業の資金 計画モデルのパ ラメータ推定結果
このモデルは転出率や従前の市街地の現況,お よび再開発 ビルの用途構成案 と保留床面積を
インプッ トして事業費 と収入額 を算定 することによ って事業の収支を計算するものである。
事業費の主要な内訳は,工 事費,用 地費,補 償費 とその他雑費(設 計計画費,既 存建物除却
費,借 入金利息等)で ある 。収入の内訳は保留床処分金 と道路特別会計補助,一 般会計補助の
二種類の国庫補助である。国庫補助の内,前 者は事業によって産みだされる公共用地 の整備費
用に関する補助で,後 者 は再開発 ビルの整備費用に関する補助である。一般会計補助の負担割
合いは国が1/3,都 道府県が1/6,市 町村が1/6,施 行主体 が1/3と なる.従 って公
共団体施行(市 町村)の 場合 は1/2,組 合施行の場合は2/3が 一般会計補助に関する費用
に対する補助率 となる。
また一般会計補助では,住 宅 と公益的施設の床面積の合計が再開発 ビル内の保留床 の総床面




いており,回 帰モデル により各費目の推計モデルを作成 した。
各費目別の推計式 は次の通 りである
KOU(工 事費+諸 費)躍0・2530F(総建築床面積 〉(4.31)
(23,496)R2=O.9822
ここで総建築面積F=KF(権 利床面積)+X(保 留床面積)でKFは 転出率によって変動し,
Xは計画変数である。






ここで補償費 は既存の建物の評価額 に対 して支払われるものであ り,木 造建築物の評価値 はコ









以上の推定結果は大半が単回帰で あるが.説 明力の高いモデルである といえる。

























ここでcは 事業主体 の違いによる負担率の差異によるもので,公 共団体施行の場合 は1/2 ,
組合施行 の場合 は2/3で ある。
このモデル に実際の保留床面積をインプ ッ トして求 めた事業費 と収入額の推計値を実績値と
比較すると相関係数でそれぞれ0,9564,0.9240という結果が出 た。またモデルで求めた事
業費 と収入額の相関係数 は0.9844であ った。収支均衡の条件か らすると事業費 と収入額は一
致 するべきであるが,実 際の事業 においては市が事業に対 していくらか単独 に支出する場合が
ほとんどなので,厳 密には成立 しない。またこの支出は一定 の基準があるわけで はな く独自の
判断によりなされるものである。しか しこの額 は事業費全体からする と非常に小 さく,ま た本
研究のような概略的な分析 レベルで は無視 しても差支えないもの と思われる。
4-5泉 州地域における商業地再開発計画に関するモデル分析
4-5-1モ デル分析の入力情報の作成
本章の4-3に おいては.商 業地再開発 に関わる主体すなわち,消 費者,小 売業,事 業主体
の行動 を.商 業地選択モデル,小 売業立地モデル ,資 金計画モデル によ り定式化 し,4-4に
おいては,泉 州地域の現況デ ータを用いてモデルのパラメータ推定 を行い,モ デルの適用性を
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検証 した。ここでは泉州地域 における再開発計画を対象に1980年から90年までの10年間を計画
期間としてモデル分析を行 うこととするが,ま ずその際に用いられる,モ デルの入力情報を作
成することとする。4-3に おいて述べたように再開発モデルに対 する外部からの入力情報 と





夜閤人口の分布は商業地選択モデルの入力変数であ り,商 業地の吸引 トリップ数の分布に影
響を与える。商業地選択モデルは500mメッシュごとに各商業地の選択確率を求める形になって
いるので,将 来夜閤人口の分布 はこの500旧メッシュ単位で求めることとする。
夜間人口分布の予測は,ま ず住宅開発パ ターンと交通施設整備 との組合せに対 して住宅立地
モデル によりゾーンごとの人口増加数を求め,さ らにこれを立地可能面積に比例 して各メッシ
ュに配分するとい った二段階で行う。
まず1990年におけるゾーンiの 人 口は,1980～90年までの間に移動 しなか った人口NMiに,
この期間に新たに立地 した人口Liを 加えたものである。すなわち
P・P?o-NMi+Li(4・ ・。)
ここでLiは ・第3章 において作成 した住宅立地モデルによ・て勅 られるものである・住宅
立地モデルで は,交 通施設整備案と住宅開発のパ ターンに対 してモデルの説明変数である通勤
時間,立 地可能面積,開 発面積,開 発戸数を変動させることにより,各 パ ターンご とに人口分
布を得ることができる 。またNMiは1980年時点の人口か ら,10年間に転出」死亡者数を引き,





求めたゾ ーン別人口増加はゾ ーン内の各メッシ ュごとの立地可能な面積に比例 して増加するも









こ こで は一例 と して和 泉市(パ ーソ ン トリ ップ4桁 ゾ ー ンで は4812).岸和 田市(4916),阪
南町(4971)にお いて そ れぞ れ60ha,120ha,100haの開 発 を行 った 場合 の 夜 間人 口 の 分布 を
(4812)で60haの住 宅 開 発
田(4915)で100haの 住 宅 開 発
(4971)で100haの住 宅 開 発
4-12に 示 す 。
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閻,ア クセス時問を変化させる ことにより,将 来の人口分布を変化させ,各 商業地への吸引 ト
リップ数に影響を与える。
泉州地域内において建設あるいは整備が計画されている道路は図4-11に 示 した8路 線で
ある。この内,東 州地域内を縦断する道路 は大阪岸和田泉南線,泉 州山手線,大 阪外環状線の
3線で,大 阪,堺 等の地域外の商業地,あ るいは岸和田.泉 佐野とい った地域内にあ って大き
なシェアを占める商業地への吸引を増大させ広域的な影響を与える と考えられる。一方,泉 州
地域内を横断する道路 としては,金 熊寺男里線,貝 塚 中央線,岸 和田土生郷修斉線,磯 之上山
直線,池 上下宮線の5線 を とりあげている。対象地域においては,比 較的内陸部に立地可能余
地が残されていること,商 業集積地が比較 的臨海部に多いことといった地理的条件 より,こ れ
ら5腺 は内陸部の住宅 開発 といった計画 と組合せた場合,よ り大きな効果を得られるものと考
える。
以上の8路 線の整備の組合せ案を複数個設定 し,こ れに対 して図4-11の ネ ットワークを
修正あるいはノー ド,リ ンクの追加を行 うことにより新たなネ ットワークを作成 して,各 商業
地までの距離の短縮,あ るいは,住 宅立地モデルにおける通勤時問の改善を表わす。
c)小 売業以外の立地需要
再開発事業によって従前の権利床に加えて,住 宅,店 舗,事 務所,駐 車場が新たな保留床 と
して供給される。店舗床に立地する主たる活動は買回り品小売業であり,こ の立地需要はすで
に定式化 したが.他 にも最寄品小売業が立地する場合も考え られ,ま た事務所用途の床には,
その割合いが低いものの,サ ービス業,金 融 ・不動産業,そ の他の三次産業が立地する。ここ
ではこれらの立地需要を小売業立地モデル と同様の集計 ロジッ ト型モデルにより推計すること
とした。パ ラメ ータ推定結果 は表4-6に 示 す通 りである。





























































相 関 係 数 O.5693 0.5076 0.6501 0.7908
尤 度 比 0,326 q261【 歌469 0,463
下段 く)内 はt値
を含む広域的な閉 じた圏域について定義されるべきものである。本研究では.大 阪府 における
平均値を用いることとするが,こ れ は経年的に変化するものなので,第2章 において トレンド
推計 した値(0.0936)をそのまま用いることする。1990年における地域人口は.第2章 の計算結












推計してお く必要がある。しか し民間による建設分は再開発 により建設される量に比べるとあ
まり大きくないので,次 のような簡便な方法で推計することとした。
この期間中に泉州地域において商業用途として建設される床面積の総量をTAと すると,こ








現在,泉 州地域においては次の4地 区で再開発事業が計画されている,す なわち岸和田市の
春木旭駅前,泉 大津市の泉大津駅前,泉 佐野市の泉佐野駅前,泉 南市の和泉砂川駅周辺である。
本分析は泉州地域のほぼ中央にあって今後商業活動の拠点 としての役割が期待される泉佐野駅





ここで対象 となる商業地整備 には直接関係 しないので,大 阪府において行なわれた再開発事業
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実績を参考にして,施 行区域面積に対 する公共 表4-7分 析対象地区の市街地現況
用地面積の率の平均値である0.556を施行 区域
















視型(守 口,寝 屋川,東 大阪,枚 方等)
パターン2:住 宅の構成比が0.5を越える住
宅整備型(池 田,松 原等)
パ ターン3:店 舗,住 宅の構成比がそれぞれ
O.4前後,0.3前後で,駐 車場の構成比が0,1





4段階に設定 した。そして,こ れに対 して住宅の構成比を店舗構成比と合せて0.7以上になる
よう0,01から0.6までの値を組合せ,残 りを事務所 と駐車場で配分することとした。以上述
べたような手順で表4-9に 示 すような31ケー スの床用途構成案を作成 した。
1
施 行 区 域 面 積 36000㎡
宅 地 面 積 13572㎡
建 築 面 積 5256㎡
建 床 面 積 7984㎡1
宅 地 比 率10・366
容 積 率 58.8%
建 ぺ い 率 38.7%
平 均 階 数 1.52一
道 路 」L旦L20・33㎡
木 造 建 床 面 積[4046.9㎡
木 造 率1 50.7%
鉄 筋 建 床 面 積 23477㎡
i鉄 骨 建 床 面 積 4683㎡
地 価 270千円
用 途 地 域 商業地域
商業施設床面積 1093㎡
業務施設床面刷268㎡
工業 施 設 床 面 積11007㎡







住宅 店舗 事務所 駐車場 施行区域面積
転出率
池田 O,563 0,243 0.0559 0,136 0,768 O,635
守口 O,017 0,936 O.0458 0,000 O,500 0,887
寝屋川 O,209 O,674 0.0650 0,051 O,690 0,660
東大阪 O,343 0,646 0.0σ00 O,010 0,262 O,447
松原 O,599 o,400 O。0㎜ 0,000 0,641 0,091
高石 O,350 0,360 0.0411 O,248 0,455 O,433
枚方 O,333 O,654 O.0112 O,000 O,346 0,187
摂津 O,347 O,446 0.0530 O,153 0,734 O,662
八尾 0,202 O,379 O.OOOO O,297 0,648 0,500
河内長野 0,208 O,449 0.0473 O,294 0,571 0,597
最大 O,590 0,930 O.0650 0,300 O,768 O,887
最小 0,017 O,240 0.0000 0,000 0,262 O,091
平均 O,330
1





表4-9に は各計算ケースごとの保留床面積と評価指標値を示 している。ここで,保 留床面
積は次のように求めた値である。いま小売業立地モデルにより,再 開発地区の含まれるゾーン



















0.09 0.00 21500 1878112 4669665
2 0.06 0.03 24000 1877271 4672643
3 O.02 0.07 25000 18764364675620




0.29 0.00 22000 18836834650808
6 0.26 0.03 23500 18833514651801





0.20 0.00 21500 18809754659741
9 0.17 0.03 23500 18806194660733
10 0.13 0.07 27500 18801564662718
11
0.2
O.10 0.00 21000 18781564669665
12 0.07 0.03 24500 18777484670658




O.30 0.00 23000 18842804648823
15 0.27 O.03 26500 1884650 4647831
16 O.23 O.07 28500 1883873 4650808
17
O.3
0.20 0.00 24000 1881527 4657756
18 0.17 O.03 27500 1881408 4657756
19 O.13 0.07 27000 18798974663711
20
0.4
0.10 O.00 33000 18797044663711
21 0.07 0.03 34500 18785984667680




O.30 0.OO 44000 1892831 4625996
24 0.27 0.03 50000 1893247 4625003
25 0.23 0.07 51000 1890810 4630958
26
0.5
0.20 0.00 39000 18854624645846
27 0.17 O.03 43500 18849354646838
28 0.13 O.07 46000 18830704652793
29
O.6
0.10 0.OO 34500 18796914663711
30 0.07 0.03 39000 1878795
「
4666688











図4-14保 留床面積 と事業収支 との関係
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建設費等の支出額が保留床規模 に比例して増加 するのに対 して,収 入額 の増加 は・上述のよう
に建設された床に対する入居率が減少するため逓減する。本研究では,事 業の採算性を確保す
る という制約の下で,で きるだけ高い消費者余剰の得 られる再開発計画が望 ましいと考えてい
る。保留床面積の増大は.上 述の入居率rsを 低下させるが。地域の消費者余剰を増大させる
ので,こ こでは採算の確保 される保留床面積のうち最大の面積,す なわち,収 入 と支出が等し
くそれよ りも床面積を増大させた場合 には,収 支がマイナスとなる限界の規模を建設される保
留床規模 とする。本研究では,以 下これを適正規模 とよぶ。
表4-9に 示 した各評価指標の値,す なわち商業地選択モデルのアウ トプ ッ トである消費者
余剰,総 買物 トリップ長,及 び小売業立地 モデルの アウ トプ ッ トである小売業利潤は,す べて
この適正規模 に対応する値である 。
続いて以下では表4-9に 示 した計算結果の考察を行 う。図4-15に は,消 費者余剰 と適
正規模,及 び構成比の関係を示 しているが,こ の図よ り,次 のことがいえる。







ここで(1)については,駅 前という良好な立地条件を持つ再開発地区で は,住 宅立地者にと
っても魅力が大きいため保留床への入居率が高 く,そ のため,適 正規模を大きく取ることがで
きたもの と思われる 。ここで消費者余剰は,い うまでもな く商業地選択行動に関 して定義され
るので.上 述のような市街地住宅の供給 という効果は含まれていない。しか しそれにも拘らず
この場合は,適 正規模の増大が消費者余剰の増大 に大きく貢献 したという結果になった。
(2)については,駐 車場を整備することが消費者余剰の増加に効果がある ことは当然であるが,
一方事務所の用途に関 しては床価額が高いため,収 入額 が増え,そ の結果適正規模が大きくと
れることにな ったものと考えられる。(3)については,G)と も共通するが,こ のように商業
のみではな く,良 好 な市街地住宅の供給等をはじめ複合的な機能をもたせることが望ましいと
いうことが言えよう。
















(店舗率0,7,住宅率0.01-e)鶯 ▲ ▽ 酬
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通常 ・再開発事業 においては多 くの権利者が存在 しており,事 業の実施 に際 してすべての権
利者か ら賛同の得 られることは希であるため、ある程度の転 出者数が出ることは避けられない.
しか し従前の権利者の転出率 は事業の採算性に大 きな影響を与える。転出率の大きな場合には
用地費,補 償費による支 出が増大する とともに,総 建築床面積に占める保留床面積の割合が増
大するため,事 業収入のうち保留床処分金 への依存度が高 くなる。過去の再開発の事例からも,
大量の保留床を抱え事業 の採算性を悪化させたり,再 開発地域の活力が低下するこ とになった
例が少なくない。
本来,再 開発事業は既存権利者が協力することにより自らが住み,働 く地区の再生を図るも
のであ り,従 来の多 くの事例に見られるように,半 数以上の権利者が転出するというのは到底
あるべきことで はない。これは再開発事業があまりにも資本の論理により事業が進められてき




転出率 O.2 0.3 0.4 0,513 0.6 0.7 0.8
収 入 16374.0書6685.916997.817194.917621.617933.518245.4
支 出 15205.715944.116682.617194.918159.418897.91 636.3
収 支 1168.3741.8 315.2 O.0 一537.8 一964.4 一1390.9
(単位は百万円)
表4-10は,ケ ース24の 用途構成案について,転 出率をパラメ トリックに変動させ,そ
れぞれの値につい て事業収支を計算 した結果を示 しているが,こ れより転出率が10%ふ える
ごとに事業収支に約4億 円の影響があることがわか った。
b)住 宅開発パ ターンと道路網整備案の組合せに関する影響分析
ここでは住宅開発案 と交通施設整備案に関する第3章 の分析結果 に基づいて,表4-11に
示すような整備案をそれぞれ3通 りづっ作成 し,そ れぞれの組合せについて,ケ ース24の用途
構成案に対 する影響分析を行 った。計算結果は表4-12に 示すが,道 路ネッ トワークに関し
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表4-11住 宅 開発案,お よび道路網整備案の計算ケース
a)住 宅 開発パ ターン




ケー ス1 0 60 o 120 100 280
ケ ース2 100 0 100 0 100 300




道路番号 1 2 3 4 5 6 7 8
ケ ー スa 1 0 0 0 1 0 1 1
ケ ー スb 0 1 1 1 0 1 1 0
ケ ースC 0 1 0 0 1 0 1 1
注)道 路番号に対応する道路の名称 と位置 は
図4-11を 参照
表4-12住 宅開発案,お よび道路網整備 に関する影響分析
ll道 路網整備パターン1
ケ ースa ケースb ケ ースC
liケ ース11
11
ll 保留床面積 46500 46700 46700
消費者余剰 198936719876791989435








ては余り大きな影讐が見 られなかったが.住 宅開発パ ターンは消費者余剰にかなりの影響を与
えることがわか った。特にケース3で は再開発を行わない場合(基 本ケース 〉よりも消費者余
剰が減少している。ケース3は 再開発地点か ら比較的遠距離 にある和泉市に重点的に住宅開発
を行 っている場合であり.再 開発 により吸引される買物 トリップ長が長 くなるためであると考
えられる。またすべての計算ケ ースのうちで最も消費者余剰の高いのは,道 路網整備パ ターン
がケース1,住 宅開発パ ターンがケース2の 場合である 。すなわち道路網整備パ ターンが金熊
寺男里線,池 上下宮線,泉 州山手線.大 阪外環状線において整備を行 った場合で,住 宅開発パ




(1)泉佐野においては商業機能に特化させるよりも,店 舗,住 宅,駐 車場の構成比がそれぞ
2れ0 .3,0.4,0,03,0,27とい う複合的な目的を持 った計画とした場合に保留床規模が50000m
程度でも採算性が確保され,消 費者余剰も高い値 となった。
(2)既存権利者の転出率 に関する影喜分析を試みたところ,転 出率の10%の変化 に対 して事
業収支に約4億 円の影響があることが分 った。
(3)住宅開発及び道路網整備パターンの組みあわせ に関 して影響分析を行 ったところ,和 泉
(パーソン トリップ4桁 番号で4812,および4813),阪南(4971)における住宅開発 と,金 熊寺
男里線,池 上下宮線,泉 州山手線,大 阪外環状線 といった道路の整備を組み合せた場合,事 業
にとって望 ましい影響を与えることが分 った。
4-6結 語
本章で は,市 街地再開発事業 による商業地整備計画に着目 し,地 域社会に対 して望ましい影
響を与え,床 需要とも整合の とれた再開発の規摸,内 容の在 り方を見いだすための計量的モデ
ル分析の方法を開発 し,大 阪府の泉州地域を対象に実証分析を行 ったものである。
本研究で得 られた成果を要約すると次の通 りである。
(1)従来より商業地整備への適用を念頭 において,消 費者の買物行動の分析や再開発事業 に関
する研究が行なわれてきたが,い ずれも個別の問題に関する議論に終始 してお り,商 業地整備
計画の合理的作成を支援するための総合的な分析方法 としての体裁を有するものは見当たらな
かった。これに対 して本研究では商業地再開発に関する主体として消費者.小 売業 ・事業主体
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を取りあげ,こ れ らの行動をモデル化するとともに,各 モデルを連動 させた商業地再開発 モデ
ルとして構成 し,こ のモデルを用いて計画作成にあた っての定量的な情報の提供を可能 とした。
(2)再開発事業においては,建 設された商業床に対 する需要予測を正確に行 う必要があるが.
そのような 目的で用いるべき小売業立地モデルの開発が遅れていた。そこで本研究で は.小 売
業の立地が消費者の買物行動と密接な相互依存関係 を持つことに着 目し,消 費者の商業地選択
行動を内蔵 した新 しい小売業立地モデルを開発 し,実 証分析を通 じてその有効性を検証 した。
(3)消費者の商業地選択行動と小売業の立地行動との間の相互関係を,ゲ ーム論的に考察 し,
この両者の関係が小売業を先手 とするStackelberg問題 として解釈できることを示 し,こ れよ
り商業地再開発においては消費者保護の立場に立ち,小 売業の立地行動を誘導制御 して消費者
余剰を高めるような再開発計画を作成する必要があることを明らかにした。
(4)上述の考察をふ まえて,商 業地選択モデル と小売業立地 モデル を連動させるこ とにより,
消費者の商業地選択行動 と小売業の立地 行動パターン,お よび消費者余剰,小 売業利潤を計算
し,さ らにこれより求められた床需要により事業収支を算定 する という商業地再開発モデルの
アルゴ リズ ムを開発 した。
(5)大阪府泉州地域の泉佐野駅前地区を対象に,商 業地再開発計画 に関するモデル分析を試み
たところ次のような計画情報を得た。
①泉佐野においては商業機能に特化させるよ りも,店 舗,住 宅,駐 車場の構成比がそれぞれ
0.3ゆ,0.40,0,03、0.27という複合的な目的を持った計画とした場合 に保留床規模が50000
m2程 度でも採算性が確保され,消 費者余剰も高い値 となる 。
②既存権利者の転出率に関する影響分析を試みたところ,転 出率の10%の変化 に対 して事業
収支に約4億 円の影響を与える。
③住宅開発及び道路網整備パ ターンの組みあわせに関 して影響分析 を行 ったところ,和 泉
(パーソン トリップ4桁 番号で4812,および4813),阪南(4971)における住宅開発 と,金 熊寺
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第5章 既成市街地 における居住環境整備 に関するモデル分析
5-1概 説
第4章 では,既 成市街地の再開発問題の中でも経済活動の側面に着目した商業地再開発の悶
題を取 りあげたが.本 章では居住環境整備 と呼ばれる住宅地の再開発に関する研究について述
べる。大都市圏における既成市街地の大半は住宅地によ って占められているが,そ れらの中に
は無秩序な開発によって形成 されたものが多 く,そ のような地区では低質な住宅の老朽化 と公
共施設不足による居住環境の悪化,お よび木造住宅の密集による災害危険性の増大が著 しく,
さらに住宅需要の変化 によるこのような住宅 に対する需要の減退は空家を増大させ地区の荒廃
をもたらしている。しか しこのような地区は都心 にも近 く,交 通条件にも恵まれた地域に多 く
分布 しているので,大 都市圏整備において当該地区の再生が果す役割 は大きい.
本論文ではすでに4-1-1に おいて,都 市再開発の方法には,再 開発(Redevelopment),
修復(RehabilitaUon).保全(Conservation)の三つの類型があることを述べたが,従 来の都市
再開発においては,ス クラップ アン ドビル ド型再開発の実績は蓄積 されているものの,修 復,
保全とい った改善型再開発の実績 は少ない。上で述べたような低質住宅市街地は都市圏全体に
広範 に広が っているため,そ の整備にあた っては,再 開発手段によりこれを全面的にクリアラ
ンスすることは明らか に不可能で.基 本 的には修復的手段によ り部分的改造を積重ねながら良
好な市街地へ と改善を図るこ とが現実的であるといえる。




区を対象として1982年 に創設された 「木造賃貸住宅地区総合整備事業 」制度にも反映され
ている。実際 このような問題地区で は,短 期間のうちに集中的に建設された住宅の建て替え時




ものなので,広 大 な対象市街地の申での建物の更新動向を的確に予測 し,こ れに基づいて施設
整備のプ ログラムを作成する必要がある 。ここに本研究で提案 するようなモデル分析 によるア
プローチが意義を持つこ とになる。しか し上述 の理念に基づく整備の実績は現在のところ極め
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て少ないうえ,こ れまでの市街地整備に関する研究でもモデル分析の方法 はあ まり重要視され
てお らず,従 ってこの様な問題 に対する政策分析のためのモデルもほとんど開発されていない。
本章では以上述べたよ うな問題意識のもとで,上 述の誘導型整備手法に基づいた市街地整備
の問題 に対 してモデル分析手法によ ってアプローチする方法論を開発 するこ とを主たる目的と
している。ここでは特に既成市街地の中でも代表的な問題市街地 とされている木造賃貸住宅集
中地区を分析の対象 として取 りあげ.そ の内容 としては,① 当該市街地 における市街地更新主
体である木造賃貸住宅所有者の行動分析 を行うとともに,② これに茎ついて対象都市の市街地
更新の空閤的な分布動向を定量的に把握するモデル を作成 し,③ このモデルを用いて木造賃貸
住宅集中地区の再生を目指 した公共施設整備問題 に関する モデル分析を行 うこととする。
以下.本 章の5-2で は,ま ず本研究 における居住環境整備問題に関する分析の視点と研究
の全体構成 について明らかにする。次に5-3で は,ア ンケ ート調査に基づいて木造賃貸住宅
所有者の建て替え行動に関する非集計モデルを作成する とともに,こ れを用いた建 て替えの要
因分析を行い.以 後の分析の基礎情報 とする。続いて5-4で は50伽メ ッシ ュという集計レベ
ルの市街地更新モデルを作成 し,5-5で は,こ のモデルを用い て豊中市 における居住環境整











































































































































②既成市街地更新のモデル化 に関する研究,に 焦点を絞 って概観することとする。
①について,ま ず全体 的な市街地整備の計画論を取扱 った土田他の著作2)では再開発,改 善,
保全,さ らに地区計画に至るまで既成住宅市街地整備の全般的な面にわた って基本間題や政策
体系を取りあげ,計 画作成の方法論を体系化 している。
またこの分野に関連 して,市 街地の詳細な実態把握やそれらの変化の動向,あ るいは意識調
査の結果を用いて計画や整備の課題を考察 したり,新 たな整備手法の在 り方を見いだそうとす
る研究が多く見 られる。これには,た とえば東京都区部 とい った広範囲について市街地の類型
化を試みている高見沢3),住工混在市街地における小規模工場の活動形態 について分析 し,そ
の整備の方向を探ろうという赤池4)等が挙げられる。
本研究 と同様の木造賃貸住宅地区を対象 とした従来の研究成果を概観すると,津 田,住 田5)
は木造賃貸住宅地区の密集形態 を東京,大 阪の市区,町 丁,さ らに即地的な レベル にまで詳細
な実態調査,分 析を行い.こ れ らの地域には 「拡散型 」,「 擬集型 」という二つの形態がある
ことを明 らかに し,大 阪市周辺のインナーエ リアに 「凝集型 」が特徴的に衷われており,こ の
6)様な地域における居住環境対策がより重要であることを指摘 している
。続いて津田,住 田 は
さらにこの 「凝集型 」密集地区において整備の必要な地区を,10棟 以上凝集 している木造賃
貸住宅群の規模,お よび戸数密度の側面から明らかにすることを試みているが,そ のような地
区の広さも決 して小さくないことが指摘 されている.こ れよりも先に片方ηは汰 阪府 におけ
る木造賃貸住宅地区の一つである豊中市庄内地区における住民参加 による地区総合整備計画作





次 に市街地更新 のモデル化について見ると,ま ず都市空閤上での家計の効用最大化,企 業の
利潤最大化行動に基づ く経済主体の行動を記述する都市経済学,中 でも住宅立地の動学モデル
に関する研究分野で は市街地更新 を考慮 した住宅立地のモデル化に関する理論的分析を行った
研究が見 られる。
初期の都市経済モデルにおいては非常に長期的な土地利用均衡状態を取扱った静学的分析が
主であり,こ こで は住宅サ ービスの消費量が宅地の広さによって代表され,し かもその量が価
格に応 じて自由 に調整 されると仮定されていたため,本 研究の主題である住宅の建て替えを取
扱うことはできなか った。しか しこのような静学的都市経済モデルの非現実性が指摘されるに
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伴い,住 宅が一定の耐久性を持ち,一 度建 てられるとその変更は困難であることを考慮 した動
学的都市経済モデルの開発が進められるようになった。この動学モデル は,経 済主休が将来の
ことも考慮 にいれていつ,ど こにどれだけの住宅を建てるであろうか という意思決定をモデル
化するものであるが,こ の場合経済主体の意思決定にあた っては,彼 らの将来に対 する予想や
期待が重要な役割を果 してお り,Fujita13)による とその期待の在 り方 に関する異 なった仮説
により次の3種 類の動学的都市経済モデル,す なわち①完全予見モデル,② 近視眼的期待モデ
ル,③ 合理的期待モデル,に 分類される。これらの内,① ②のモデルはそれぞれ両極端の場合




一方 、市街地更新のモデル化 に関する実証的研究 は数少 なく.そ れらにおいても多変攣解析
手法を用いた市街地更新の要因分析に関する研究15)16)17)が主である 。また日本では谷口,
天野18)が既存の建物用途の変化パ タ_ン の差を規定する地区の物的条件を明 らかにするため
数量化二類を用いた分析 を行 っているが,こ れ らはいずれも予測を目的 とするものではない。
予測モデル としては川上19)が,住宅 タイプ,立 地地域区分,老 朽度等を行列表示 し,時 間的
経過に伴 うそれ らの改修,お よび滅失,新 規供給等の変化を記述するモデルを定式化 している
が,実 際の予測に用いる際に不可欠な改修率や老朽化による滅失率 の推計方法 については明ら
かにしていない。
低質住宅市街地を対象 として,誘 導型手法 による市街地整備を進めるためにはそのための基
礎情報を提供しうるものとして,市 街地更新の定量的予測が可能で,市 街地整備案 に対する分
析 も行える操作的なモデルが必要である と考えるが.従 来の研究にはそのような目的で開発さ
れたモデル はほとんど見当たらない。その原因としては,や は り従来の住宅市街地整備におい
ては不良住宅に対するク リアランス型の整備手段が主であ り.近 年 クローズア ップされてきた
低質住宅市街地に対する誘導型の整備手法 は提案されてからまだ日が浅いことが考えられる。




関する非集計分析であり,も う一っは500mメッシ ュとい う集 計単位で対象市街地 における公共
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施設の空閤構成に関する分析 を行 う部分である。これに対応 してここでは非集計 レベル ,およ
び集計 レベルの二種類の市街地更新モデルを作成するこ ととしている。これらは前者の非集計
分析のみでは広大な市街地全休 を対象として空間を取扱 う分析は困難であ り,後 者の集計分析
では市街地更新に関わる定性的要因も含めたきめ細かな分析はできない という限界をそれぞれ




的に与えうる政策のあ り方 に関する基礎情報 とすることである。ここでは,ア ンケ ート調査に
基づいて非集計の建て替えモデルを作 成し,各 種変数の建て替えに対する影響力を調べること
とする。
一方,集 計 レベルの分析では,対 象市街地全域を対象 として500蘭メッシュ単位で市街地更新
の空閻分布を定量的に予測するモデルを作成するとともに,こ れを用いて当該市街地の改善を
めざ した基盤整備案の検討 を行う。以下で は集計 レベルの分析のフレームと,手 順について述
べる。
先にも述べたように市街地整備計画を策定 し,実 行を行うのは市町村等の地方公共団体であ
るので,本 研究では一つの都市を対象として,シ ティワイドな視点か ら,重 点的整備地区を位
躍付け,さ らにそのような地区における基盤整備 の進め方に関する定量的な分析を行うもので
ある。ここで取上げる整備手段 は,生 活道路,公 園,下 水道という都市基盤となる公共施設の
整備であるが,市 街地全休についてこれ らの最終的な構成に関する計画はすでに作成されてい
るものと考え,本 分析ではその中か ら5年 程度の計画期間中に行うべき整備に関する検討を行
うものである。
次に,本 研究 における市街地整備の考え方 について明らかにしてお くこととする。本研究で
は表5-2に 示 すように,建 物の質や集合状態,そ して公共施設の整備水準等によって説明さ
れる市街地現況 という一時間断面の特性 と,市 街地更新の動向という時間軸に沿った変化の特
性の組合 せによ って,市 街地を4つ の類型に分けることとし,市 街地類型別に整備方針を設定
することとした。
特に表において,市 街地の現況に閥題があるため居住環境の劣悪な地区においては何 らかの
整備を必要 とするが,中 でも建物の更新が活発な地区では建て替えの誘導によ って基盤整備を






市街地の 問題 規制型手法により 規制型手法により
な し 悪化 の予防,保 全 保全
現況
(建物の集合 問題 更新の誘導による 事業的手法による
状態,基 盤施 基盤施設の整備等 建物と基盤の一体
設の整備水準) あ り 修復的整備 的整備
このように重点的な整備地区を設定することは,本 研究の対象市街地が広大であることとも
深く関わっている,と いうのは対象市街地全休 にわたって個別の事業を散在的に行 った場合,
全体としてかなりの投資がなされたにもかかわらず 目に見えて地区の改 善は進 まない ことが予
想される。これに対 して総合的な整備を特定の地区に集中させる と,そ れ によ って事業効果を
顕在化 させ,新 たな市街地更新を誘発させることも可能である と考える。
ここで作成される集計 レベル の市街地更新モデルは,上 述 の重点整備地区を見出す とともに,
複数の基盤整備案に対 する効果を比較検討するために用い られる。
集計 レベルの分析手順は次の通 りである。ここではまず対象都市全体 にわたって市街地の構









個作成 し,建 物の更新量や居住環境 の改善 とい った視点から整備案の望 ましさについて検討す






5-3-1対 象都市の沿革 とアンケ ー ト調査の概要
まず対象都市の基礎認識のために,豊 中市の沿革について述べることとする
豊中市は神崎川を隔てて大阪市に接する面積36.6k粛2,人 口403,185人(198
0年田勢調査)の 住宅都市で ある。豊中市における主な交通施設は図5-1に 示すように南北
には阪神高速道路,阪 急電鉄宝塚線,国 道176号,東 西には中国縦員自動車道,中 央環状線,
名神高速道路が通 っている。
豊中市では,1910年 に阪急電鉄の前身で ある有馬箕面電気鉄道が大阪か ら宝塚まで開通
するとともに豊中駅,岡 町駅,曽 根駅付近等鉄道腺路沿いを中心 に住宅地 として開発が進めら
れた。そ して戦後 には,東 北部に千里ニュータウンとして計画的に開発された大規模な住宅市
街地が形成された。一方,豊 中市の南端に位置する庄内地区は,1955年 に豊中市が旧庄内
村を合併 したものであるが,1951年 に阪急庄内駅が新設された後,高 度経済成長期 におけ
る大阪都市圏への人口流入を反映 して,従 来水田地帯であった所 に.基 盤整備の伴わないまま
木造賃貸住宅が無秩序に乱立 し,過 密住宅地が形成されてい った。
近年,北 部地域における開発 もほぼ一段落 したことと,庄 内地区の環境問題が表面化 したこ
とに対応 して,1973年 に 「庄内地域再開発基本計画作成委員会」,そ して1974年 には
豊中市役所内に 「庄内再開発室 」が設置された。庄内地区は全市の中でも基盤施設整備を中心
に居住環境整備を重点的 に進めることが必要な地区として,本 格的に再開発問題が取 りあげら
れることにな った。
本節の分析に用い られる調査デ ータは1983年6月 に豊中市と大阪府住宅供給公社によっ
て.豊 中市庄内地区における 「木造賃貸住宅地区総合整備事業」制度の活用を検討するため実
施されたもので,謂 査対象は庄 内地区にある木造賃貸住宅の全経営者である。調査項目は表5
-3に 示す通 りであるが.主 として住宅の特性と睡て替えに対する経営者の考え方を調べてい
る。庄内地区には1260棟 の木造賃貸住宅があ り,そ の経営者の数は939名 であるが.こ
のうち回答を受けたのは644棟 で,51.1%の 回答率であった。
以下で は調査票の集計結果のうち主要なものについて述べる。










③住宅形式(文 化住宅,木 造 アパー ト,長 屋,そ の他)




②家賃収入(戸 当 り,棟 当り)
5.建 て替え についての意向






⑥住宅経営 をやめ,他 に利用するこ とを考えている。
6.コ ンサル タン ト派遣 に関する意向
(注1)等 価交換 とは,経 営者が土地等を提供 し,デ ベ 日ッパー(公 的
機関または民間)が 住宅建設をおこない,そ れぞれの提供価値に
比例 した建物の床面積を取得する制度。




屋 の64棟 となっている。建設時期 は,1960～64年 に42%,1965～69年34%
と,合 わせて8割 近 くを占めており,1960年 代の高度経済成長期に集 中的 に建設されたこ
とが分る。
表5-4に は住宅形式別建て替え意向の集計結果を示 しているが,全 体で見る と 「建て替え
る予定 」とい うのは9.9%と 少なく,「 建 て替えの予定な し」というのが約半数であ った。
しかし,「 建て替える予定 」に 「建て替え たいが障害がある」,「 等価交換,信 託方式な ら建
て替えを考える」を加える と36%と な り,潜 在的な建て替 え志向は無視できないことが分 っ
た。また建て替え志向に 「住宅経営をやめる」.「 処分先を探 している」 という回答分を加え
ると,半 数近 くが何 らかの形で現在の用途を更新する可能性 があるこ とを示 している 。これを
住宅形式ごとに調べると,表 に示すように長屋,ア パ ー トの建て替え意向が高 く,文 化住宅は
低いことが分る。
この調査で は,「 建て替える予定 」と回答 した経営者に対 してそのため に現 在具体的に行っ
ていること,そ して 「建て替えたいが障害がある 」と回答 した者 については建て替えに障害の
ある理由をそれぞれ複数回答で調べている。
表5-4住 宅形式別建て替え意向の集計結果














































































まず 「建て替えのため に具体的に行 っていること」は,図5-2に 示すように,「 融資の検
討」を進めている者が50%あ り・次いで42%が 「市に相談」となっている。これより経営
者の多くが自らの建て替え と地区の整備 との関連を意 識してお り,公 共主体の援助や指導を期
待していることが分る。
次に建て替えに障害のある理由は,図5-3に 示す通りであるが,最 も大きな障害は 「資金
謂達ができない」で52%に もなり,次 いで 「住宅経営の将来不安」が42%で あった。これ
らは上の結果も含めて考える と.建 て替えにあたって資金の調達が決定的な要因 となっており,
補助や融資対策の検討,そ して今後の住宅経営 に関するコンサルティングが必要とされること
が明らか となった。また 「敷地規模 が小さい」,「 私道のため関係権利者の同意が得 られない」
等も建て替えの障害 として無視できないが.こ れ らは無秩序な市街地開発により形成され,基
盤施設が著 しく不足している庄内地区の特異性を示 しているといえる。
本研究では市街地整備の視点からこの間題を重視 し,ア ンケ ート調査票に記入 された住所 ,
および住宅名をも とに庄内地区の道路図上に各木賃住宅の位置を対応させ,各 住宅の前面道路
の状況を調べることとした。その結果を建て替 え意向 ごとに集計 したものを表5-5に 示 す。
建築基準法によると,建 築物の敷地 は公道あるいは幅員4m以 上の位置指定道路に接 している







































築はほとんど不可能 となっており,建 て替えを行 うには建築確認申請時にこの条件を満たして
おく必要がある。しか し表を見る と庄内地区の63.8%も の木造賃貸住宅が公道あるいは位
置指定道路に面 してお らず,建 て替え意向別に見る と,接 道条件を満た していない住宅の割合
いは建て替え予定が39.7%で あるのに対 し,建 て替えたいが障害のある住宅 は73.0%
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と大きな格差を示 しており.ア ンケー トの回答以上に基盤施設の未整備が建て替えの障害とな
っていることが分る 。
以上の一次分析の結果,市 街地の改善にあた って大きな役割を果す木造賃貸住宅建て替えの
潜在的な需要は少なくないこと,お よび建て替えにあた っては,資 金の問題 と住宅経営意欲等
の個人的要因のほかにも,基 盤施設整備水準'の低さが建て替えの大きな障害 となっていること
も明らかとなった。従 って,今 後は融 實制度の充実などの住宅政策サイドの対応とともに,基
盤施設整備を通 じて住宅所有者 に対するインセンティブを効果的に与えるとともに,建 て替え
の障害を除去することにより潜在化 している建て替え需要を顕在化 させるように努めることが
重要な政策課題であるといえる。
このような政策課題 に対する施策の手がかりを与えるため,次 節以下では,非 集計の木造賃




替える場合 と,建 て替えない場合の両方について将来にわた って得られる利潤を比較 し,建 て
替えた場合の利潤が大きい程建て替えを行 う可能性が高 くなるものと考える。ここでは建て替
える場合 と,建 て替えない場合の利潤 を同じ次元で比較するために,木 賃住宅経営者が建て替
えるかどうかの意思決定を行 って実際の行動を起こした後,N年 後 に木賃住宅を売却する と想
定 し・以下のように利潤を定式化 する。いま・建て替えない場合の利潤をπ1・ 建て替えた場
合をπ2と すると・これらはそれぞれ次 に示す(5・1)・(5・2)式のように家賃収入から建物の











なお,添 字1は 建て替えを行わない場合、2は 建て替えを行 った場合 を示す。







この式より,建 て替えを行わない場合は,現 在の多 くの木造賃貸住宅が世帯の住要求の変化 に
適合 しな くなりつつあるので,そ の結果空き家が増大するなど家賃収入が減少するとともに,
老朽化のため維持費用 は増大 することにより利潤は低 くならざるを得ない.こ のような住宅経
営の状態が悪化するほど建て替えなどの必要性が認識されるだろうが,一 方建て替え後の家賃
は住宅そのものの条件 に加えて交通の便,環 境の良さなど,住 宅の立地点により大きく影喜さ
れるので.建 て替えた場合に期待できる家賃収入は変動 し。その水準により建て替えの意思決
定は違 ったものとなりうる。上式で は利潤に関わる要因以外に確率変動項と して εを含めてい
るが,こ れにはここで取りあげなか った個別 的要因による変動を示 している。















a)木 造賃貸住宅建て替 え意向形成の考 え方
木造賃貸住宅経営者の建て替 え意向形成は基本的に5-3-2で 定式化した利潤最大化仮説
に従うものと考えられるが,5-3-1に おける一次分析結果か ら明らかなように実際の建て
替えには様々な障害がある ため,利 潤最大化行動のみによ って建て替え行動を完全に説明する
ことは困難である と考える。
本研究では,図5-4に 示すようにアンケー ト調査 における5つ の選択肢の内,直 接建て替
え意向の選択を行 うと考えるよりも,ま ず利潤最大化行動に基づいて建て替えを志向するかど
うかの選択モデル(モ デル1>,お よび建て替え志向の中で実際 に建て替えの意思決定を行う
かどうかの選択モデル(モ デル2)と いう二つのモデル を作成 して要因分析を行うこととした。
すなわちモデル1は 現在の住宅経営状態を改善するための建 て替えの必要性,あ るいは建て替
えによるさらなる利潤増加を表わす要因を用いて説明され.こ れは潜在的な建 て替え需要の形














モ デ リレ ■
潜在的建て替え








まずモデル1に ついて述べることとする。このモデルの作成 にあたって,利 潤 は土地利用 と
いう視点か ら敷地面積当たりの値 で定義することにした。ここで家賃以外の要因は直接計測す
ることが非常 に困難であるため説明変数 には代理変数を用いている。パ ラメ ータの推定結果は





すなわち建て替えた場合の家賃には建築 限界一杯 まで敷地を利用する と仮定 して法定容積率を
乗ずることとし,ま た建 て替 えない場合には,現 在の入居 率を乗ずることによって空家 による
収入減少を考慮 している。これらの家賃 はアンケー ト調査 にある住宅の属性 と木賃住宅の位圏






ここ にY1:駅 まで の距 離
Y3:接 道 ダ ミ ー
Y5:公 園整 備水 準
(2.920)(21.592)(8.309)
決 定 係 数0,8675
Y2:建 築年 数
Y4:下 水 道整 備 水準
この家賃推計モデルは床面積 当た りの家賃を求めるものなので(5.6)式に示すように,こ れに
容積率を乗ずることによ って敷地面積当たりの家賃に変換 している。
他の要因については,建 築年数が長い住宅は老朽化のため に家賃 が低 くならざるを得ず,ま た
維持コス トが大き くなるなど,建 て替えない場合の利潤を低 下させるので建築年数は正のパラ
メータを持つ。住宅形式は当該木賃住宅 が文化住宅である場合1の 値を とる1-0変 数である。
文化住宅はアパ ー ト等 に比べると長期間住むことが多いので入居者対策 が難 しく補償費等を必
要とするため,住 宅形式は負のパラメータを持ち,ア パー ト等の方が建て替えを行いやすいこ




















曜 築後20年以上の場合1の 値をとる1-0変 数
零3文化住宅の場合1の 値 をとる1-0変 数
表5-7木 賃住宅建て替え意向モデルの
パラメータ推定結果(モ デル2)
説明変数 パラメ ータ t値






零1当該木造賃貸住宅が4m以 上 の公道 に
接 している場合1の 値をとる1-0変 数
宰2敷地を所有 している場合1の 値を とる1-0変 数
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るいは幅4m以 上の私道に接 している場合1の 値 をとる1-0変 数 であ り,建 築基準法による
接道義務を満足 していると,建 て替えが容易であることを示 している。敷地所有形態 は,木 賃
住宅の敷地が木賃住宅経営者の持地の場合1,借 地の場合0の 値 をとる1-0変 数であり,借
地の場合地主の同意が得 られない等の障害がありうるため正 のパラメータを持つ。
以上で作成 したモデルの説明力 はモデル1,2い ずれもそれほど高いものとはいいがたいが,
モデル2が モデル1に くらべる と尤度比,的 中率 とも若干高い値を示 している。説明力の低い
原因としては,木 賃住宅経営者 の経営意欲や建 て替え資金の有無等,主 要な要因であ りながら








図5-5は,ア ンケート調査年次を基準 に3年 ずつ経過 した場合 に建て替え志向と建て替え
予定がそれぞれどのように変化するかを示 している。モデル1の 上では時間が経過するに従 っ
て建築年数 という変数の値が変化することになる。モデル2に は経過年数 に関する変数が含ま
れていないが.モ デル1に よる建て替え志 向の数が変化するとそれにともな ってコン トロール
トータルが変化するので建て替え予定の数も変化することになる 。図を見る と,当 然のことな
が ら時閤の経過にともな って建て替え志向は増大 しているが,そ れに対 して建 て替え予定の増
加は緩やかであり,時 間の経過に伴 って潜在的建て替 え需要 と顕在化する建て替え需要とのギ
ャップが拡大するこ とが分る。
続いて市街地整備 によって道路,公 園,下 水道などの基盤整備水準が変化する場合の分析を
行 うこととする。モデル1で は家賃推計モデルの説明要因と して,公 園,下 水道,そ して前面
道路の接道条件が含 まれており,こ れが建て替 え前後 の家賃の差 に影響 を与えることになる。
ここで公園 と下水道の整備水準は各木造賃貸住宅の立地するメ ッシュにおける公園面積,お よ
び下水道供用面積を市街地面積でそ れぞれ割ったものである。モデル2に おける基盤整備に関
する要因は,接 道条件のみである。









経 過 年 数
図5-5経 過年数 による建て替え意向の変化
対 して,豊 中市内すべてのメッシュの平均値,そ して最高水準の儘まで4段 階に変化させた値
を代入する。ただし各段 階の値が現状の整備水準値より低い場合 は,現 状値のままとした。道
路整備につい ては,現 在公道 に接 していない住宅がすべて接するようになる として,先 の公園.
下水道の整備と組合せる ことと した。
図5-6に はこれらの基盤整備水準の変化が建て替え志向に及ぼす影響,そ して図5-7は
建 て替え予定数 に及ぼす影喜について計算 した結果をそれぞれ示 したものである。



































































画基礎調査によって整備されたメ ッシュデータで,そ の一覧は表5-8に 示す通 りである。
一都市スケ ールで市街地整備を検討する際,市 街地の特性 に応じて整備の性格や方法が大き














とる値の範囲に関して設定 したカテゴ リーの組合せによって分類を行うという方法が よく行わ
れる。 しか しカテゴ リーの設定になん ら根拠があるわけではなく,ま たできるだけ総合的に分
析するため多 くの指標を取 りあげようとすると作業が蟹雑となる。本研究では建物の質,集 合
状態,土 地利用,公 共施設の整備水準等に関する各種指標を用いて主成分分析を行うことによ
り多数の指標を少数の独立な合成変量に集約 して総合的に市街地構造を明 らかに した後,こ こ
で得 られた各 メッシュの各主成分得点を新たな地区特性の指標 としたクラス ター分析 を行い各
メ ッシュを等質な地区に分類 する。
主成分分析 を行った結果,表5-9に 示すような四つの主成分が得られた。第1主 成分は昭
和40年 以前に建築された建物床面積率,建 ぺい率,民 営借家率,木 造率が高い因子負荷量を
持 ち,一 人当た りの畳数,道 路,公 園面積率 が負の値を持つ ことか ら,老 朽化 した低質な木造
住宅が密集 し,公 共施設が未整備な,ま さに本研究の対象 とする問題市街地の特性を示す主成
分であると解釈できる。この第1主 成分得点の分布状況を示す図5-8に よる と,市 南部の庄
内地区において著 しく高い値を示 しており,そ の他の阪急電鉄沿線の地区においても高い値を
示 していることが分る。次に第2主 成分は田畑率が正,宅 地率が負のそれぞれ大きな値を示し
表5-9豊 中市の市街地特性に関する主成分分析の結果
指標 第一主成分 第二主成分 第三主成分 第四主成分
昭和40年以前の建物床面積率

























ていることからあまり市街化の進んでいない地区,第3主 成分は世帯密度,公 園面積率,平 均
階数が高い因子負荷量を持つ ことか ら千里ニュータウンなどの中高層住宅地を,第4主 成分は
一人当たりの畳数 ,木造率,公 園面積率が正,田 畑率 が負の大きな値を持つ ことから,早 い時
期に開発された比較的高級な戸建住宅地の特性をそれぞれ示すものと解釈できる。
次にこれら四つの主成分得点を各 メッシ ュの市街地特性を示す指標 とするクラスター分析を
行い.図5-9に 示すように豊中市 における各メッシュを等質な市街地特性 を持つ四つのクラ
スターに分類 した。各クラスターにおける四つの主成分得点の平均値は表5-10に 示す通 り
翻 己… 響llを6囲 ≡デ≧4隅5}62 ■■1四2羅3囲 囲4
図5-8第1主 成分得点の分布状況 図5-9ク ラスター分析による地区分類の結果
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表5-10各 クラスターの主成分得点





















である。ここでクラス ター3に 属 するメッシ ュは第1主 成分の値が高 く,庄 内地区を中心とす
る市南部および阪急電鉄沿線地区からな り,こ のことか ら本研究ではクラスター3に 属するメ
ッシュからなる市街地 を整備の対象となる市街地として抽 出する とともに,次 節で作成 するメ
ッシ ュレベルの市街地更新モデル推定のためのサンプルデ ータとして用いる ことと した。.
5-4-2建 物更新モデル の推定
建物更新モデルは対象 とする期 間に地 区内の建物所有者が建て替えを行う確率を推計するも
のである・今Xikをiメツシ ュにお%建 て替えに関するk番 目の要因とする と・iメ ッシユ
に立地する建物が建て替えを行う確率Piは 次のロジットモデルで表わされる。
KK
pi=expl三 αkXik)/{1+exPl三 αkXik)}(5・ η
ここで αkは パラメータである。
パラメータの推定は,1974年 から1980年 の問に豊中市の各メッシ ュで建 て替えられ
た専用住宅床面積の1973年 の専用住宅床面積に対 する割合いを従属変数と し,メ ッシュご
とに測定可能な説明要因を用いて最尤法により行った。
5-3で も述べたように,建 物所有者の行動 は利潤最大化であるが.こ れを間接的 に表現し
うるように説明要因の組合せ を考え,最 終的に表5-11に 示す ような結果を得 た。説明要因
について考察 すると,昭 和40年 以前に建築された建物の割合いは,老 朽化 による建て替えの
必要性の高 さを示 している。次に木造建築物 は.耐 用年数が短い上.建 て蕎えのための除却費
用 が安いので木造率の高さは建て替えの容易さを示すものと考えられる。道路線密度は幅員が















が期待される。転出率は,世 帯の転出 による空家 の増大が借家の場合,経 営の悪化をもたらす
ため建て替えの必要性は増大する。また持ち家の場合にも世帯の転出が建て替えの契機になる
ので,転 出率 の高さは建て替えを促 す方向に作用する。表において平均階数 のパラメータが正
であるが,通 常個々の建物単位でみる と平均階数が低いほど建て替えは容易である と考えられ
るので予想されるパラメータは負である。一方,す でに地区の建て替えがある程度進んだこと
により地区全休で建築物の平均階数が上がる と,近 隣効果によりその周囲のまだ建て替えの行
なわれていない建物の更新を促 す作用が働 くと予想される。このように考えると,平 均階数は
正のパ ラメータを持つ と考えるこ とも可能である。民営借家率は,負 のパラメータを持つが,
それは主に一戸建住宅からなる持ち家の場合,家 族の成長や家屋の老朽化による居住水準の向
上要求が ただちに建て替えや買替え等 につながるのに対 して,主 に共同住宅より成る民営借家
は空家の増大,な い しは居住者の入替わりの段階にとどまるため,建 て替えが進み難くなるも
のと解釈できるためである。
以上の考察により,こ のモデルは建て替えに関する有意な変数を多く含んでおり,建 て替






数 を占めてお り,特 に既成市街地においては公共施設不足や狭小過密な住宅な どの居住環境の
劣悪さを原因とする世帯 の転出が多 く,地 区の衰退,荒 廃をもたらしている。そこで本研究で
は住宅や地区の居住環境条件 に関する要因を重視 し,他 に世帯の社会経済属性等もモデルの説
明要因として取 りあげることとする。
本研究で作成する住居移動モデルは,現 在各メ ッシュに居住する世帯 が一定期間の間に住居
の移動を行う確率を建物更新モデル と同様 にロジッ トモデル により推計するものである。現在
iメッシ ュに居住する世帯が住居移動を行う確率Riは
Ri-exp(Vi>/{1+exP(Vi)}(5・8)




ここでYikはメ・シ・iの 駐 環境礪 わるk番 目の要因・Zilはその他の要因であ り・β・
γはパラメータである。
パラメータの推定は,1975年 か ら1980年 まで の閤に転出した世帯数の1975年 に
おける総世帯数に対する割合いを従属変数と して行 った。パラメータ推定結果は表5-12に












ら30才 までの人口構成比を取 りあげたが.こ の年齢階層は就職,結 婚,そ して出産等ライフ
ステージの変化に伴 う住居移動の頻度が高いため,こ の年齢層の割合いが大きいほど住居移動
が起こりやすい と考えた 。居住環境に関わる要因 としてここで は道路線密度,公 園,社 寺等の
オープンスペ ース面積率,下 水道供用面積率とい った基盤施設の整備水準,お よび住宅そのも
のの水準 として一人当り畳数が有意な変数 として採用されているが.推 定されたモデルはこれ








この値 は絶対値 としては何の意味も持 たないが.基 盤施設整備による居住環境向上の効果の相
対的大きさを計測 することは可能なので,次 節のモデル分析において一つの評価指標 として用
いることとする。推定結果をもとにenv値 の推計式を示すと,
env,=-9,20319・(道 路 線 密 度)-0,12629・(オ ー プ ン ス ペ ー ス 率)1
-0 .00566・(下水道供用面積率)-0.03114・(一人当たり畳数)
式より明らかなように,こ の値 が大き くなるほど居住環境が低いことになる。
5-5豊 中市における居住環境整備に関するモデル分析
5-5-1豊 中市における市街地更新の予測および重点的整備地区の抽出
5-4で 作成 した建物更新モデルは,1974年 から1980年 までの7年 間につい て推定
されたモデルである 。従って本節の実証分析で対象 とする計画期間も1981年 を基準年次と
する7年 間 とする。これはメッシュデータの得 られる都市計画基礎調査の実施間隔によるもの
で,調 査が実施され,デ ータの得られた時点で計画の見直 し,モ デルの再推定等が逐次行なわ
れるような計画 システムを念頭に置いている。
本節では豊中市を対象と して,建 物更新モデルにより計画期間中における建物更新量を予測
する とともに,こ れに基づいて5-2に おいて述べたような重点的整備メッシュ,す なわち低
質な木造住宅が密集するとともに,公 共施設が不足しているため,整 備の必要度が高 く,か つ
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建物の更新が活発なメ ッシュを抽出することとした。
ここで は5-4-1の 分析 において得 られた第1主 成分得点.お よび(5.10)式により求めら
れるenv値 を整備の必要性の高 さを示 す指標 として取 りあげることとする。これ ら二つの指
標を取りあげた理由は,両 者間の相関係数 が0.346と高 くはな く,第1主 成分得点が主として
建物の集合状態や土地利用の状態を示 しているのに対 して,env値 は主 として公共施設の整
備水準 に関連する生活上 の効用 を示すもの と解釈でき,そ れぞれが別の側面を説明するものと
考え られるためである。豊中市の各メ ッシュにおける第1主 成分得点は図5-8に 示 した通り
であり,モ デルにより計算されたenv値 および計画期閻中の建物更新量は図5-10.11
に示す通 りである。
重点的整備メッシ ュ抽出の手順を述べる と,ま ず図5-12の ように二つの指標 の散布 図を
描き,env値,主 成分得点の両方が高い値を示 すメッシュを抽出 した。具体 的には,抽 出の
目安 として平均値mと 標準偏差 σを求め,二 つの指標が ともにm+σ 以上の値を示すメッシュ
を抽出した。これらのメッシュにおける各指標の値 と建物更新量とを表5-13に 示 すが,こ
の内,1,2の メ ッシュは図5-12か らも明 らかな ように,居 住環境が特に劣悪であり,図
5-13よ り市街地更新量も多いので,本 研究ではこの二つのメッシュを重点的整備地区とし
て設定する。その他のメ ッシ ュにおいては市街地整備の必要性が高 いものの,上 のメッシュよ
りは優先度が低いものと考えている。
表5-13に 示 したメッシュのうち,重 点的整備メ ッシ ュをタイプ1,そ の他をタイプ2と
して.こ れらの豊中市における位置を図5-14に 示 す。図においてタイプOは5-4-1で
求め られたクラスター3に 属するメ ッシュを示 している。この結果 より,タ イプ1の 重点的整
備メッシ ュはいずれも庄内地区に含 まれ,タ イプ2も 庄内地区およびその周辺 に集中すること
が分る。
5-5-2豊 中市における居住環境整備に関する分析方針の設定
前節では市街地更新の予測に基づいて,重 点 的整備メッシュの設定を行 ったが,そ の結果こ
れらのメッシ ュが豊中市における木造賃貸住宅地区総合整備事業の施行地区である庄内地区に
すべて含まれることになった。この結果は,実 証分析により豊中市 における庄内地区整備の必
要性を浮き彫りにする とともに,庄 内地 区だけでも425ha(20メ ッシ ュ)と いう広大な
対象地区の中で優先的に整備 すべき地区を明らかに し得 たという点で大きな意義を持つ。















































































1 1 1 4,662 0,069178330.004714O.1097110.4 5,950 0.7048 O.4455
2 1 1 4,309 o,069233520.007342O.0247011.4 6,432 0.6216 0.3804
3 2 1 3,733 O,106231020.0044280.0142813.1 5,619 O.5699 O.4509
4 2 1 3,224 0,143132690.006894O.0071511.0 7,280 0.5365 0.3367
5 2 0 3,564 0,147119290.006312O.0000018.6 6,032 0.5347 O.3802
6 2 1 3,543 0,121甑 0.007278O.0048611.1 6,865 0.7377 0.3439
7 2 0 2,957 0,092177040.0062480.01214 4.8 6,705 0.6244 O.3494
8 2 0 2,829 0,148164180.005563O.17129 6.7 7,045 O.6744 0.4068
9 τ 0 3,029 0,112 31320.0047890.00000 3.8 7,846 O.7186 O.3775
平均豊中市 0,000 0,587127120.0058961.1157510.2 7,850 0.3572 0.4162
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図5-14重 点的整備メッシュの抽出結果
一206一
成されている。この計画は・基本方針を地 区修復型再開発 とし,そ の内容は災害時の避難路で
ある とともに日常的な生活空間 となる防災避難緑道と地区内の円滑な交通処理を行うための街
路を機能的に組合せてネッ トワ ークを構成 し,そ れに沿って公園や集会所などのコミュニティ








庄内地区では先 に示 した整備計画に沿って,1972年 以来精力的に整備事業が行なわれて
きたが,整 備計画の内容 とこれ までの実績をまとめた表5-14に よると,1972年 から1
983年 までの12年 閤に道路,公 園,住 宅建設,コ ミュニティ施設の建設等の各種事業が実




れをも とに豊中市が道路整備を軽視 している とは言えない.と いうのは道路の整備には沿道の
建物の除却や壁面の後退等を行わねばならず,ま た関係権利者の数も多くなるため,そ の調整
には手閻取 り,事 業の実施 は他の整備手段 に比べ障害が多いと思われる。そのため現状では水
路の埋立 て等事業の行い易い所か ら実行 に移されてお り,こ のことは道路に関する事業量の達
成率が事業費の消化率に比 べて高 くな っていることからも知ることができる。生活道路は地区
の骨格を形成するものであ り,そ の整備 は居住環境整備において最も重要な位置を占めるもの
であるといえる。特 に庄内地区では防災対策 として道路整備 は最も基幹的な事業である。また
道路整備 はこの様な地区で重要な計画目標の一つである老朽化 した低質住宅の更新を促進させ
る効果が期待できるので,部 分的にも権利調整がまとまり,施 行が可能とな った箇所から整備































































































ここで作成すべき入力情報 は,対 象地区における計画期 間中の総整備事業費と,そ の中での
施設種別構成比である。施設の種類 としては道路,公 園,下 水道を取りあげる こととする。こ
のうち,道 路,公 園の整備 はこれまでの庄内地区における整備実績を勘案 しながら設定するが.
下水道の整備 は庄内地区のみで考えることはできないので豊中市全体の整備を対象 にすること
とする。
庄内地区整備計画では本研究で取 りあげる道路,公 園以外にも公的住宅の建設,集 会所等の
コミュニティ施設の建設等も含まれているが.前 者の公的住宅の建設については民閤による建
て替え と公共による基盤整備 という居住環境整備の考え方 とは関係が薄いこと,そ して後者の
コミュニティ施設の建設は表5-14よ り明らかなようにすで に計画目標を大きく上回 って整
備されているので,こ こでは取 りあげないこととする。
道路,公 園に関しては,こ れまでの庄内地区における投資額を参考にして計画期間中の総事
業費を設定 し,さ らにその中での施設種 別の構成比を検討することとする。表5-15に は1
972年 から1983年 までの庄内地区における施設種別整備量を各年 ごとに記したものであ
るが,こ こでは最近7年 間の道路,公 園に関する整備を今後7年 間 にも同様 に行えることとし,
さらに上述のように整備量を超過達成 している部門における従来の投資分を道路,公 園に振り
向けることができるという仮定の下に道路,公 園に関する総整備量を増加 させた場合 について
もパラメ トリックな検討を行 えるようにする。施設種別構成比 はこれまでの構成比,そ して地
区整備計画に定め られた整備量に対する各施設 の未整備量の比率,さ らに5-5-2で 述べた
ように道路整備の遅れとその重要性 を考慮 して道路整備のウエイ トをさらに高めた場合,と い
う3つ のケースを考える。以上の考察に基づいて作成 した道路,公 園に関する入力情報は表5
-16 .17に 示 す通りである。
次に下水道については,豊 中市 においてすで に定められている計画水準 と,整 備状況,お よ
び整備実績を示した表5-18の 値 に基づいて,今 後計画期間中 に整備 すべき総事業量を段定
した。具体的には計画水準を今後の10年 閻.15年 閤,20年 閻で達成する という三つのケ
ースを想定 し,そ れぞれについて計画期間中の総整備量を設定 する。すなわち
下水道の総整備量一(計 画水準一現況値)×(計 画期閻/整 備水準達成期閤)
(7年)(10,15,20年)






整 備 種 目
緑道
生活道路

































4ヵ所(1) 1ヵ所 3ヵ所(1) 17ヵ所(6)






1ヵ所 〔1} 1ヵ所(1) 1ヵ所(1) 13ヵ所(7)






2ヵ所 1ヵ所(1) 3ヵ所(1) 10ヵ所(6)






2ヵ所(1) 1ヵ所〔1) 3ヵ所〔1) 13ヵ所(6》








2ヵ所 1ヵ所(1} 4ヵ所(1) 14ヵ所(6)








2ヵ所(2} 1ヵ所(1) 3ヵ所(1) 17ヵ所(8)

















1ヵ所 1ヵ所 3ヵ所 16ヵ所(3}






1ヵ所(1) 1ヵ所(1) 4ヵ所 16ヵ所(η








14ヵ所 1ヵ所 2ヵ所 23ヵ所 99ヵ所
1719254384764051889328321768454841184021 31951511266983
A往) 1362 2868 271 1091








道路,公 園の総事業費 4501 5592 5046
(単位 百万 円)
ここに
Aは,過 去7年 間の道路,公 園の総事業費の値
Bは,Aに 過去7年 閤のコミュニティ施設の事業費 を加えた値
Cは,AとBの 平均の値






















3666.0 3582.6 2554.8 1027.8
表5-19豊 中市における計画期間中の下水道の総事業量
X Y Z









a)道 路,公 園のメ ッシュ別整備案
5-5-3で 述べた ように.こ こで は入力情報として道路.公 園の総事業費 と道路.公 園の





ここで ρkは,道 路について0.585(百万円/m).公 園について928(百万円/ha)と し
た。
また ここで は全体的な地区整備計画 との整合 を考えているため,ま ず計画で定め られた整備
量,お よびそれに沿 ってこれまでに行なわれた整備量をメッシュに対応させ,こ れをメッシュ
単位に集計 して表5-20に 示すようなデータを作成 した。
空間的施設構成案に関する分析ケ ースは次の通りである。
①ケース1整 備計画量に対する未達成量 に比例 して,総 整備量を配分する案。この場合の
メ ッシュiに おける施設kの 整備量CXik1は
CX湘=TVk(PXik-RXik)/}(PX」 ビRXjk)(5・12)
ここでPXikは地区整備計画で定め られたメッシ ュiに おける施設kの 整備量・RXikは計画
策定以来,iメ ッシ ュにおいてこれまで に行なわれてきた施設kの 整備量である。
②ケース25-5-1で 設定 した重点整備メッシ ュにおいて集中的な整備を行 う案である。
具体的には,重 点 的メ ッシュの集合Mに 属するメッシュmに ついては計画未達成量をすべて整
備 することとし.
CX,k2-PX,k-RX,k(m∈M)(5・13)













番号 道路 公園 道路 公園
巳 (翫) (㎡) (翫) (寵)
1 1198 33918 211 33918
2 1198 8930 301 3288
3 475 0 0 0
4 200 0 0 o
5 1616 2732 379 2335
6 2402 4421 613 3800
7 1717 933 197 o
8 2079 491 870 0
9 1287 453 0 o
10 319 99 0 0
11 2129 11592 252 10460
12 727 654 o 356
13 1610 2443 103 1200
14 1722 3807 40 2551
15 1236 o 504 0
16 1802 5959 222 3500
17 1803 3165 173 1800
18 1312 1994 423 413
19 23541206 925 1206










4 7 8 1112




③ケース3ケ ース1と ケ ース2の 中問的な性格の整備案で,重 点整備メッシ ュに対する投
資の重みをケース1と2の 閤に設定 したものである 。算定方法 は次の通りである 。まず重点整











④ケース4各 施設種別に最も整備水準の低いメッシュより順次整備を行 う案,具 体的には
総整備量を一定の最小単位プ ロジ ェク トに分割 し,最 も整備水準の低いメッシュに1単 位つつ
配分 し.さ らにその状態 における最低水準のメッシュを再び求めて,上 の手順を繰返 し,総 整
備量をすべて配分 しおわるまでこれを繰返してメッシ ュ別施設種別整備案CXik4を作成する。
b)メ ッシュ別下水道整備案
ここで は下水道整備案 として次の二つ のケースを想定する。
①メッシ ュ別の未整備量に比例 して整備を行 う案
いま豊申市全域 における下水道整備量 をTVg,メ ッシュiに おける下水道供用面積を
RAi.計 画面積 をPApメ ッシ ュ面積をZAi,人 口をPOPiと すると,計 画期閤中の
メッシ ュ別下水道整備量CXgi1は
CX・"=TC・ ×(PAドRAi)/}〈PA」 一RA」
















MENVは 全体的な環境水準の向上 を示す指標であり,大 き くなるほど望 ましく,一 方のVE
NVは 居住環境水準の地区間格差を示す指標で小さ くなるほど望 ましい.
もう一つの低質住宅の建て替え促進効果 を測る指標 は,建 物更新モデルにより求め られる建
て替え床面積であるが,こ の値 には良質なス トックの建 て替えも含 まれているので,低 質住宅
そ のものの建て替えを表わすため,5-4-1の 分析 におい て低質住宅密集地 区の特性を示す
とされた第1主 成分得点を用い,次 の方法で間接的に計測することとした。iメ ッシュにおけ








これはSCiの 値の高いメッシ ュにおける建て替えには低質住宅が多く含 まれる割合いが高い
と考えられるため,SCiの 値によって重 みをつけたTNE'は,低 質住宅の建て替えを閻接
的に表わ し得るものと思われる。
5-5-6分 析結果と考察
5-5-3で 作成 した入力変数の組合せ は,道 路,公 園の総事業費3ケ ースと,総 事業費の
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中で道路,公 園への投資額の比率を3ケ ース,そ して下水道の総事業費3ケ ースの計27ケ ー
スである。また5-5-4で 作成 した道路,公 園の空閤的構成案4ケ ースと下水道の空間構成
案2ケ ースを加える と,こ れ らすべての組合せは216通 りとなる。
ここではこのすべての組合せ についてモデル計算を行い.5-5-5で 述べた各評価指標に
対する各入力変数の効果の大きさを把握するため,分 散分析を行った。結果を示す表5-21
より,次 のことが明 らかとな った。




かし総事業費 および投資比率に関する寄与率を比べると,そ の比はenvの 平均,分 散 に関し
ては1.0,1.1程 度と少なく,建 て替えに関 しては9.8,低 質住宅の建て替えに関して
は24.5と 大きい。このことより判 断すると,道 路整備へのウエイ トを高めることは,公 園
整備の側面から見た居住環境への犠牲に比べると低質住宅の建て替え促進に与える効果が格段
に大きいため,全 体的に見る と望ましいことといえる 。
居住環境の向上には,env値 の平均,分 散でみると,下 水道整備の総事業費および空閻構
成案が大きな影讐を与えることが分る 。特 にenvの 平均には下水道の総事業費,分 散には空
間構成案が大きな効果を与 える。
道路,公 園の空間構成案はすべての評価指標について高い寄与率を示 してお り,こ れを適切
に作成することの重要性が確め られる。表5-22は,そ れぞれの構成案の評価指標値 と,基
本ケース(何 も整備を行わない 〉に対する改善量を示 している。
これより,ケ ース2(重 点的整備メッシ ュに整備を集中 させる),お よびケース4(最 低水準
のメッシュより順次整備を進める)が いずれの評価指標に関 しても望ましい値を示 した。そこ
でメッシュ別に整備案の内容を調べると,重 点整備メッシュとケース4に おける最低水準メッ
シュがほぽ一致 したため,す べての評価指標について似通った値を示 していたことが分 った。
いずれにしてもこの結果より,施 設整備を広い範囲に分散 して行 うよりも,特 に整備の必要な
メッシュに集中的に行 うことが望ま しいことが明らかとな った 。
5-6結 語
従来の都市再 開発においては,ス クラップアンドビル ド型の再開発に比べて,地 区修復ある
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表5-21各 種入力変数の分散分析結果
総建て替え床面積 不良住宅建て替え床面積 env値の平均値 env値の分散















































































































いは改善型の再開発手法に関する実績 は余り積重ねられ ている とは言えない。本研究では,大
都市圏内に広範に分布する低質市街地 における整備方法 として,自 然発生的な建物の更新を促
進するとともに,こ れを誘導することにより基盤施設整備を進 め,漸 次的に市街地の改善を図
ろうという問題 に着 目し,従 来市街地整備の分野では余 り適用されなかった定量的モデル分析








えるが,住 宅の建 て替えには種々の障害があり,た だちに建て替えが進 まないことを考慮 して,
ここでは利潤最大化を考慮 して潜在的な建て替え意向形成を分析するモデルと.建 て替えの可
能性や容易性を考慮 して顕在化する建て替え意 向を分析する二つのモデルを作成 することとし
た。それぞれのモデル についてパラメータ推定を行った結果,基 盤施設整備水準など,市 街地
整備によって政策的に変化させうる変数が説明要因 として導入することができた。
(2)上記のモデル を用いて個々の経営者 の意向形成に関わる要因の変化に対する影響分析を行
ったが,そ の結果,次 の ような知見を得た。








街地更新モデルを作成 し,パ ラメータの推定を行 った結果,説 明要因と して取りあげた変数は
いずれも符号条件を満た し,か つ統計的にも有意であ り,ま たモデルによる推計笹 と.実 績値
との相関係数の値も高 く,こ のモデルは良好な適合性 を示すことが分 った。
(の作成されたモデルを用いて,建 物の集合状態,あ るいは基盤整備水準から見た住環境整備
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の必要性,お よび建物の更新動向をふ まえた整備の可能性に基づいて,対 象都市内の重点整備
地区を抽出する方法を提案 し,実 際 に豊中市における重点整備メッシ ュを明らかに した。
(5)続いて豊中市 における居住環境整備間題 を対象にモデル分析を行い.以 下のような知見を
得,計 画情報 としてとりまとめることができた。
①低質住宅の建 て替え促進のためには,総 事業費を拡大するよりもそのなかで道路整備 に投
資するウエイ トを高めることの効果が大きい。
②居住環境水準の向上 には下水道整備の効果が大きい。





特 にここではメ ッシュ単位の分析であったため,誘 導型手法を用いて具体的な市街地整備を
いかに進めてい くかについて検討するまでには至 っていない。今後即地 的レベルへと分析を進
めていく場合,広 大な対象市街地全域を対象 とする よりもある程度空間的範 囲を限定 して検討
を行 うことになるが,そ の場合 にここで求められた重点整備メッシュの情報が有用 となるもの
と考える。
いうまでもなく既成市街地の整備 には様々な主休が関わ っており,計 画作成プ ロセスもこれ
ら多 くの主体の参加のもとで住民の意向を反映させながら民主的な手続 きのも とに行われるべ
きものである 。
従 ってモデル分析の結果 に基づいて一方的に事業が進め られるもので はないが,そ れにも拘 ら
ず本研究 における分析は良好な市街地への再生をめざ した市街地整備計画作成プ ロセスにおけ
る一つの基礎情報 にはな りうるものと考える。
一220一
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供する役割が期待される土地利用モデルに着 目し,こ れに関する新 しい手法の開発 と,政策立
案のための方法論 に関する実証的検討を行 ったものである。
土地利用モデルは,開 発されて約20年 以上が経過し.その簡に様々なモデルが開発される
ことにより分析手法 として は飛躍的な発展を遂げたものの,実 際の計画問題とモデル との間の
不整合や.政 策立案の ための方法論に関する考察が欠如 していることなどにより,これまで有
効な手段 として機能 してきた とはいいがたい。
本研究では以上の問題意 識に基づいて,序 論にも述べたように次の問題に関する検討を重要
な課題と考えている。
(1)大都市圏における多種多様な空間スケール,土 地利用の形態,関 連主体 に対応'した各種計
画の立案.お よび政策 の提言のために必要な情報提供を可能 とする土地利用モデルの開発
(2)土地利用モデルを用いて将来の土地利用計画を合理的に作成するための方法論の開発
(3)近年,都 市政策においてその比重が高 まりつつある都市再開発問題へのモデル分析の適用
具体的 には,① 大都市圏全域を対象 とした土地利用一交通計画,② 大都市周辺地域の土地利
用計画,③ 再開発事業による商業地整備計画,④ 既成市街地の居住環境整備計画,と いう大都
市圏の土地利用計画に関わる四つの計画問題を取 りあげ,本 論文の第2章 から第5章 に各問題
に対する分析方法 と,実 証分析の結果を述べている。これらの研究 を通じて得 られた成果 は以
下のようにまとめられる。
第2章 では大都市 圏全域 を対象として大都市圏の空間的地域構造を望 ましい方向へ誘導する
ための手段 として,市 街地開発事業.お よび幹線交通施設の整備に着目し,こ れ らの望ましい
組合せを見出すためのモデル分析を行 った。具体的には都市圏の土地利用変化 と建物の建設動
向.住 宅,三 次産業の活動立地,さ らには交通流動に与える影響をシミュレー トする土地利用
一交通モデルを開発 し,実 証分析を行うことによりその有効性を確かめるとともに,大 阪府 に
おける将来の土地利用 一交通計画に関 するシミュレーシ ョン実験を行い.そ の結果を今後の都
市圏整備 に関する計画情報 としてとりまとめている。
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ここで得 られた成果を要約 すると,次 の通 りである 。
(1)今日の大都市圏の関する現状認識に基づいて,ロ ー リーモデルをは じめとする従来の土地
利用モデルの間題点を指摘 し,こ れをふ まえてよりリアリティの高い分析を可能とする都市圏
の土地利用 一交通モデルを提案 した。このモデルの特徴は,
①大都市圏の土地利用変化に対 して支配的な役割を果た している建物 建設の基礎となる市街




テ ージと密接に関わ りを持つことに着目 して,こ れを年齢階層 ごとにモデル化 しているが.
この場合集計デ ータを用いて住みかえ移動モデルを構築する際に必要なデータが完全には得





(2)以上のように定式化 された土地利用 一交通モデル のパラメータを大阪府のデ ータを利用 し
て推定するとともに,全 体的な現況再現性の検証も行 ったところ,こ のモデル が比較的少ない
説明変数 によって構築されているにもかかわらず,高 い現象再現性を示すことがわか った。
(3)このモデルを大阪府全域の土地利用一交通計画問題に適用 し,市 街地開発 と交通施設整備
の組合せに関するシミュレーシ ョン分析を行い.以 下のような計画情報を得ることができた。
①市街地開発の形態 としては,郊 外 の新市街地開発 よりも既成市街地の再開発を促進するこ
とが総通勤時間の低減に望 ましい効果を与える,ま た大都 市隣接地域の市街 地開発は,商 業
活動へのアクセシビリティを著 しく向上させる とともに,都 市 圏の多核化,周 辺地域の自立
化を促進しうる。
②道路網の形態 としては.放 射線よ りも環状線 の整備が.大 阪市の衰退を回避 し,職 住近接
化を図るのに効果が大きい.
③地域整備方針 として,南 大阪地域の発展を誘導するためには.湾 岸道路,近 畿自動車道和
歌山線 とい った高速道路の整備が不可欠である。
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第3章 では・大都市周辺 における土地利用計画 に関するモデル分析を行った。ここでは,市
町村をさ らに数個に分割 した比較的細かいゾーンを対象に市街地開発事業 と各種施設整備等の
多種多様な政策手段の組合せ として土地利用計画案を作成することとしているが,こ の場合代
替案の組合せの数は莫大なものとな り,す べての組合せにっいてシミュレーションモデルを操
作することは不可能である。そ こでここでは実験計画法を応用 して土地利用 モデル によるシミ
ュレーシ ョン分析を効率 的に行うための方法を開発する とともに,こ の方法を泉州地域に適用
して実証的分析を行 った。ここで得られた成果について要約すると,次 の通りである。
(1)市町村を数個に分けたゾ ーンレベルの土地利用を対象として,各 種地域整備手段の効果を




(2)泉州地域における実際 のデ ータを用いて上記の立地選択 モデルのパ ラメータの推定を行 っ
たところ,多 くの政策変数を有意な説明要因としてとりいれることがで き,ま たシミュレーシ
ョンモデルにより現況再現を行 ったところ,良 好な結果が得 られた。
(3)大都市周辺地域 における比較的詳細な土地利用計画を対象として多種多様な整備手段間の
交互作用を考慮 しつつ.膨 大な組合せ代替案の中からシミュレーシ ョン実験を通じて望ましい
案を抽出するため,実 験計画法を応用 してモデル分析を効率的に行う方法を提案 した。
(4)作成 されたモデルと上記のモデル分析方法を泉州地域における土地利用計画問題に適用 し
てケーススタデ ィを行 った結果,高 速道路イ ンターチ ェンジ設置案,工 業地開発案,地 域 レベ
ルの幹線道路整備案,住 宅地開発案の望ましい組合せに関する計画情報を得ることができた。
すなわち工業活動に関 しては,和 泉,貝 塚,泉 佐野に高速道路インターチェンジを設置し,貝
塚,泉 佐野,和 泉において工業用地を開発するという組合せが望 ましく,住 宅立地に関しては.
和泉市の丘陵部 と熊取町において開発 を行い.大 阪岸和田泉南線,泉 州山手線 といった内陸部
を縦 断する路線 と,貝 塚市,岸 和田市において内陸部へと横断する路線の整備を組合せたケー
スが望ましい結果を示 した 。特に住宅開発 と交通施設整備の間には交互作用が強 く働くため,
それぞれが整合の とれるように組合せる必要性が高い。
続いて第4章 および第5章 においては,今 後の大都市圏整備においてその役割の占める比重
を増 しつつある都市再開発の問題にモデル分析手法を適用 した研究について述べている。
第4章 では,市 街地再開発事業 による商業地整備計画 に着 目し,地 域社会に対 して望ましい
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影響を与え,床 需要とも整合の とれた再開発の規模.内 容の在 り方を見いだすためのモデル分
析を行った。
ここで得られた成果を要約すると次の通 りで ある。
(1)商業地再開発に関する主体 として消費者,小 売業,事 業主体 を取 りあげ.こ れ らの行動を
モデル化するとともに,各 モデルを連動させた商業地再開発モデル として構成 し,こ のモデル
を用いて商業地再開発計画作成にあたっての定量的な情報の提供 を可能 とした。
(2)小売業の立地 が消費者の買物行動 と密接な相互依存関係を持っことに着目 し,消 費者の商
業地選択行動を内蔵 した新 しい小売業立地 モデルを開発 し,実 証分析を通 じてその有効性を検
証 した。
(3)消費者の商業地選択行動と小売業の立地行動 との閻の相互関係を,ゲ ーム論的 に考察 し,
この両者の関係が11、売業を先手 とするStackelberg問題として解釈できることを示 し,こ れよ
り商業地再開発においては消費者保護の立場に立ち,小 売業の立地行動を誘導制御 して消費者
余剰を高めるような再開発計画を作成する必要性を明 らかにした。
(4)大阪府泉州地域を対象 に,商 業地再開発計画に関するモデル分析を試みた ところ次のよう
な計画情報を得た。
①泉佐野においては商業機能に特化させるよりも,店 舗,住 宅.駐 車場など複合的な目的を
持 った計画とした場合 に保留床規模を大きくとっても採算性が確保 され,消 費者余剰も高い
値となる。
②既存権利者の転出率に関する影響分析を試みた ところ,転 出率の10%の変化に対 して事業
収支に約4億 円の影響を与える。
③住宅開発及び道路網整備パターンの組みあわせ に関 して影響分析を行 ったところ,和 泉,
阪南における住宅開発と,金 熊寺男里線,池 上下宮線,泉 州山手線,大 阪外環状線 といった
道路の整備を組み合せた場合,事 業 にとって望ま しい影響 を与える。
第5章 は.既 成住宅 市街地を対象とした居住環境整備の問題 に関するモデル分析について述べ
ている。大都市圏内に広範に分布する低質住宅市街地 における整備方法 として,自 然発生的な
建物の更新を促進するとともに,こ れを誘導することにより基盤施 設整備を進め,漸 次的に市
街地の改善を図ろうという問題 に着目 し,従 来市街地整備の分野では余 り適用されなか った定
量的モデル分析手法による計画問題の分析を試みた。ここで は,個 々の住宅経営者の建 て替え
意向形成 に関する非集計 レベルの分析,お よび500mメッシ ュという集計 レベルの二つの側面か
ら市街地更新のモデル化を行い.豊 中市の木造賃貸住宅密集地区における居住環境整備を対象
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として実証分析を行 った。第5章 で得 られた成果は次の通 りである。
G)対 象地域においては木造賃貸住宅そのものの建て替えが地区の環境改善に大きな役割を果
すことになるが.そ のような建 て替えを促進させるための政策を検討する際の基礎資料 とする
ため,住 宅経営者 に対するアンケー ト調査資料に基づいた非集計の建て替え意向モデルを作成
し,要 因分析 を行 った。その際,木 造賃章住宅経営者の建て替え行動基準は利潤最大化行動で
あるといえるが,住 宅の建て替えには種々の障害があ り,た だちに建て替えが進まないことを
考慮して,こ こでは利潤最大化を考慮 して潜在的な建て替え意向形成を分析するモデル と.建
て替えの可能性や容易性を考慮 して顕在化する建て替え意向を分析する二つのモデルを作成す
ることとした。それぞれのモデルについてパラメータ推定を行 った結果.基 盤施設整備水準な
ど,市 街地整備によって政策的に変化させ うる変数を説明要因 として導入することができた。
(2)上記のモデルを用いて個々の経営者の意向形成に関わる要因の変化に対する影響分析を行
ったが,そ の結果,次 のような知見を得た。




③道路整備 は,建 て替え需要を顕在化させるのに大きな影響を与えており,仮 にすべての住
宅が公道に接する ようにな った場合,23%の 潜在的建て替え需要が顕在化 する可能性があ
る。
(3)500mメッシュという集計単位で建物の更新 と世帯の住居移動を定量的に予測 しうる市街地
更新モデルを作成 し,パ ラメータの推定を行 った結果,説 明要因 として取 りあげた変数はいず
れも符号条件を満た し,か つ統計的にも有意であ り,ま たモデル による推計値 と,実 績値 との
相関係数の値も高く,こ のモデルは良好な適合性 を示すことが分 った。
(4)作成されたモデルを用いて,建 物の集合状態.あ るいは基盤整備水準から見た住環境整備
の必要性.お よび建物の更新動向をふ まえた整備 の可能性に基づいて,対 象都市内の重点整備
地区を抽出する方法を提案 し,実 際に豊中市における重点整備メッシ ュを明らかに した。
(5)続いて豊中市における居住環境整備問題を対象 にモデル分析を行い.以 下のような知見を
得,計 画情報 として とりまとめることができた。




③空間的施設構成案としては,重 点整備メッシ ュに整備を集中させる案が望ま しい 。
本研究では以上の成果を得たが,い うまでもな く上記の分析 は,大 都市圏の土地利 用計画に
関わる問題をすべて網羅 しているわけではな く.ま た各問題 についてもモデル分析には取 りあ
げ られない要因が多 く残されている。さ らに土地利用計画には様々な主体が関わ ってお り,計
画の作成プロセスも広範な主体 の合意に基づいて行うべきものなので,モ デル分析の出力がた
だちに計画 に結びつくもので はない。しか しモデル分析の適用可能な問題に対 して考慮可能な
要因のみを取 りあげた限定的な分析とはいえ,計 画プロセスにおいて科学的判断情報 を提供す
ることにより,合 理的な計画策定を支援することの意義は極めて大 きい。その限 りにおいては
これまで現象のモデル化手法の精緻化や,限 られた問題への適用に止どまっていたこの分野の
研究に対 して実用性 に注 目した一つの土地利用計画方法論の提案 をな しえたもの と考える。
今後は,こ こで取りあげられなかった要因についても分析を進めることにより,計 画情報の
信頼性 を高めるよう引続 き研究 を推 し進めていく必要 がある。
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言射 辞
本論 文 を 結ぶ に あた り,本 研 究 の遂 行 に際 して,ご 指 導 ・ご協 力 い た だい た方
々 に感 謝の 意 を 述 べ る こ と とす る 。 まず,本 研究 の遂 行 な らび に本 論 文 の作 成 に
あ た って,終 始 ご指 導 とこ 鞭捷 を 賜 った京 都大 学 吉 川和 広 教 授 に心 か ら深 甚 な る
感謝 の 意 を表 し ま す。特 に同 教授 に は,大 都 市 圏 の土 地 利用 計 画 とい う複雑 な 問
題 に対 す るシ ス テ ム論 的 ア プ ローチ に 一つ の 道筋 をつ け てい た だき,こ れが 本 論
文 の骨 格 とな った 。続 い て筆 者 の学 部 ・大学 院 時代 を通 じて研 究 指導 を い た だ く
ととも に,筆 者 が 本研 究 を 開 始 する に あ た って も多 大 な御 助 力 を賜 った 立命 館 大
学 巻 上 安爾 教授 に心 か ら感 謝 の 意 を表 した い 。さ らに熱 心 な 討議 を通 じて,本 研
究 に対 して重 要 な 御 指摘 を い た だ いた 京 都大 学 春名 攻 助 教授,お よび 研 究室 の 大
先輩 と して心 温 か い激 励 や貴 重 な コ メ ン トをい ただ い た金 沢大 学 木俣 昇 助 教授,
鳥 取大 学 岡 田憲 夫 教 授,名 古 屋 工業 大 学 山本 幸 司 助教 授 に深 く感 謝 いた します 。
研 究 を進 め る 過程 にお い て,鳥 取大 学 小 林 潔 司助 教授 には,研 究 の あ らゆ る面
にわ た っ て適 切 な御 助 言 を多 くい た だき,そ れ らは本 論 文 の 随所 に生 かさ れ てい
る 。 また 東京 工 業 大学 屋 井 鉄雄 助 手.お よび 京都 大 学 奥村 誠 助 手 に は,研 究 室 に
お ける 討議 を 通 じて有 益 な御 示 唆 を得 た 。こ こ に記 して感 謝 の意 を 表 します 。
さ ら に,膨 大 な デ ータの 処 理や 計 算 の遂 行 に 関 してご 協力 を い た だい た京 都 大
学 工学 部 土木 工 学 教室 土 木計 画 学 研究 室 の 各位,と りわ け,三 鴨 誠 氏(現 在 鳥取
県),チ ン ・カ ーキ ョン氏(現 在 フ クヤ マ コ ンサル タ ンツ イ ン タ ーナ シ ョナル),
田辺 博 氏(現 在NTT).有 野 充 朗 氏(現 在 京都 大 学 大学 院),本 田 武 志氏(現
在 京 都大 学 大学 院),亀 井 三 郎 氏(現 在 京都 大 学大 学 院)に 厚 く御礼 申 しあ げ る
次 第で す 。 さ ら に,本 研 究 の た め に貴重 な資 料 の提 供 を い ただ い た大 阪 府土 木 部
総 合 計画 課 お よ び企 画 部情 報 管 理 課の 各 位,豊 中 市企 画 部 庄 内再 開 発室 の 各 位 に
感 謝 の意 を 表 します 。
最後 に,筆 者 は以 上 述 べた す べ ての 方 々 の御 助力 に よ って.日 頃 か ら最 高 の環
境 の も と で研 究 生 活 を続 け られ た こ とを記 し.重 ね て感 謝の 意 を表 する次 第 で あ
る 。
一229一

